
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 



 

 

 

浦幌町老人福祉計画・介護保険事業計画の策定にあたって 

 

出生率の低下や平均寿命の延伸などにより全国的に高齢化が進行している中、本町にお

いても少子高齢化は急速に進行しており、令和２年度において、総人口に占める 65歳以上

の高齢者の割合は 42 パーセントを超え、今後も上昇し続ける見通しにあります。 

高齢化の進展に伴い、高齢者福祉及び介護保険制度の重要性も増しており、平成 12年度

に介護保険が公的サービスとして制度化されて以来、介護サービスを必要とする高齢者の

増加、介護ニーズの複雑化などから、本町における総介護給付費は増加しており、令和５

年度には６億円を超える見込みとなっています。 

介護保険料においてもその影響は大きく、第１期で 3,200 円であった基準月額は、第６

期では 5,550 円になり、第７期では介護給付費準備基金の活用により 5,400 円としたもの

の、被保険者の負担は大きくなっています。 

 介護を必要とする方は、介護保険制度により支えていくことが基本でありますが、高齢

者一人ひとりの願いとしては、可能な限り、住み慣れた地域で、介護も医療も必要としな

い、健康で自立した生活を送りつづけたい、という思いが強くあるものと認識していま

す。 

介護保険の持続可能性を確保しながら、そのような高齢者の願いを支えていくために

は、地域の多様な主体が連携・協力しながら、社会資源を効率的かつ効果的に活用し、医

療、介護、介護予防、住まい及び自立した日常生活の支援を包括的に確保する「地域包括

ケアシステム」を深化・推進していくことが重要となります。 

 本計画は、このような現状を踏まえ、地域の人材や社会資源を活かしながら、住民同士

が支え合い、高齢者一人ひとりの個性と人権が尊重されつつ、地域をともに創っていく

「ともに支え みんなで創る いつまでも暮らせるまちづくり」の実現に向けて、令和３

年度から令和５年度までの３か年を計画期間として、介護保険制度及び介護予防の円滑な

実施とともに、高齢者に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため策定したもので

す。 

 本計画の策定にあたってご尽力をいただきました町老人福祉計画・介護保険事業計画策

定審議会の皆さまをはじめ、関係機関の皆さまから多くの貴重なご意見をいただき、町介

護保険運営協議会において決定をいただきましたこと、厚く御礼を申し上げるとともに、

本計画の実現のため、なお一層のご支援を賜りますよう、お願い申し上げます。 

 

  令和３年 ２月２４日 

 

浦幌町長 水 澤 一 廣   
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 第２節 介護保険制度の改正について 

第１章 計画策定にあたって 
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第１節 計画策定の趣旨 
 

１ 計画策定の目的 

  『浦幌町老人福祉計画・第８期浦幌町介護保険事業計画（令和３年度～令和５年度）』

は、本町の高齢者（65歳以上の方）が、住み慣れた地域で安心して暮らすことができる

ように、高齢者に関する施策を総合的かつ計画的に推進するとともに、介護保険事業に

係る保険給付の円滑な実施と介護予防の推進を図ることを目的としています。 

 

 

２ 計画策定の背景及び趣旨 

  団塊の世代が 75歳以上となる令和７年に向け、単身高齢者世帯や高齢者夫婦、高齢者

のみの世帯及び認知症高齢者の増加が予想される中、わが国の高齢化は急速に進行して

おり、令和 17年には国民の３人に１人が高齢者という未曽有の高齢社会を迎えることが

確実視されている中、本町においては、令和２年４月１日現在で高齢者の割合（高齢化

率）は約 42パーセントに達し、今後も上昇を続けることが予測されます。 

  平成 12年度にスタートした介護保険制度は、支援を必要とする高齢者を社会全体で支

える仕組みとして定着、発展してきました。平成 18年４月からは、地域密着型サービス

の導入や地域包括支援センターの創設など、新たなサービス体系を構築し推進してきま

した。そして、第６期計画（平成 27年度～平成 29年度）には、「地域包括ケアシステム

の構築」を推進するため、「介護予防・日常生活支援総合事業」「在宅医療・介護連携推

進事業」「生活支援体制整備事業」「認知症総合支援事業」等の取組みがスタートしまし

た。 

  こうした中、介護保険制度の持続可能性を維持しながら、高齢者が可能な限り住み慣

れた地域でその有する能力に応じて、自立した日常生活を営むことを可能としていくた

めには、限りある社会資源を効率的かつ効果的に活用しながら、十分な介護サービスの

確保のみに留まらず、医療、介護、介護予防、住まい及び自立した日常生活の支援が包

括的に確保される「地域包括ケアシステム」をそれぞれの地域の実情に応じて深化・推

進していくことが重要となります。 

  

通院・入院 

病気になったら･･･ 

■施設・居住系サービス 
・介護老人福祉施設 
・介護老人保健施設 
・介護医療院 
・認知症対応型共同生活介護 
・特定施設入居者生活介護 など 

通所・入所 

介護が必要になったら･･･ 

■在宅系サービス 
・訪問・通所・訪問看護  
・短期入所生活介護 
・福祉用具 など 
■介護予防サービス 
 

相談業務やサービスのコーディネートを行います。 

・地域包括支援センター 
・ケアマネジャー 

いつまでも元気に暮らすために･･･   

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 

等 

（厚生労働省資料を抜粋） 

住まい 

地域包括ケアシステムの姿 医 療 
介 護 

生活支援・介護予防 

自宅・サービス付き高齢者向け住宅など 
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  今般、地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律 （令和２年法

律第 52号）により、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する市町村の包括

的な支援体制の構築の支援、地域の特性に応じた認知症施策や介護サービス提供体制の

整備等の推進、医療・介護のデータ基盤の整備の推進、介護人材確保及び業務効率化の

取組の強化などの介護保険制度の見直しが行われました。 

  高齢者が、可能な限り、住み慣れたこの浦幌町で、その有する能力に応じ、自立した

日常生活を営むことができるよう、町民、地域、事業者、団体、行政等が各役割に応じ

た主体的な活動、いわゆる「協創」により、医療、介護、予防、住まい及び自立した日常

生活の支援を一体的に提供する地域包括ケアシステムの構築をより一層推進していきま

す。 

 

 

３ 法令等の根拠 

 (１)  老人福祉計画 

   老人福祉法（昭和 38 年法律第 133 号）第 20 条の８第１項に基づく計画で、当該市

町村で確保すべき老人福祉事業の量の目標、その量の確保のための方策、その他老人

福祉事業の供給体制の確保に関し必要な事項を定めることとされている法定計画です。 

 (２) 介護保険事業計画 

   介護保険サービス及び地域支援事業を円滑に実施するための計画で、必要なサービ

スの内容や必要量を把握して、サービス提供体制を整えること等を定めるもので、介

護保険法（平成９年法律第 123 号）第 117 条において、介護保険の保険者として位置

づけられている市町村に対して、３年を一期とする介護保険事業計画の策定が義務づ

けられている法定計画です。 

 

 

４ 計画の位置付け 

  本計画の策定に当たっては、「浦幌町第４期まちづくり計画」及び「第３期浦幌町地域

福祉計画」の一環として策定します。また、厚生労働省の策定した「介護保険事業に係

る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針（令和３年厚生労働省告示第 29

号。以下、「基本的指針」という。）」で示された、市町村計画の作成に関する基本的事項、

基本的記載事項、任意記載事項に留意しながら、計画を策定するよう努めることとしま

す。 

 

 

５ 計画期間 

  この計画は、老人福祉法に基づく老人福祉計画と、介護保険法に基づく３年計画とし

て第８期介護保険事業計画を包含した計画であり、計画期間は、令和３年度から令和５

年度までの３か年とします。 

  また、国が示す基本的指針においては、団塊の世代が 75歳以上となる令和７年、さら

にはいわゆる団塊ジュニア世代が 65 歳以上となる令和 22 年に向け、中長期的な視野に

立って、関係者との議論のもと、第８期計画の位置づけを明らかにし、計画の具体的な

取組内容やその目標を位置づけることが必要であるとされています。そのため、本計画

では、令和 22年までの中長期的な視野に立ったサービス等の推計や施策の位置付けが必

要になります。 
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６ 計画の策定体制と点検体制 

 (１) 計画の策定体制 

   老人福祉事業及び介護保険事業は、幅広い関係者の参画により、本町の特性に応じ

た事業の展開が期待されるため、行政機関内部だけでなく、保健・医療・福祉関係者

及び被保険者代表並びに学識経験者等の積極的な参加を得て、浦幌町老人福祉計画・

浦幌町介護保険事業計画策定審議会を設置し、策定しました。 

 

 (２) 住民参加と意見反映 

   老人福祉計画の策定においては、住民参加の位置付けがなされており、また介護保

険事業計画の策定においては、介護サービス、介護予防サービス及び地域支援事業等

の水準が明らかにされ、保険料の水準に影響を与えることとなります。 

このため、本事業計画の策定、変更にあたっては、本計画策定審議会の構成として、

地域住民及び介護サービス利用者の家族等に代表者として参画いただき、被保険者の

意見が反映されるよう努めます。 

   また、幅広く住民の意見や意向を計画に反映させるために、パブリックコメントを

実施し、意見を募ります。 

 

 (３) 計画の点検体制 

   本計画を実効性のあるものとするために、本計画の進行管理と評価機能を持つ浦幌

町介護保険運営協議会を設置しています。 

   本協議会は、町民参加のもと、計画の実施状況を調査審議し、行政に対して施策に

関する意見を述べることとなります。 

 

 

  

●計画の期間 ●：策定年度、　　　　：計画実施期間

H4 5 10 15 20 25 30
31

(R1)
2 3 4 5

H5～H11

（H4策定）

H12～H16

（H11策定）

H15～H19

（H14策定）

H18～H20

（H17策定）

H21～H23

（H20策定）

H24～H26

（H23策定）

H27～H29

（H26策定）

H30～R2

（H29策定）

R3～R5
（R2策定）

年度

老人保健福祉計画

老人保健福祉計画・介護
保険事業計画【第１期】

老人保健福祉計画・介護
保険事業計画【第２期】

老人保健福祉計画・介護
保険事業計画【第３期】

老人福祉計画・介護保険
事業計画【第４期】

老人福祉計画・介護保険
事業計画【第５期】

老人福祉計画・介護保険
事業計画【第８期】

●

老人福祉計画・介護保険
事業計画【第６期】

老人福祉計画・介護保険
事業計画【第７期】

●

●

●

●

●

●

●

●
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第２節 介護保険制度の改正について 
 

今後、高齢化や人口減少の進展に伴い、地域の支え合いの基盤が弱まり、様々な課題が

顕在化していく中で、高齢者を含め地域住民が可能な限り住み慣れた地域で、安心して自

立した日常生活を継続することができるよう、多様な主体が参画し、世代や分野を超えつ

ながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく「地域共生

社会」の構築を推進していくことが求められています。 

また、地域の多様化・複雑化する支援ニーズに的確に対応していくためには、公的支援

が、個人の抱える個別課題に対応するだけでなく、個人や世帯が抱える様々な課題に包括

的に対応していくことが必要とされています。 

このことから、令和２年の介護保険制度の改正（地域共生社会の実現のための社会福祉

法等の一部を改正する法律）では、地域共生社会の実現のため、複雑化・複合化した支援

ニーズに対応する市町村の包括的な支援体制の構築の支援、地域の特性に応じた認知症施

策や介護サービス提供体制の整備等の推進、医療・介護のデータ基盤の整備の推進、介護

人材確保及び業務効率化の取組の強化など、次のような改正が示されています。 

 

 ■地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律のポイント（介護保

険法改正関係） 

 

１．地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する市町村の包括的な支援体 

制の構築の支援 

既存の相談支援等の取組を活かしつつ、地域住民の抱える課題の解決のための

包括的な支援体制の整備を行う、新たな事業及びその財政支援等の創設 

 

２．地域の特性に応じた認知症施策や介護サービス提供体制の整備等の推進          

●認知症施策の総合的な推進 

●地域支援事業におけるデータ活用 

●介護サービス提供体制の整備 

●介護保険事業計画への、①当該市町村の人口構造の変化の見通しの勘案、②高齢

者向け住まい（有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅）の設置状況、③

有料老人ホームに係る都道府県と市町村間の情報連携の強化の記載 

 

３．医療・介護のデータ基盤の整備の推進                   

●介護分野のデータ活用の環境整備 

●医療・介護分野のデータの名寄せ・連結精度の向上等 

 

４．介護人材確保及び業務効率化の取組の強化                 

●介護保険事業計画に基づく取組・事業者の負担軽減 

・介護保険事業計画への、介護人材確保及び業務効率化の取組の記載 

・有料老人ホームの設置等に係る届出事項の簡素化 

●介護福祉士養成施設卒業者への国家試験義務付けに係る経過措置の延長 

 

５．社会福祉連携推進法人制度の創設                     

社会福祉事業に取り組む社会福祉法人やＮＰＯ法人等を社員として、相互の業

務連携を推進する社会福祉連携推進法人制度を創設 

第１章 計画策定にあたって 
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第２章 高齢者等を取り巻く状況 
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第１節 人口と世帯の推移 
 

１ 人口の推移 

  本町の国勢調査による総人口は年々減少しており、平成 27年調査時には 4,919人とな

り 5,000人を切っています。 

  年齢区分でみると、65 歳以上の高齢者人口は年々増加しており、平成 27 年調査時に

は 1,863 人で、うち 75 歳以上は 1,035 人となっており、75 歳以上の人口を平成２年調

査時と比較すると、2.17倍(558人)増加している状況となっています。 

  一方で、64 歳までの年少人口及び生産年齢人口は減少しており、平成 22 年調査時か

ら平成 27年調査時の増減でみると、39歳以下は 13.0％（210人）減、40～64歳は 18.2％

（367人）減となっています。 

  このように、本町では少子高齢化が進んでおり、人口構成比をみると、平成 27年調査

時の 65歳以上の人口の割合である高齢化率は上昇傾向にあり、37.9％になりました。 

 

 

 

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年
8,390人 7,621人 6,846人 6,385人 5,460人 4,919人 -
4,013人 3,205人 2,552人 2,233人 1,613人 1,403人 -
3,127人 2,895人 2,588人 2,285人 2,020人 1,653人 -

773人 922人 997人 976人 818人 828人 -
前期高齢化率 9.2% 12.1% 14.6% 15.3% 15.0% 16.8% -

477人 599人 709人 891人 1,009人 1,035人 -
後期高齢化率 5.7% 7.9% 10.4% 14.0% 18.5% 21.0% -

1,250人 1,521人 1,706人 1,867人 1,827人 1,863人 -
14.9% 20.0% 24.9% 29.2% 33.5% 37.9% -

※
※ 令和２年国勢調査結果は令和３年11月公表予定

65～74歳
40～64歳
0～39歳

各年の数値は国勢調査公表値

区　分

図表２－１　【人口の推移】

総人口

高齢化率
65歳以上人口

75歳以上

第２章 高齢者等を取り巻く状況 
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２ 高齢者等の世帯の推移 

  本町の国勢調査による世帯数の推移をみると、年々減少しており、平成２年の 2,669

世帯が平成 27年には 2,086 世帯になり、21.8％（583世帯）減となっています。 

  65歳以上の親族のいる世帯数は、平成２年では 885世帯と総世帯数の 33.2％でした

が、平成 27年には、1,162世帯、55.7％と 22.5 ポイント以上の増加を示し、総世帯の

半数以上を占めています。 

  65歳以上の親族がいる世帯の世帯区分ごとの推移は、夫婦のみ世帯が平成２年の 120

世帯から平成 27年では 359世帯と約 3.0倍、単身世帯が平成２年の 199世帯から平成

27年では 293世帯と約 1.5倍と増加傾向にありますが、その他の世帯は平成２年の 566

世帯から平成 27年では 510世帯となり減少しています。 

 

  
 

 

  

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年

2,669世帯 2,575世帯 2,525世帯 2,379世帯 2,210世帯 2,086世帯 -

885世帯 1,095世帯 1,115世帯 1,302世帯 1,140世帯 1,162世帯 -

総世帯に占める割合 33.2% 42.5% 44.2% 54.7% 51.6% 55.7% -

120世帯 251世帯 319世帯 300世帯 402世帯 359世帯 -

総世帯に占める割合 4.5% 9.7% 12.6% 12.6% 18.2% 17.2% -

65歳以上世帯に占める割合 13.6% 22.9% 28.6% 23.0% 35.3% 30.9% -

199世帯 299世帯 213世帯 278世帯 260世帯 293世帯 -

総世帯に占める割合 7.5% 11.6% 8.4% 11.7% 11.8% 14.0% -

65歳以上世帯に占める割合 22.5% 27.3% 19.1% 21.4% 22.8% 25.2% -

566世帯 545世帯 583世帯 724世帯 478世帯 510世帯 -

総世帯に占める割合 21.2% 21.2% 23.1% 30.4% 21.6% 24.4% -

65歳以上世帯に占める割合 64.0% 49.8% 52.3% 55.6% 41.9% 43.9% -

※

※ 令和２年国勢調査結果は令和３年11月公表予定

区　分

総世帯数

各年の数値は国勢調査公表値

夫婦のみ世帯数

単身世帯数

65歳以上の親族がいる世帯数

その他

図表２－３　【世帯状況の推移】
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第２節 介護保険被保険者の推移 
 

１ 被保険者数の推移 

  第７期計画では、総人口は平成 30年度の 4,882人から令和２年度までに 4,692人に

減少するとし、また 65歳以上の高齢者（第 1号被保険者）人口は平成 30年度の 1,939

人から令和２年度までに 1,944人に微増すると推計していました。 

  実績を計画と比較すると、40歳～64歳（第２号被保険者）、75歳以上（後期高齢者）

を含め、総人口は減少しております。全体的に高齢化率は計画値より高く、また年々増

加しており、40パーセントを越える超高齢社会へと進行しています。 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

計画 実績 計画比 計画 実績 計画比 計画 実績 計画比

4,882 4,780 △ 102 4,787 4,612 △ 175 4,692 4,565 △ 127

1,939 1,963 24 1,942 1,935 △ 7 1,944 1,951 7

870 886 16 881 866 △ 15 891 895 4

1,069 1,077 8 1,061 1,069 8 1,053 1,056 3

1,504 1,454 △ 50 1,441 1,396 △ 45 1,378 1,334 △ 44

39.7% 41.1% 1.3% 40.6% 42.0% 1.4% 41.4% 42.7% 1.3%

※

高齢化率(％)

65～74歳(人)

令和元年度 令和２年度平成30年度
区　分

第１号被保険者（人)

図表２－４　【被保険者数の計画対比】
(単位：人）

総人口(人)

75歳以上(人)

第２号被保険者(人)
(40～64歳)

 「住所地特例対象者」を加えたもの
とする。

実績の被保険者数は、「10月１日」時点の住民基本台帳による人口に

第２章 高齢者等を取り巻く状況 
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２ 要支援・要介護認定率の推移 

 第７期計画では、平成 29年 10月１日現在における本町の 65歳以上人口に対する要支

援・要介護者数の発生率及び介護予防事業及び予防給付による効果を見込み推計してい

ます。 

実績と計画を比較すると、要介護５の認定者が増加し、それ以外の認定者が減少して

おり、認定者の総数は３年間を通して計画値を下回っています。 

認定率についても、計画値を下回っており、平成 28年度頃から横ばいに推移していま

す。 

 

 

  

計画 実績 計画比 計画 実績 計画比 計画 実績 計画比

1,939 1,963 24 1,942 1,935 △ 7 1,944 1,951 7

61 60 △ 1 64 54 △ 10 68 58 △ 10

28 27 △ 1 26 25 △ 1 30 31 1

33 33 0 38 29 △ 9 38 27 △ 11

309 289 △ 20 326 282 △ 44 349 295 △ 54

76 72 △ 4 73 71 △ 2 80 77 △ 3

64 63 △ 1 66 73 7 69 66 △ 3

58 58 0 62 52 △ 10 63 56 △ 7

75 54 △ 21 87 44 △ 43 90 45 △ 45

36 42 6 38 42 4 47 51 4

370 349 △ 21 390 336 △ 54 417 353 △ 64

19.1% 17.8% △1.3% 20.1% 17.4% △2.7% 21.5% 18.1% △3.4%

14 17 3 19 19 0 23 19 △ 4

※

※ 事業対象者の実績は、事業対象者台帳より

認定者の実績は、厚生労働省「地域包括ケア（見える化）システム」より

認定率

区　分

要支援２

要介護認定者数

要介護１

要介護２

要介護３

要支援認定者数

要支援１

事業対象者数

令和２年度

認定者数計

図表２－６　【要支援・要介護認定者数の計画対比】

要介護４

要介護５

平成30年度 令和元年度

65歳以上人口

（単位：人）
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３ 要介護等認定者の男女・年齢階級別の状況 

 本町の令和２年度における 65歳以上の高齢者のうち、要支援・要介護認定者を男女別、

年齢階級別に認定状況をまとめると、65 歳から 79 歳にかけては男女とも認定率は 10％

を割っていますが、80 歳を超えると認定率の上昇が大きくなり、85 歳～89 歳で男性が

37.8％（31 人）、女性が 43.9％（69 人）、90 歳以上になると男性が 60.0％（30 人）、女

性が 84.6％（99 人）となり、90 歳以上では全体の認定率も 50％を越えていることがわ

かります。また、80歳以上では男女間の差も大きくなり、全体で比較しても女性の認定

者数が多くなっています。 

 

 

  

1 2 1 2 3 4 5

男性 222 2 0.9% 0 0 1 0 0 1 0

女性 226 6 2.7% 0 2 2 1 1 0 0

男性 197 7 3.6% 0 0 0 1 1 1 4

女性 249 10 4.0% 3 0 1 1 2 3 0

男性 132 11 8.3% 1 1 4 4 0 0 1

女性 185 14 7.6% 1 2 4 3 4 0 0

男性 132 26 19.7% 1 4 6 5 8 1 1

女性 180 48 26.7% 10 5 13 9 2 5 4

男性 82 31 37.8% 2 4 7 4 4 3 7

女性 157 69 43.9% 6 3 17 12 11 9 11

男性 50 30 60.0% 3 1 6 7 7 4 2

女性 117 99 84.6% 4 5 16 19 16 18 21

男性 815 107 13.1% 7 10 24 21 20 10 15

女性 1,114 246 22.1% 24 17 53 45 36 35 36

1,929 353 18.3% 31 27 77 66 56 45 51

※
※

（単位：人）
図表２－８　【男女・年齢階級別認定者数の状況】

認定率
要支援 要　介　護 
令和２年度

区　分
人口 認定者

75～79歳

70～74歳

 人口は、「10月１日」時点の住民基本台帳による人口とする
 認定者の実績は、厚生労働省「地域包括ケア（見える化）システム」より

65～69歳

計

90歳以上

85～89歳

80～84歳

第２章 高齢者等を取り巻く状況 
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第３節 介護保険サービス給付の状況 
 

１ 施設・居住系・在宅サービス受給者数 

  介護サービス受給者数を平成 29年４月から比較すると、わずかに減少傾向であるもの

の、おおむね横ばいの推移となっており、令和２年４月では 282人となっています。 

  介護サービスの種類別にみると、在宅サービスが最も多く、施設サービス、居住系サ

ービスの順番に利用している状況であり、全体の割合についても大きな変動は見られま

せん。 

 

 
「施設サービス」、「居住系サービス」、「在宅サービス」とは、以下のサービスを意味します。 

◆施設サービス…介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、

介護療養型医療施設、介護医療院 

◆居住系サービス…特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生

活介護 

◆在宅サービス…訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、通

所介護、通所リハビリテーション、短期入所生活介護、短期入所療養介護（介護老人保健施設）、短期入所

療養介護（介護療養型医療施設等）、福祉用具貸与、介護予防支援・居宅介護支援、福祉用具購入費、住宅

改修費、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、地域密着型通所介護、認知症対応型

通所介護、小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護 

 

 

２ 居宅サービス 

  居宅サービスは、訪問介護、通所介護、訪問看護、福祉用具貸与、住宅改修費、養護

老人ホームラポロなどの特定施設入居者生活介護などのサービスであり、各年度の利用

者数の実績を第７期介護保険事業計画と対比しています。 

 

(１) 居宅介護給付サービス（要介護１～５） 

  ① 訪問通所系サービス 

    実績と計画を対比して、訪問リハビリテーション及び通所介護は全体的に下回り、

通所リハビリテーション及び居宅療養管理指導は全体的に上回りました。 

    特に、居宅療養管理指導については、令和２年中に町内で開設した事業所がある

こと、及び町外施設に入居している方が利用していることから、計画を大きく上回

っています。 

    訪問介護については、令和２年度のみ計画を下回っており、３年を通してみると
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利用人数は減小傾向にありますが、逆に訪問看護では、平成 30年度は下回っている

ものの利用人数は増加傾向にあり、サービス内容等を踏まえ利用者の需要が移って

いることも考えられます。 

    なお、訪問入浴介護については、訪問入浴を提供するための移動入浴車の故障に

より、町内の事業者が事業を撤退したため、実績はありませんでした。 

  ② 短期入所系 

    実績と計画を対比して、すべて計画を下回る実績となりました。 

  ③ その他のサービス 

    実績と計画を対比して、特定施設入居者生活介護、居宅介護支援は下回り、また

福祉用具貸与、住宅改修は上回っており、在宅で生活する方の福祉用具・住宅改修

の利用が増えています。 

 

 

人数 進捗率 人数 進捗率 人数 進捗率

計画 21人 23人 27人 

実績 24人 24人 25人 

計画 3人 3人 3人 

実績 0人 0人 0人 

計画 17人 16人 17人 

実績 14人 16人 27人 

計画 12人 12人 13人 

実績 12人 6人 4人 

計画 11人 11人 11人 

実績 13人 15人 34人 

計画 74人 79人 83人 

実績 68人 59人 56人 

計画 4人 4人 4人 

実績 4人 4人 5人 

計画 17人 18人 20人 

実績 14人 13人 13人 

計画 2人 3人 3人 

実績 2人 2人 3人 

計画 0人 0人 0人 

実績 0人 0人 0人 

計画 0人 0人 0人 

実績 0人 0人 0人 

計画 54人 58人 64人 

実績 64人 63人 67人 

計画 1人 1人 1人 

実績 1人 0人 2人 

計画 1人 1人 1人 

実績 1人 1人 3人 

計画 36人 36人 36人 

実績 32人 31人 29人 

計画 114人 121人 127人 

実績 113人 115人 116人 

※　人数は、１月当たりの利用者数を記載しています。

短
期
入
所
系

短期入所療養介護
(介護医療院) - - -

0.0%

158.8%

30.8%

309.1%

67.5%

125.0%

65.0%

100.0%

-

200.0%

300.0%

80.6%

91.3%

- -

118.5% 108.6%

99.1% 95.0%

100.0% 0.0%

100.0% 100.0%

88.9% 86.1%

100.0% 50.0%

118.2% 136.4%

91.9% 74.7%

100.0% 100.0%

104.7%

82.4% 100.0%

住宅改修費

居宅介護支援

訪
問
通
所
系
サ
ー

ビ
ス

特定施設入居者生活介護

そ
の
他
の
サ
ー

ビ
ス

短期入所生活介護

短期入所療養介護
(老健)

短期入所療養介護
(病院等)

福祉用具貸与

特定福祉用具購入費

訪問看護

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

訪問入浴介護
0.0% 0.0%

82.4% 72.2%

100.0% 66.7%

通所介護
(デイサービス)

通所リハビリテーション
(デイケア)

図表２－11　【居宅介護給付サービスの現状】

訪問介護
(ホームヘルプサービス)

区　分
平成30年度 令和元年度

104.3%114.3%

令和２年度(見込)

92.6%

第２章 高齢者等を取り巻く状況 
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 (２) 居宅介護予防給付サービス（要支援１・２） 

  ① 訪問通所系サービス 

    実績と計画を対比して、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防居宅療養管

理指導は大きく下回りましたが、介護予防訪問看護については、計画を大きく上回

り、要支援の方の訪問看護の利用が増えています。 

なお、地域支援事業の創設に伴い、介護予防訪問介護サービス及び介護予防通所

介護サービスは地域支援事業に移行しております。 

  ② 短期入所系 

    実績と計画を対比して、計画どおりに利用者はいませんでした。 

  ③ その他のサービス 

    実績と計画を対比して、介護予防特定施設入居者生活介護を除いて全体的に下回

りました。介護予防特定施設入居者生活介護は、町外の有料老人ホームに入居した

要支援の方が介護サービスを受けたことにより、計画を上回りました。 

 

 
 

人数 進捗率 人数 進捗率 人数 進捗率

計画 0人 0人 0人 

実績 0人 0人 0人 

計画 0人 1人 0人 

実績 3人 4人 6人 

計画 9人 10人 9人 

実績 2人 3人 4人 

計画 1人 1人 1人 

実績 0人 1人 0人 

計画 0人 0人 0人 

実績 0人 0人 0人 

計画 0人 0人 0人 

実績 0人 0人 0人 

計画 0人 0人 0人 

実績 0人 0人 0人 

計画 0人 0人 0人 

実績 0人 0人 0人 

計画 - - -

実績 0人 0人 0人 

計画 24人 24人 24人 

実績 21人 22人 20人 

計画 1人 2人 2人 

実績 1人 1人 2人 

計画 1人 1人 1人 

実績 1人 1人 0人 

計画 1人 1人 1人 

実績 1人 2人 2人 

計画 25人 27人 29人 

実績 23人 23人 23人 

※　人数は、１月当たりの利用者数を記載しています。

介護予防訪問リハビリテーション
22.2% 30.0%

介護予防通所リハビリテーション
(デイケア)

介護予防特定施設入居者生活
介護

100.0% 200.0%

介護予防支援
92.0% 85.2%

- -

短
期
入
所
系

介護予防短期入所生活介護 - -

介護予防短期入所療養介護
(老健) - -

介護予防短期入所療養介護
(介護医療院) - -

介護予防短期入所療養介護
(病院等) - -

訪
問
通
所
系
サ
ー

ビ
ス

0.0%

200.0%

79.3%

令和２年度(見込)

図表２－12　【居宅介護予防給付サービスの現状】

-

↑

44.4%

0.0%

-

-

-

そ
の
他
の
サ
ー

ビ
ス

介護予防福祉用具貸与
87.5% 91.7%

特定介護予防福祉用具購入費
100.0% 50.0%

介護予防住宅改修費
100.0% 100.0%

-

-

83.3%

100.0%

区　分
平成30年度 令和元年度

介護予防訪問入浴介護 - -

介護予防居宅療養管理指導
0.0% 100.0%

介護予防訪問看護
↑ 400.0%
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３ 地域密着型サービス 

  地域密着型（居住系）サービスは平成 18 年度の介護保険法改正により市町村が指定、

指導、監査を行うこととなったサービスで、認知症対応型通所介護やグループホームな

どの認知症対応型共同生活介護などであり、各年度の利用者数の実績を第７期介護保険

事業計画と対比しています。 

 

 (１) 地域密着型サービス給付（要介護１～５） 

   実績と計画を対比して、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生

活介護については、町内の利用人数は大きく動いていないものの、町外のサービス利

用者が見込みより少なく、計画値を下回りました。 

   また、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、地域密着型通所介護については、町外

事業所の利用実績のみによるものですが、同様に計画を下回りました。 

 

 
 

  

人数 進捗率 人数 進捗率 人数 進捗率

計画 0人 1人 1人 

実績 1人 0人 0人 

計画 0人 0人 0人 

実績 0人 0人 0人 

計画 18人 19人 20人 

実績 17人 19人 21人 

計画 0人 0人 0人 

実績 0人 0人 0人 

計画 24人 24人 25人 

実績 21人 21人 23人 

計画 11人 11人 12人 

実績 10人 9人 10人 

計画 0人 0人 0人 

実績 0人 0人 0人 

計画 0人 0人 0人 

実績 0人 0人 0人 

計画 3人 3人 3人 

実績 2人 3人 3人 

※　人数は、１月当たりの利用者数を記載しています。

92.0%

定期巡回・随時対応型訪問介
護看護 ↑ 0.0%

夜間対応型訪問介護 - -

認知症対応型共同生活介護
87.5% 87.5%

認知症対応型通所介護
94.4% 100.0%

地域密着型特定施設入居者生
活介護 90.9% 81.8%

地域密着型介護老人福祉施設
入所者生活介護 - -

看護小規模多機能型居宅介護 - -

83.3%

-

-

100.0%

図表２－13　【地域密着型サービス給付の現状】

0.0%

-

105.0%

-小規模多機能型居宅介護 - -

平成30年度 令和元年度
区　分

令和２年度(見込)

地域密着型通所介護
66.7% 100.0%

第２章 高齢者等を取り巻く状況 
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 (２) 地域密着型介護予防サービス給付（要支援１・２） 

   実績と計画を対比して、計画どおりに利用者はいませんでした。 

 

 
 

 

４ 施設サービス 

  施設サービスとは、特別養護老人ホームなどの介護老人福祉施設、介護老人保健施設

などであり、各年度の利用者数を第７期介護保険事業計画と対比しています。 

  実績と計画を対比して、介護老人福祉施設は町外の特別養護老人ホームで利用数の減

があり、計画を下回りました。 

介護老人保健施設については、町内に施設がなく、町外施設の利用のみとなりますが、

いずれの年度も計画を下回りました。 

  また、介護療養型医療施設及び介護医療院は、計画どおりに利用者はいませんでした。 

 

 
 

 

５ その他の介護保険給付等 

 (１) 高額介護サービス費等 

   高額介護サービス費等については、介護（予防）サービスを利用した際の利用者負

担額が、個人または世帯の総額で一定額を超えた場合に支給します。 

また、世帯で利用した介護（予防）サービスの利用者負担額の総額と世帯で支払っ

た医療費の総額の合計が一定額を超えた場合には、高額医療合算介護サービス費が支

給されます。 

人数 進捗率 人数 進捗率 人数 進捗率

計画 0人 0人 0人 

実績 0人 0人 0人 

計画 0人 0人 0人 

実績 0人 0人 0人 

計画 0人 0人 0人 

実績 0人 0人 0人 

※　人数は、１月当たりの利用者数を記載しています。

-

-

令和２年度(見込)

図表２－14　【地域密着型介護予防サービス給付の現状】

介護予防
認知症対応型共同生活介護 - -

介護予防
認知症対応型通所介護 - -

介護予防
小規模多機能型居宅介護 - -

区　分
平成30年度 令和元年度

-

人数 進捗率 人数 進捗率 人数 進捗率

計画 56 57 58

実績 55 55 54

計画 25 26 27

実績 21 24 25

計画 0 0 0

実績 0 0 0

計画 0 0 0

実績 0 0 0

※　人数は、１月当たりの利用者数を記載しています。

図表２－15　【施設サービス給付の現状】

区　分
平成30年度

92.6%

令和２年度(見込)

介護医療院 - -

介護老人福祉施設
(特別養護老人ホーム)

98.2% 96.5%

介護老人保健施設
84.0% 92.3%

介護療養型医療施設 - -

-

令和元年度

-

93.1%
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 (２) 特定入所者介護サービス費等 

   介護保険施設または、短期入所サービス利用時における食費、居住費は原則として

利用者が負担することとなっていますが、利用者及びその世帯の所得状況などに応じ

て、一定額を超えた場合に特定入所者介護サービス費等として給付しています。 

 

 
 

 

６ 施設・居住系・在宅サービス費用額の推移 

  介護サービス費用の総額は、平成 26年度まで増加し６億円を超えましたが、平成 29

年度には５億 4,019 万円まで減少し、その後はやや増加傾向にあります。 

  介護サービス費用額を介護サービスの種類別にみると、在宅サービスが減少している

一方、施設サービスは増加しており、居住系サービスに大きな変動はありません。 

  第１号被保険者の一人一月当たり費用額も同様に増減しており、令和元年度実績では

23,657円となり、北海道平均（22,329円）を６％程度上回っております。 

 

 
◆「第１号被保険者１人１月当たり介護費用額」は、年間介護費用額を 12で割ったものを第

１号被保険者数で割った金額です。 

◆左側の縦軸（棒グラフ）が年間介護費用額で、右側の縦軸（折れ線グラフ）が第１号被保険

者１人１月当たり介護費用額です。 

金額 進捗率 金額 進捗率 金額 進捗率

計画 13,000,000円 14,000,000円 15,200,000円

実績 12,890,228円 13,591,248円 14,500,000円

計画 2,100,000円 2,300,000円 2,400,000円

実績 2,006,509円 1,955,442円 1,600,000円

図表２－15　【高額介護サービス費等の現状】

保険給付額
99.2% 97.1%

平成30年度 令和元年度 令和２年度(見込)

95.4%

区　分

高額介護サービス費

高額医療合算介護サービス費

保険給付額
95.5% 85.0% 66.7%

金額 進捗率 金額 進捗率 金額 進捗率

計画 37,800,000円 41,200,000円 45,100,000円

実績 34,367,960円 36,021,577円 35,400,000円

図表２－16　【特定入所者介護サービス費等目標量の現状】
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図表２－18 介護費用額の推移

費用額（施設サービス） 費用額（居住系サービス） 費用額（在宅サービス） 第1号被保険者1人1月あたり費用額

※厚生労働省「地域包括ケア（見える化）システム」より
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７ 介護サービス給付費（要介護１～５） 

  要介護１から５の被保険者を対象とする介護サービスの給付費は、平成 30年度及び

令和元年度の実績と計画を対比して、各年度で下回っており、実績の伸び率は 101.8％

となり増加傾向にありますが、総体的には計画値より減少しています。 

 

 (１) 居宅サービス給付費 

   利用人数とおおむね同様に推移していますが、居宅老要管理指導及び短期入所療養

介護（老健）については、２年度とも計画を上回り、かつ伸び率も増加傾向にありま

す。それ以外のサービスについては、伸び率は減少傾向にあります。 

 

 (２) 地域密着型サービス給付費 

   地域密着型サービス給付費については、実績のあるサービスすべてで計画を下回っ

ていますが、認知症対応型通所介護のみ伸び率が 123.7％と増加しており、増加傾向

がみられます。 

 

 (３) 施設サービス給付費 

   介護老人保健施設については、令和元年度で計画を上回っており、利用者が増加し

ている傾向にあります。 

 

 (４) 居宅介護支援 

   各年度において計画を下回りましたが、実績の伸び率はわずかに増加しています。 

 

 
 

 

 

 

計画 実績 進捗率 計画 実績 進捗率

１　居宅サービス給付費 162,920 151,088 92.7% 168,785 140,399 83.2% 92.9%

訪問介護 17,485 20,508 117.3% 19,283 19,844 102.9% 96.8%

訪問入浴介護 1,951 91 4.7% 1,952 0 0.0% 0.0%

訪問看護 7,539 6,160 81.7% 7,335 6,144 83.8% 99.7%

訪問リハビリテーション 3,100 2,841 91.6% 3,531 1,696 48.0% 59.7%

居宅療養管理指導 1,140 1,449 127.1% 1,140 1,532 134.3% 105.7%

通所介護 48,987 42,134 86.0% 52,595 35,099 66.7% 83.3%

通所リハビリテーション 4,311 2,494 57.9% 4,313 2,094 48.5% 83.9%

短期入所生活介護 15,462 13,426 86.8% 16,286 12,189 74.8% 90.8%

短期入所療養介護（老健） 1,564 1,709 109.2% 1,565 1,894 121.0% 110.8%

短期入所療養介護（病院等） 0 0 - 0 0 - -

短期入所療養介護（介護医療院） 0 0 - 0 0 - -

福祉用具貸与 7,295 9,332 127.9% 7,875 8,639 109.7% 92.6%

特定福祉用具購入費 387 427 110.3% 387 245 63.3% 57.3%

住宅改修費 1,472 1,092 74.2% 927 425 45.8% 38.9%

特定施設入居者生活介護 52,227 49,425 94.6% 51,596 50,598 98.1% 102.4%

図表２－19　【介護サービス給付費の状況】

区　　　分
平成30年度 令和元年度 実績伸び率

(R01/H30)

（単位：千円）
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８ 介護予防サービス給付費（要支援１・２） 

  要支援１・２の被保険者を対象とする介護予防サービスの給付費は、平成 30年度及び

令和元年度の実績と計画を対比して、各年度で大きく下回っており、実績の伸び率は

147.1％となり増加傾向にありますが、総体的には計画値より減少しています。 

 

 (１) 介護予防サービス給付費 

   実績と計画を対比して、利用数と同じく介護予防訪問看護は大きく上回っており、

要支援の方が服薬管理や認知症予防のため訪問看護を利用することが多くなっていま

す。 

介護予防特定施設入居者生活介護も同様に町外の施設入居者の影響では大きく上回

りました。そのほかのサービスは下回りましたが、実績の伸び率は全体的に増加傾向

となりました。 

   なお、地域支援事業の創設に伴い、介護予防訪問介護サービス及び介護予防通所介

護サービスは地域支援事業に移行しております。 

 

 (２) 地域密着型予防サービス給付費 

   計画にはなかった介護予防認知症対応型通所介護の実績がありましたが、平成 29 年

度のサービス利用分を平成 30年度中に給付したもののため、計画期間中における利用

者実績はありません。 

 

 (３) 介護予防支援 

   計画を下回る実績となり、伸び率は横ばいとなりました。介護予防支援の給付量は

介護予防サービスの利用者数に比例しているので、相対的に給付費用が増えているこ

とから、要支援の方の介護予防サービスの利用量が増えていることがわかります。 

 

２　地域密着型サービス給付費 120,929 104,988 86.8% 122,017 106,490 87.3% 101.4%

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 0 1,698 ↑ 2,215 0 0.0% 0.0%

夜間対応型訪問介護 0 0 - 0 0 - -

認知症対応型通所介護 14,657 11,414 77.9% 16,125 14,116 87.5% 123.7%

小規模多機能型居宅介護 0 0 - 0 0 - -

認知症対応型共同生活介護 74,234 65,829 88.7% 74,214 68,275 92.0% 103.7%

地域密着型特定施設入居者生活介護 26,020 23,642 90.9% 25,238 21,837 86.5% 92.4%

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 0 0 - 0 0 - -

看護小規模多機能型居宅介護 0 0 - 0 0 - -

地域密着型通所介護 6,018 2,406 40.0% 4,225 2,262 53.5% 94.0%

３　施設サービス給付費 231,118 217,512 94.1% 237,138 235,374 99.3% 108.2%

介護老人福祉施設 155,291 149,817 96.5% 158,379 152,888 96.5% 102.0%

介護老人保健施設 75,827 67,696 89.3% 78,759 82,486 104.7% 121.8%

介護療養型医療施設 0 0 - 0 0 - -

介護医療院 0 0 - 0 0 - -

４　居宅介護支援 16,484 16,222 98.4% 17,512 16,426 93.8% 101.3%

531,451 489,810 92.2% 545,452 498,688 91.4% 101.8%

※　給付費は、厚生労働省「地域包括ケア（見える化）システム」より

合　　　計
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計画 実績 進捗率 計画 実績 進捗率

１　介護予防サービス給付費 6,239 3,619 58.0% 6,771 5,916 87.4% 163.5%

介護予防訪問入浴介護 0 0 - 0 0 - -

介護予防訪問看護 0 541 ↑ 124 931 750.6% 172.2%

介護予防訪問リハビリテーション 2,507 452 18.0% 2,609 823 31.6% 182.3%

介護予防居宅療養管理指導 135 18 13.5% 136 28 20.7% 154.7%

介護予防通所リハビリテーション 0 0 - 0 34 ↑ ↑

介護予防短期入所生活介護 0 0 - 0 0 - -

介護予防短期入所療養介護（老健） 0 0 - 0 0 - -

介護予防短期入所療養介護（病院等） 0 0 - 0 0 - -

介護予防短期入所療養介護（介護医療院） 0 0 - 0 0 - -

介護予防福祉用具貸与 1,633 1,135 69.5% 1,633 1,517 92.9% 133.6%

特定介護予防福祉用具購入費 319 171 53.7% 623 222 35.6% 129.6%

介護予防住宅改修 974 799 82.1% 974 814 83.5% 101.8%

介護予防特定施設入居者生活介護 671 502 74.9% 672 1,547 230.3% 308.0%

２　地域密着型介護予防サービス給付費 0 7 ↑ 0 0 - ↑

介護予防認知症対応型通所介護 0 7 ↑ 0 0 - 0.0%

介護予防小規模多機能型居宅介護 0 0 - 0 0 - -

介護予防認知症対応型共同生活介護 0 0 - 0 0 - -

３　介護予防支援 1,358 1,243 91.5% 1,467 1,242 84.7% 100.0%

7,597 4,868 64.1% 8,238 7,158 86.9% 147.1%合　　　計

※　給付費は、厚生労働省「地域包括ケア（見える化）システム」より

図表２－20　【介護予防サービス給付費の状況】
（単位：千円）

区　　　分
平成30年度 令和元年度 実績伸び率

(R01/H30)
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第４節 地域支援事業の状況 
 

１ 地域支援事業 

  平成 18年度の介護保険法の改正により、従来の老人保健事業、保健福祉事業、介護予

防・地域支え合い事業等が再編され、地域支援事業が創設されました。 

地域支援事業は、被保険者が要介護状態又は要支援状態となることを予防し、社会に

参加しつつ、地域において自立した日常生活を営むことができるよう支援することを目

的とし、地域における包括的な相談及び支援体制、多様な主体の参画による日常生活の

支援体制、在宅医療と介護の連携体制及び認知症高齢者への支援体制の構築等を一体的

に推進する事業であり、「介護予防・日常生活支援総合事業」、「包括的支援事業」、「任意

事業」の３事業から構成されます。 

  

(１) 介護予防・日常生活支援総合事業 

平成 27 年の介護保険法の改正により、介護予防・日常生活支援総合事業が創設され、

本町においては、平成 28 年３月から介護予防・日常生活支援総合事業を開始しました。 

この事業は、市町村が主体となり、地域の実情に応じて、地域住民などの多様な主体

が参画し、多様なサービスを充実することで、地域で支え合う体制づくりを推進し要支

援者等に対する効果的かつ効率的な支援等を可能とすることを目指すものです。 

既存の介護サービス事業所だけではなく、ＮＰＯ法人、ボランティア団体、民間企業、

地域住民などによるサービス提供も可能となっており、高齢者の生活を地域全体で支援

する取り組みが進むことにより、地域の活力向上につながることが期待できます。また、

自立や社会参加の意欲が高い高齢者には、サービスの担い手として活動する場の提供も

可能となります。 

介護予防・日常生活支援総合事業は、「介護予防・生活支援サービス事業」と「一般介

護予防事業」で構成されており、要支援者等の多様な生活支援のニーズに応えられるよ

う、専門職によるサービスに加え、多様な実施主体によるサービスの充実を図ることを

目的としています。 

 

① 介護予防・生活支援サービス事業 

従来の介護予防給付のうち「介護予防訪問介護」と「介護予防通所介護」について、

町が実施主体となり、介護予防・生活支援サービス事業の中で実施しています。 

 

   ア 訪問型サービス 

     介護保険事業所の専門職による従来の訪問介護相当サービスを提供しました。 

     その他のサービスについては、訪問型サービスＡを除き計画値を記載していま

したが、事業者の確保が難しく、各年度において実績はありませんでした。 

特に、訪問型サービスＤ（移動支援サービス）については、令和元年度からの

事業開始を計画しましたが、送迎を含むサービスを提供できる団体について確保

が難しく、実施には至りませんでした。 

      

   イ 通所型サービス 

     介護保険事業所の専門職による従来の通所介護相当サービスに加え、平成 29 年

度から通所型サービスＢ（住民主体による通所型サービス）を提供しました。 

     その他のサービスについては、計画通り各年度において実績はありません。 
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   ウ 介護予防ケアマネジメント 

     介護予防・日常生活支援総合事業の対象者や要支援者を対象にアセスメントを

行い、利用者の状況を踏まえた目標を設定し、利用者本人がそれを理解した上で、

その達成のための必要なサービスを包括的に利用して、掲げた目標の達成に取り

組んでいけるよう、具体的に介護予防・生活支援サービス事業等の利用について

検討し、ケアプランを作成しています。 

     計画と実績を比較して、各年度において下回りました。 

 

 
 

② 一般介護予防事業 

地域において、高齢者がいきいきと活動できるよう、全高齢者を対象とした介護

予防事業を実施しています。 

 

ア 介護予防普及啓発事業 

高齢者の日常生活の自立支援のため、口腔器機能・運動器機能・認知機能等の

向上を目的とした健康教室として、「いきいき元気教室」及び「地域まるごと元気

アッププログラム」を実施しました。 

 

 

 

平成30年度 令和元年度
令和２年度

(見込)

計画 8人 10人 12人

実績 4人 5人 5人

計画 0人 0人 0人

実績 0人 0人 0人

計画 0人 0人 5人

実績 0人 0人 0人

計画 0人 0人 2人

実績 0人 0人 0人

計画 0人 10人 12人

実績 0人 0人 0人

計画 26人 28人 30人

実績 24人 19人 17人

計画 0人 0人 0人

実績 0人 0人 0人

計画 8人 10人 12人

実績 17人 18人 15人

計画 0人 0人 0人

実績 0人 0人 0人

計画 26人 28人 30人

実績 20人 14人 15人
※

介護予防ケアマネジメント

介護予防ケアマネジメント

　介護予防・生活支援サービス事業の人数は、一月当たりの実人員とする。

図表２－21　【介護予防・生活支援サービス事業の現状】

区　分

介護予防・生活支援サービス事業

訪問型サービス

介護予防
訪問介護相当サービス

訪問型サービスＡ
（基準緩和型サービス）

訪問型サービスＢ
(住民主体サービス)

訪問型サービスＣ
(短期集中型サービス)

訪問型サービスＤ
(移動支援サービス)

通所型サービス

介護予防
通所介護相当サービス

通所型サービスＡ
（基準緩和型サービス）

通所型サービスＢ
(住民主体サービス)

通所型サービスＣ
(短期集中型サービス)



 
- 23 - 

 

イ 地域介護予防活動支援事業 

地域で活躍できるボランティアの養成と自発的な介護予防に資する活動の育

成・支援のため、楽しく、安全に、科学的に取り組める運動プログラムである「ゆ

るゆるやれる、地域まるごと元気アッププログラム（ゆる元体操）」の普及啓発の

実施と初級認定講習の開催を行いました。 

 

ウ 地域リハビリテーション活動支援事業 

 地域における介護予防の取組みの機能強化のため、通所、訪問、地域ケア会議、

サービス担当者会議、住民運営の通いの場等へのリハビリテーション専門職等の

関与を促進する事業です。 

 

 
 

(２) 総合相談事業 

高齢者に住み慣れた地域で安心して生活を続けていただくために、心身の状況・生

活の実態など必要な実情の把握、保健医療・公衆衛生・社会福祉その他関連施策に関

する総合的な情報の提供、関係機関との連絡調整など、高齢者の保健医療の向上及び

福祉の増進を図るための総合的な支援を行っています。 

平成 30年度、令和元年度において、計画を上回る実績となりましたが、令和２年度

は計画を下回る見込みとなっています。 

 

平成30年度 令和元年度
令和２年度

(見込)

計画 48回 48回 48回

実績 45回 42回 39回

計画 40人 40人 40人

実績 42人 39人 36人

計画 960人 960人 960人

実績 743人 581人 565人

計画 48回 48回 48回

実績 48回 43回 42回

計画 60人 60人 60人

実績 49人 52人 45人

計画 2,880人 2,880人 2,880人

実績 1,420人 1,396人 1,406人

計画 5人 10人 10人

実績 27人 0人 24人

計画 1団体 2団体 5団体

実績 1団体 1団体 1団体

計画 0人 12人 12人

実績 0人 0人 0人

ゆる元体操実施団体数

リハビリテーション専門職派
遣人数

地域リハビリテーション活動支援事業

実人員

延べ人数

介護予防ボランティアリー
ダー人材育成

地域介護予防活動支援事業

図表２－22　【一般介護予防事業の現状】

区　分

延べ人数

実施回数

一般介護予防事業
介護予防普及啓発事業

いきいき元気教室

地域まるごと元気アッププログラム

実施回数

実人員
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 (３) 包括的継続的ケアマネジメント事業 

ケアプラン作成の支援や支援困難事例への指導・助言、医療機関や各施設、ボラン

ティアとの連携や協力体制の構築など、ケアマネジメントの後方支援を行っています。 

   計画と実績を比較して、平成 30年度では計画を上回りましたが、以降は下回る実績

となっています。 

 

 
  

(４) 権利擁護事業 

   判断能力の低下した高齢者の財産の保全や介護サービスにおける契約行為について

成年後見制度は有用ですが、申立に係る手続費用や成年後見報酬の支払いが生じるた

め、低所得者には利用が困難であり、また財産的虐待を受けているため申立てができ

ない場合など、成年後見制度の利用が困難となります。 

本町では浦幌町成年後見制度利用支援事業実施要綱を定め、そのような高齢者の成

年後見について町が申立てを行える体制を構築し、また申立費用・報酬等の支払いが

困難な方に費用の助成を行っています。 

   実績と計画を対比して、各年度において計画を下回り、利用者はいませんでした。 

 

 
 

 (５) 家族介護支援特別事業 

   本町では、要介護高齢者を現に居宅において介護する家族等の支援のため次の事業

を実施しています。 

 

   ① 介護用品券の交付 

要介護３・４・５と認定された高齢者を在宅において介護する家族であって、同

居する家族全員の住民税が非課税の場合、町と契約した取扱店等において介護用品

と引き換えられる介護用品券を、四半期ごとに３万円分交付しています。 

実績と計画を対比して、制度の対象となる非課税世帯の在宅高齢者及びその介護

者が少なく、計画を下回りました。 

人数 進捗率 人数 進捗率 人数 進捗率

計画 2,000人 2,000人 2,000人

実績 2,992人 2,506人 1,700人

図表２－23　【総合相談事業の現状】

利用者数
149.6% 125.3%

平成30年度 令和元年度
区　分

令和２年度(見込)

85.0%

人数 進捗率 人数 進捗率 人数 進捗率

計画 5人 5人 5人

実績 7人 3人 2人

図表２－24　【包括的継続的ケアマネジメント事業の現状】

利用者数
140.0% 60.0%

平成30年度 令和元年度
区　分

令和２年度(見込)

40.0%

人・円 進捗率 人・円 進捗率 人・円 進捗率

計画 1人 1人 1人

実績 0人 0人 0人

計画 2人 2人 2人

実績 0人 0人 0人

計画 552,000円 552,000円 552,000円

実績 0円 0円 0円

令和元年度
区　分

令和２年度(見込)

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 0.0%

図表２－25　【成年後見制度利用支援事業の現状】

助成額
0.0% 0.0%

申
立

報
酬

対象者数
0.0% 0.0%

対象者数

平成30年度
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   ② 家族介護慰労金の支給 

     要介護４・５と認定された高齢者を在宅において介護する家族であって、過去

１年間に当該高齢者が居宅介護サービス（居住系サービスを除く）以外の介護サ

ービスを利用していない場合に、年額５万円の慰労金を支給しています。ただし、

当該高齢者が過去１年間に短期入所系サービスを連続で 30 日を超えて利用した

場合や、過去１年間に累計 60日を超える入院をした場合は除きます。 

     実績と計画を対比して、各年度において対象者は計画を下回っており、家族の

介護を受けながら在宅生活を続ける高齢者で、介護度の重い方が減っていると考

えられます。 

 

 
 

 (６) 任意事業 

   任意事業として、認知症について正しく理解し、認知症高齢者やその家族を温かく

見守る応援者となる「認知症サポーター」の養成講座を、社会福祉法人浦幌町社会福

祉協議会及び社会福祉法人うらほろ幸寿会と連携しながら実施しています。 

   令和元年度末から２年度にかけて、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のた

め養成研修を中止した経緯から、令和元年度及び２年度の実績は計画を大きく下回り

ました。 

 

 
 

 (７) 包括的支援事業（社会保障充実分） 

  ① 生活支援体制整備事業 

    高齢者の日常生活上の支援体制の充実、強化及び高齢者の社会参加の推進を目的

として、地域の支え合いを推進し、生活支援・介護予防サービスの提供体制の構築

を促進する事業です。 

    地域における一体的な生活支援サービス等の提供体制の構築に向けたコーディネ

ート機能（地域資源の開発やネットワーク構築、ニーズとサービスのマッチングな

ど）の担い手となる「生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）」を社会

人・円 進捗率 人・円 進捗率 人・円 進捗率

計画 25人 25人 25人

実績 17人 15人 16人

計画 3,000,000円 3,000,000円 3,000,000円

実績 1,369,000円 1,146,000円 1,257,000円

図表２－25　【家族介護用品給付の現状】

対象者数
68.0% 60.0%

給付額
45.6% 38.2%

平成30年度 令和元年度
区　分

令和２年度(見込)

64.0%

41.9%

人・円 進捗率 人・円 進捗率 人・円 進捗率

計画 20人 20人 20人

実績 6人 8人 8人

計画 1,000,000円 1,000,000円 1,000,000円

実績 300,000円 400,000円 400,000円

図表２－27　【家族介護慰労事業の現状】

支給額
30.0% 40.0%

平成30年度 令和２年度(見込)

40.0%

40.0%

令和元年度

対象者数
30.0% 40.0%

区　分

平成30年度 令和元年度 令和２年度(見込)

計画 150人 150人 150人

実績 133人 59人 19人

図表２－28　【任意事業の現状】

認知症サポーター等
養成人数

任意事業

区　分
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福祉法人浦幌町社会福祉協議会へ委託し、１名配置しました。 

    計画においては、令和元年度以降に第２層（日常生活圏域）を担当する生活支援

コーディネーターの配置を増していく見込みでしたが、人員の選定や協議体の体制

整備が難しく、配置には至りませんでした。 

 

② 認知症総合支援事業 

    認知症またはその恐れのある方やご家族に対し、関係機関と連携を図りながら、

医療機関への受診や介護保険サービスの利用など助言と支援を行う事業です。 

    地域包括支援センターでの認知症相談、認知症予防の取り組みを充実させること

を目的に、認知症地域支援推進員の配置及び認知症初期集中支援チームを設置しま

した。 

 

 
 

  

平成30年度 令和元年度
令和２年度

(見込)

計画 1人 2人 3人

実績 1人 1人 1人

計画 1チーム 1チーム 1チーム

実績 1チーム 1チーム 1チーム

計画 6人 6人 6人

実績 4人 4人 4人

計画 1人 1人 1人

実績 1人 1人 1人

※　生活支援体制整備事業開始年月日：平成28年４月１日
※　認知症総合支援事業開始年月日：平成28年４月１日

認知症初期集中支援チー
ムの設置数

認知症地域支援推進員
の配置人数

認知症総合支援事業
認知症初期集中支援推進事業

訪問支援対象者数

認知症地域支援・ケア向上事業

図表２－29　【包括的支援事業（社会保障充実分）の現状】

区　分

生活支援コーディネーター
配置人数

生活支援体制整備事業
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第５節 介護保険を補完する事業の状況 
 

 ここでは、本町が独自に実施する介護保険給付、又は介護予防給付等を補完する事業の

利用状況について、各年度の利用者数を第７期介護保険事業計画と対比します。 

 

 

１ 障がい者ホームヘルプサービス利用者に対する支援 

  若年の頃から障がい者施策によりホームヘルプサービスを利用していた方で、65歳に

なって介護保険適用となった方（介護保険法施行時にホームヘルプサービスを利用して

いた 65 歳以上の障がい者のうち、65 歳以前の障害を起因として手帳の交付を受けてい

る方を含む）であって、生計中心者の所得税が非課税の方を対象として、利用者負担金

の一部を助成しています。 

  実績において、利用者はいませんでした。 

 

 
 

 

２ 社会福祉法人による生計困難者に対する利用者負担支援 

  低所得者で特に生計が困難である方に対して、対象の介護保険サービスを提供する社

会福祉法人が、その社会的役割に鑑み、町が認定した方に対して利用者負担の２分の１

を減免し、自ら負担した額が一定割合を超えた社会福祉法人に対して、町が所要の支援

を行います。 

  対象となる介護サービスは、介護老人福祉施設・通所介護・短期入所生活介護・訪問

介護となります。 

  令和元年度において対象となる方が１名おり、令和２年度においても支援を行ってお

ります。 

 

 
 

  

人・円 進捗率 人・円 進捗率 人・円 進捗率

計画 0人 0人 0人

実績 0人 0人 0人

計画 0円 0円 0円

実績 0円 0円 0円

計画 1人 1人 1人

実績 0人 0人 0人

計画 100,000円 100,000円 100,000円

実績 0円 0円 0円 0.0%

図表２－30　【障がい者ホームヘルプサービス利用者に対する支援の現状】

補
助
対
象

単
独
事
業

利用者数
0.0% 0.0%

助成額
0.0% 0.0%

利用者数 - -

令和２年度(見込)平成30年度 令和元年度
区　分

0.0%

-

-助成額 - -

人・円 進捗率 人・円 進捗率 人・円 進捗率

計画 1人 1人 1人

実績 0人 1人 1人

計画 40,000円 40,000円 40,000円

実績 0円 4,557円 27,342円

利用者数
0.0% 100.0% 100.0%

助成額
0.0% 11.4% 68.4%

図表２－31　【社会福祉法人による生計困難者に対する利用者負担支援の現状】

区　分
平成30年度 令和元年度 令和２年度(見込)
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３ 託老的居宅介護サービス事業 

  介護保険サービスを補完するサービスとして、次の(２)に掲げる一定の条件を満たし

た方を対象に託老的居宅介護サービス事業を実施しており、このサービスは居宅介護支

援事業所等の介護支援専門員の作成したケアプランに基づいて提供されます。 

  サービス提供主体は、社会福祉法人うらほろ幸寿会、社会福祉法人浦幌町社会福祉協

議会及びＮＰＯ法人オーディナリーサーヴァンツです。 

 

 (１) 対象サービス 

   託老的デイサービス・託老的予防デイサービス、託老的ショートステイ・託老的予

防ショートステイ、託老的通所型介護予防事業 

 (２) サービス提供の条件 

  ① 介護家族が特別の事情により介護をすることができなくなったとき。 

  ② 集団生活の適応が困難で、かつ、常に介護者等を必要とするとき。 

  ③ 介護保険法第 41 条第１項に規定する指定居宅サービス事業者の実施する通所介

護または介護保険法第 53 条第１項に規定する指定介護予防サービス事業者の実施

する介護予防通所介護における休業日及び営業時間外において（１）の給付を必要

とするとき。 

  ④ 緊急その他止むを得ない理由によって、介護保険法第 43条第１項に規定する居宅

介護サービス費等区分支給限度基準額を基礎として、厚生労働省令で定めるところ

により算定した額の 100 分の 90 に相当する額または介護保険法第 55 条第１項の規

定に基づき介護予防サービス費等区分支給限度基準額を基礎として、厚生労働省令

で定めるところにより算定した額の 100分の 90に相当する額を超過するため、（１）

の給付（託老的デイサービス・託老的（予防）ショートステイ）を必要とするとき。 

  ⑤ 介護予防通所介護の利用が、要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び

判定の基準等に関する省令（平成 11 年厚生省令第 58 号）第２条第１号に規定する

要支援１の方については月２回以下、同条第２号に規定する要支援２の方について

は月４回以下であり、（１）の給付（託老的予防デイサービス）を必要とするとき。 

  ⑥ 介護保険法第 115 条の 38 第１項第１号に規定する事業に係る給付を必要とする

とき。（託老的通所型介護予防事業） 

 

  実績と計画を対比して、託老ショートステイ以外は実績がなく、託老ショートステイ

の実績も計画を下回っています。緊急的にショートステイの利用上限を超えてサービス

の提供を受ける必要がある方が、託老ショートステイを利用している状況となっていま

す。 

 

人・回 進捗率 人・回 進捗率 人・回 進捗率

計画 3人 3人 3人

実績 0人 0人 0人

計画 15回 15回 15回

実績 0回 0回 0回

計画 2人 2人 2人

実績 0人 0人 0人

計画 10回 10回 10回

実績 0回 0回 0回

図表２－32　【託老的居宅介護サービスの現状】

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

予
防

利用者数(人)
0.0% 0.0%

提供量(回)
0.0% 0.0%

介
護

利用者数(人)
0.0% 0.0%

提供量(回)
0.0% 0.0%

託老的デイサービス

平成30年度 令和元年度
区　分

令和２年度(見込)
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４ 介護用福祉用具購入費助成事業 

  介護保険法の規定で定められた福祉用具貸与サービス対象品目については、購入して

も給付の対象とならず、また、特定福祉用具購入サービス対象品目については、指定を

受けた事業者から購入したものでなければ給付の対象とはなりません。 

  町では、居宅介護支援事業所等の介護支援専門員の作成したケアプランに基づいて、

３万円以下の福祉用具貸与サービス対象品目や特定福祉用具購入サービス対象品目を購

入した場合について、購入に係る費用の一部を助成しています。 

  実績と計画を対比して、各年度とも実績はありませんでした。 

 

 
 

 

５ 高齢者等住宅改修費助成事業 

  本町では、浦幌町高齢者等住宅改修費補助事業実施要綱を定め、介護保険の給付限度

額を超える住宅改修や要支援・要介護認定を受けていない方であって、障害等により日

常生活に支障をきたしている方が住宅改修を実施する場合、50 万円を限度に（補助基準

額 100万円）助成を行っています。 

  実績と計画を対比して、各年度とも実績はありませんでした。 

 

 
 

 

計画 5人 5人 5人

実績 0人 1人 1人

計画 15回 15回 15回

実績 0回 2回 2回

計画 1人 1人 1人

実績 0人 0人 0人

計画 2回 2回 2回

実績 0回 0回 0回

計画 3人 3人 3人

実績 0人 0人 0人

計画 9回 9回 9回

実績 0回 0回 0回

0.0% 13.3%

0.0%

0.0%

託老的ショートステイ

13.3%

介
護

利用者数(人)
0.0% 20.0%

提供量(回)

利用者数(人)
0.0% 0.0%

提供量(回)
0.0% 0.0%

0.0%

0.0%

20.0%

0.0% 0.0%

0.0% 0.0%

利用者数(人)

提供量(回)

託老的通所型介護予防事業

予
防

人・円 進捗率 人・円 進捗率 人・円 進捗率

計画 5人 5人 5人

実績 0人 0人 0人

計画 135,000円 135,000円 135,000円

実績 0円 0円 0円

利用者数
0.0% 0.0%

助成額
0.0% 0.0%

図表２－33　【介護用福祉用具購入費助成事業の現状】

平成30年度 令和元年度
区　分

令和２年度(見込)

0.0%

0.0%

人・円 進捗率 人・円 進捗率 人・円 進捗率

計画 1人 1人 1人

実績 0人 0人 0人

計画 500,000円 500,000円 500,000円

実績 0円 0円 0円

0.0%

0.0%

図表２－34　【高齢者等住宅改修費助成事業の現状】

区　分
平成30年度 令和元年度 令和２年度(見込)

利用者数
0.0% 0.0%

助成額
0.0% 0.0%
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第６節 老人福祉サービス事業の状況 
 

 ここでは、老人福祉サービス事業の利用状況について、年度ごとにサービス供給に対す

る一年間の利用者数を第７期介護保険事業計画と対比しています。 

 

 

１ 高齢者在宅福祉支援事業 

  本町に居住する在宅の高齢者に対し、日常生活を営むのに必要な介護予防・生活支援

事業を行い、高齢者の在宅における健全で安定した日常生活の確保を図ることを目的と

して、浦幌町高齢者在宅福祉支援事業実施規則に基づき、次の事業を実施しています。 

 

 (１)  軽度生活援助事業 

   軽度生活援助事業は、外出時の付き添い、家周りの手入れ、除雪サービス等の日常

生活上軽易な援助を行うサービスであり、社会福祉法人浦幌町社会福祉協議会に委託

し実施しています。 

   一月当たり２回利用することができ、１回の利用時間は一時間までとなっています。 

   実績と計画を対比して、軽作業は期間中実績がなく、除雪サービスは各年度におい

て計画を下回っている状況にあります。 

 

 
 

なお、高齢者の安否の確認については、令和元年 10月より「在宅高齢者見守り訪問

等事業」に移行し、社会福祉法人浦幌町社会福祉協議会及びＮＰＯ法人ひだまりに委

託し実施しています。 

実績と計画を比較して、各年度ともに計画を下回りましたが、実績は増加傾向にあ

ります。 

 

 
 

 

人・回 進捗率 人・回 進捗率 人・回 進捗率

計画 10人 10人 10人

実績 0人 0人 0人

計画 10回 10回 10回

実績 0回 0回 0回

計画 70人 70人 70人

実績 48人 36人 36人

計画 700回 700回 700回

実績 365回 180回 360回

除雪

51.4% 51.4%

サービス回数
52.1% 25.7%

0.0%

51.4%

実人員
68.6%

0.0%

平成30年度 令和元年度 令和２年度(見込)
区　分

軽作業

図表２－35　【軽度生活援助事業の現状】

サービス回数
0.0% 0.0%

実人員
0.0% 0.0%

人・回 進捗率 人・回 進捗率 人・回 進捗率

計画 100人 100人 100人
実績 44人 55人 61人
計画 720回 720回 720回
実績 463回 488回 600回

区　分

安否確認→在宅高齢者見守り訪問等事業

実人員
44.0%

図表２－36　【在宅高齢者見守り訪問等事業の現状】

平成30年度 令和元年度 令和２年度(見込)

サービス回数
64.3% 67.8% 83.3%

55.0% 61.0%
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 (２) 生活管理指導員派遣事業 

   生活管理指導員派遣事業は、基本的な生活習慣及び対人関係の構築等の支援、指導

並びに関係機関との連絡調整が必要な時に利用することができ、社会福祉法人浦幌町

社会福祉協議会に委託し実施しています。 

   一週当たり１回利用することができ、１回の利用時間は一時間までとなっています。 

   実績と計画を対比して、各年度とも実績はありませんでした。 

 

 
 

 (３) 生活管理指導短期宿泊事業 

   生活管理指導短期宿泊事業は、生活習慣等の指導及び体調の調整が必要なときに利

用することができ、社会福祉法人うらほろ幸寿会に委託し実施しています。 

   なお、６月の間で７日利用することができます。 

   実績と計画を対比して、各年度とも実績はありませんでした。 

 

 
 

 (４) 生きがい活動支援通所事業 

   生きがい活動支援通所事業は、要介護認定者以外の高齢者等に対して、上浦幌公民

館生きがい活動室やデイサービスセンターにおいて、日常生活訓練、趣味活動、入浴

及び給食の提供を行っており、社会福祉法人うらほろ幸寿会へ委託し実施しています。 

   実績と計画を対比して、利用者は減少する傾向であり、サービス回数も下回ってい

ます。また、市街地区の利用者は令和２年度現在で０人であり、上浦幌公民館のみで

の開催となっています。 

 

 
 

 

人・回 進捗率 人・回 進捗率 人・回 進捗率

計画 1人 1人 1人

実績 0人 0人 0人

計画 12回 12回 12回

実績 0回 0回 0回

図表２－37　【生活管理指導員派遣事業の現状】

サービス回数
0.0% 0.0%

実人員
0.0% 0.0% 0.0%

0.0%

区　分
平成30年度 令和元年度 令和２年度(見込)

人・回・日 進捗率 人・回・日 進捗率 人・回・日 進捗率

計画 1人 1人 1人

実績 0人 0人 0人

計画 1回 1回 1回

実績 0回 0回 0回

計画 7日 7日 7日

実績 0日 0日 0日
サービス日数

0.0% 0.0%

サービス回数
0.0% 0.0%

実人員
0.0% 0.0%

図表２－38　【生活管理指導短期宿泊事業の現状】

区　分
平成30年度 令和元年度 令和２年度(見込)

0.0%

0.0%

0.0%

人・回 進捗率 人・回 進捗率 人・回 進捗率

計画 12人 14人 16人

実績 10人 7人 7人

計画 576回 672回 768回

実績 365回 297回 345回

図表２－39　【生きがい活動支援通所事業の現状】

サービス回数
63.4% 44.2%

実人員
83.3% 50.0%

平成30年度 令和元年度
区　分

令和２年度(見込)

43.8%

44.9%

第２章 高齢者等を取り巻く状況 



 
- 32 - 

 

 (５)  通院等支援サービス事業  

   平成 29年度から外出支援サービス事業を「通院等支援サービス事業」に移行し、社

会福祉法人浦幌町社会福祉協議会へ委託し実施しています。 

通院等支援サービス事業は、自力での移動が困難な方について、片道 90キロメート

ルの範囲内の医療機関への入退院及び通院、退院して町内福祉施設へ入所する場合な

どに、福祉車両によって移送を行うサービスです。 

   また、利用対象者が委託先の車両等の手配ができないなど、運行上の理由により介

護タクシーを利用しなければならない場合は、支払った交通費の額を助成しています。 

   実績と計画を対比して、利用者は減少傾向であり、利用実績も各年度ともに計画を

下回っています。 

 

 
 

 (６) 給食サービス事業 

   給食サービス事業は、町内の仕出し業者で調製された弁当を週一回宅配し、その際

に利用者の安否を確認する「ふれあい給食」事業と、退院直後など食事の仕度が困難

な方を対象に、一日一食、特別養護老人ホームはまなす園で栄養管理がされた食事を

訪問介護員が宅配し、その際に利用者の安否を確認する「いたわり給食」事業を実施

しており、食事を作ることが困難で支援が必要なときに利用できます。 

   また、「その他」として、悠ゆうクラブや心友愛会など、各地域においてボランティ

アにより行われている給食サービス活動に対して町が支援しています。 

   実績と計画を対比して、ふれあい給食・いたわり給食ともに利用者及び利用実績は

増加傾向にあり、配食サービスの需要が上がっています。また、令和元年度末から２

年度にかけて、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため各ボランティアにお

いて給食サービス活動を一部中止した経緯から、「その他」の実績は計画を下回ってい

ます。 

 

 

人・回・円 進捗率 人・回・円 進捗率 人・回・円 進捗率

計画 25人 30人 35人

実績 13人 10人 9人

計画 280回 340回 390回

実績 129回 90回 50人

計画 5人 5人 5人

実績 2人 1人 2人

計画 150,000円 150,000円 150,000円

実績 10,500円 16,100円 33,060円

実人員

利用回数

図表２－40　【通院等支援サービス事業の現状】

区　分
平成30年度 令和元年度 令和２年度(見込)

25.7%

12.8%

52.0% 33.3%

46.1% 26.5%

交通費助成利用者

交通費助成額

20.0%

7.0% 10.7%

40.0%

22.0%

40.0%

人・食 進捗率 人・食 進捗率 人・食 進捗率

計画 1事業者 1事業者 1事業者

実績 1事業者 1事業者 1事業者

計画 30人 35人 40人

実績 35人 34人 45人

計画 1,000食 1,160食 1,300食

実績 889食 1,422食 1,440食122.6%

利用者数
116.7% 97.1%

平成30年度 令和元年度 令和２年度(見込)

ふ
れ
あ
い

事業者数
100.0% 100.0%

配食数
88.9%

図表２－41　【給食サービス事業の現状】

100.0%

112.5%

110.8%

区　分
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 (７) 緊急通報装置貸与事業 

   緊急通報装置貸与事業は、一人暮らしの高齢者又は高齢者のみの世帯で、日常生活

上注意を要する方の緊急時における通報が容易にできるよう、ボタン一つで緊急の連

絡がとれる電話機や火災報知機などのセンサーを一式として貸与するサービスです。 

   実績と計画を対比して、利用されている高齢者の自然減（転出及び死亡）等により、

年間利用台数は減少傾向にあり、計画を下回っています。 

   また、第７期計画において、高齢者見守りを目的とした熱感知式人感センサー付き

装置を導入することとしておりましたが、取扱事業者の検討から導入に至っておらず、

実績なしとなっており、再度導入についての検討が必要とされます。 

 

 
 

計画 1事業者 1事業者 1事業者

実績 1事業者 1事業者 1事業者

計画 4人 4人 4人

実績 2人 1人 6人

計画 120食 120食 120食

実績 27食 30食 300食

計画 2団体 2団体 2団体

実績 2団体 2団体 2団体

計画 40人 45人 50人

実績 39人 33人 30人

計画 720食 810食 900食

実績 644食 517食 250食

250.0%

100.0%

60.0%

27.8%

100.0%

150.0%

い
た
わ
り

事業者数
100.0% 100.0%

配食数
22.5%

25.0%50.0%

25.0%

利用者数

そ
の
他

実施団体数
100.0% 100.0%

配食数
89.4% 63.8%

利用者数
97.5% 73.3%

台・％ 進捗率 台・％ 進捗率 台・％ 進捗率

計画 75台 80台 80台

実績 61台 61台 61台

計画 3台 5台 7台

実績 0台 0台 0台

計画 740台 810台 810台

実績 615台 517台 505台

計画 30台 50台 80台

実績 0台 0台 0台

計画 82.2% 84.4% 84.4%

実績 84.0% 70.6% 69.0%

図表２－42　【緊急通報装置貸与事業の現状】

うち人感センサー付
0.0% 0.0%

年間利用台数
83.1% 63.8%

台　数
81.3% 76.3%

区　分

うち人感センサー付

平成30年度 令和元年度 令和２年度(見込)

稼働率
102.2% 83.7% 81.7%

0.0% 0.0%

76.3%

62.3%

0.0%

0.0%
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２ 高齢者福祉基盤整備事業 

  本町の高齢者福祉基盤の整備状況及び高齢者に関する施策の状況は、次のとおりです。 

 

 (１) 養護老人ホーム 

   養護老人ホームの整備状況は、浦幌町養護老人ホームの１施設で、入所定員は 50人

となっています。 

   平成 19年４月より介護保険事業者指定を受け、外部サービス利用型特定施設入居者

生活介護事業所として介護サービスの提供を行っています。 

 

 
 

 (２) 高齢者グループホーム 

   高齢者グループホームの整備状況は、ＮＰＯ法人オーディナリーサーヴァンツが開

設する地域密着型認知症対応型共同生活介護事業者の「いと小さき者たちの家」（定員

９名）及び「五つのパンと二匹の魚」（定員９名）の２施設で、合計 18 名の入所定員

となっています。 

 

 
 

 (３) 有料老人ホーム 

   有料老人ホームの整備状況は、ＮＰＯ法人オーディナリーサーヴァンツが開設する

地域密着型特定施設入所者生活介護事業者の「グループリビン麦」の１施設で、10名

の入所定員となっています。 

 

 
 

 

 

 

 

施設・人 進捗率 施設・人 進捗率 施設・人 進捗率

計画 1施設 1施設 1施設

実績 1施設 1施設 1施設

計画 50人 50人 50人

実績 50人 50人 50人

図表２－43　【養護老人ホーム整備の現状】

施設数
100.0% 100.0%

定　員
100.0% 100.0%

区　分
平成30年度 令和元年度 令和２年度(見込)

100.0%

100.0%

施設・人 進捗率 施設・人 進捗率 施設・人 進捗率

計画 2施設 2施設 2施設

実績 2施設 2施設 2施設

計画 18人 18人 18人

実績 18人 18人 18人

100.0%

100.0%

図表２－44　【高齢者グループホーム整備の現状】

施設数
100.0% 100.0%

入所定員
100.0% 100.0%

区　分
平成30年度 令和元年度 令和２年度(見込)

施設・人 進捗率 施設・人 進捗率 施設・人 進捗率

計画 1施設 1施設 1施設

実績 1施設 1施設 1施設

計画 10人 10人 10人

実績 10人 10人 10人

100.0%

100.0%

図表２－45　【有料老人ホーム整備の現状】

施設数
100.0% 100.0%

入所定員
100.0% 100.0%

区　分
平成30年度 令和元年度 令和２年度(見込)
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 (４)福祉有償運送 

   本町では、道路運送法に基づき、福祉有償運送を行う事業所の運行状況の把握及び

安全運行の管理を行うため、福祉有償運送運営協議会を設置しています。 

   本町での登録事業所は、ＮＰＯ法人オーディナリーサーヴァンツと社会福祉法人浦

幌町社会福祉協議会の２事業所が運送事業を実施しています。 

 

 
 

 (５) 介護保険関連基盤整備の支援 

   本町では、介護サービスを提供する新規事業所の開設等に関して、不動産取得税、

固定資産税などの租税の一部を助成し、経営の安定を図ることで安定したサービス提

供体制の充実を図っています。 

 

 

 ３ その他の高齢者福祉施策等 

 

 (１) 高齢者就労センター事業 

   高齢者が培ってきた技能の活用と就労の場の確保のため、高齢者就労センター事業

の支援を行っています。 

   実績と計画を対比して、登録者数及び延べ就業人員は計画を下回っており、伸び率

はおおむね横ばいとなっています。 

 

 
 

 (２) 老人クラブ運営支援事業 

   本町では、老人クラブ及び老人クラブ連合会の活動に対して支援するために、助成

を行っています。 

   平成 26 年度をもって「養豊老人クラブ」が、平成 28 年度には「浦幌老人クラブ高

砂会」が活動を休止し、現在は 11団体が活動しています。 

 

事業者 進捗率 事業者 進捗率 事業者 進捗率

計画 2 2 2

実績 2 2 2

図表２－46　【福祉有償運送の現状】

事業者数
100.0% 100.0%

区　分
平成30年度 令和元年度 令和２年度(見込)

100.0%

人数 進捗率 人数 進捗率 人数 進捗率

計画 22人 25人 25人

実績 17人 18人 18人

計画 2,100人 2,300人 2,500人

実績 1,908人 1,870人 2,000人

72.0%

80.0%

図表２－47　【高齢者就労センター事業の現状】

登録者数
77.3% 72.0%

延べ就業人員
90.9% 81.3%

区　分
平成30年度 令和元年度 令和２年度(見込)
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 (３) 敬老会実施団体 

   本町では、敬老会を開催する地域の実施団体の活動を支援するため、助成を行って

います。 

   計画と実績を比較して、実施団体数は計画通りとなっています。 

 

 
 

 

 (４) 敬老祝金の贈呈 

   本町では、高齢者の長寿を祝福するとともに、社会に貢献した労をねぎらうため年

齢 88歳及び 100歳に達した方に対して、敬老祝金を贈呈しています。 

   敬老祝金は、88歳の方は３万円、100歳の方には 10万円を贈呈しています。 

 

 
 

  

  

団体・円 進捗率 団体・円 進捗率 団体・円 進捗率
計画 1 1 1
実績 1 1 1
計画 1,600,000円 1,600,000円 1,600,000円
実績 1,600,000円 1,600,000円 1,500,000円
計画 11団体 11団体 11団体
実績 11団体 11団体 11団体
計画 640,000円 640,000円 640,000円
実績 640,000円 640,000円 640,000円

93.8%

区　分
平成30年度 令和元年度 令和２年度(見込)

100.0%

100.0%

100.0%

図表２－48　【老人クラブ運営支援事業補助の現状】

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

補助金

単位クラブ数
100.0% 100.0%

連合会
100.0% 100.0%

補助金

団体・円 進捗率 団体・円 進捗率 団体・円 進捗率
計画 6団体 6団体 6団体
実績 6団体 6団体 6団体
計画 1,160,000円 1,160,000円 1,160,000円
実績 1,062,000円 1,062,000円 780,000円

100.0%

67.2%

図表２－49　【敬老会実施団体補助の現状】

区　分
平成30年度 令和元年度 令和２年度(見込)

実施団体数
100.0% 100.0%

91.6%91.6%
補助金

人・円 進捗率 人・円 進捗率 人・円 進捗率

計画 47人 60人 65人

実績 46人 44人 53人

計画 3人 2人 6人

実績 2人 0人 2人

計画 1,710,000円 2,000,000円 2,550,000円

実績 1,580,000円 1,320,000円 1,790,000円

33.3%

70.2%

81.5%

図表２－50　【敬老祝金贈呈の現状】

米寿(88歳)
97.9% 73.3%

区　分
平成30年度 令和元年度 令和２年度(見込)

贈呈額
92.4% 66.0%

100歳
66.7% 0.0%
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第７節 在宅介護サービスの実態調査について 
 

１ 調査の目的 

厚生労働省の基本的指針によると、介護保険事業計画の策定にあたっては、高齢化の

状況やそれに伴う介護需要は地域によって異なることが想定されるため、各保険者にお

いては、それぞれの地域が目指すべき方向性を明確化し、地域の特性を活かした地域包

括ケアシステムを構築していくことが求められています。 

従来は、現状の実績値や、将来の年齢別人口の変化をもとにした推計ツールによる自

動計算結果（自然体推計）に基づいた計画策定が一般的でしたが、地域の目標を実現す

るための方向性を示すためには、自然体推計に加え、これを修正するための議論とその

資料が必要となります。 

また、市町村は、被保険者のサービスの利用に関する意向等を把握するとともに、自

らが定める区域ごとに被保険者の心身の状況、その置かれている環境その他の事情等、

要介護者等の実態に関する調査の実施に努めるものとするとされており、このことから、

本計画作成にあたっては、地域の実態調査とその分析を行い、第８期計画における取組

と目標の設定に反映するよう努めていきます。 

 

２ 調査の実施について 

(１) 計画策定における基礎調査について 

厚生労働省は、第８期計画策定に向けて「取組と目標」の設定のための基礎調査と

して、次のような調査やヒアリングを例示しています。 

 

① 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

平成 28年９月に厚生労働省が提示した介護予防・日常生活圏域ニーズ調査は、保 

険者が、介護保険事業計画を作成するにあたって、要介護認定を受けていない高齢

者を対象に実施することとしています。 

日常生活圏域ごとの、地域の抱える課題の特定（地域診断）に資することなどを

目的としており、からだを動かすこと、食べること、毎日の生活、地域での活動、

たすけあい、健康などに関する項目を調査します。 

 

② 保険者独自の調査・ヒアリング 

保険者独自の調査や、必要に応じて、地域包括支援センターや生活支援コーディ

ネーター等からの聞き取りにより、インフォーマルな取組や活動の状況を把握し、

整理しておく必要があります。 

 

③ 好事例の参照 

第８期に実施する取組を検討する上での取りかかりとして、他の自治体等の好事

例を参照することが考えられます。 

 

  

第２章 高齢者等を取り巻く状況 
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 出典：厚生労働省「第８期介護保険事業計画における介護予防等の「取組と目標」設定の手引き」（令和元年 10月）より 

 

(２) 実施した調査の概要 

上記の検討を踏まえ、本町で実施する調査について調査内容及び調査対象の検討を

行いました。 

このうち、「①介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」として、令和２年度中に高齢者

を含む団体（老人クラブ・ボランティア等）に対してグループワーク等による聞き取

り調査を実施し、地域課題や高齢者のニーズを分析する予定でしたが、新型コロナウ

イルス感染症の感染拡大防止のため、開催することができませんでした。 

その他、「②保険者独自の調査・関係者ヒアリング」としては、以下の調査を実施し

ました。 

 

① 町内在宅サービスに係る利用実績分析 

介護保険の給付実績情報から、利用者の町内における介護サービス利用実態の集

計を行い、特に利用の多いサービス（訪問介護、訪問看護、通所介護、認知症対応

型通所介護、短期入所者生活介護（それぞれ総合事業及び介護予防サービスを含む））

の月ごとの利用回数等の推移について分析を行いました。 

 

② ケアマネージャー・地域包括支援センター等との合同ヒアリング（在宅ケアマネ

連絡会）の実施 

    地域における、介護サービスや家族の介護等を受けながら在宅生活を送っている

高齢者やその介護者の現況、介護保険外サービスを含む制度の利用や地域の支援状

況等についての総合的な情報収集を目的として、ケアマネージャー・地域包括支援

センターを含めた関係者の合同ヒアリング（在宅ケアマネ連絡会）を実施しました。 
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３ 調査の結果及び分析について 

(１) 町内在宅サービスに係る利用実績分析 

町内における介護サービスの利用実績について、以下のとおり分析を行いました。

要支援者・要介護者の在宅生活の要であるこれらのサービスについて、ニーズの動向

を反映した事業量を設定し、保険料の適正な算出のための資料として活用します。 

 

  ① 訪問介護・訪問型サービス 

利用実績を比較すると、要介護３～５の利用数が大きく減少しており、令和２年

３月における要介護３～５の利用数は平成 29年４月から 63.3％（116回）減少し 66

回となっています。このため、総合的な利用数についても、令和２年３月で平成 29

年４月から 43.3％（117回）減の 153 回と減少傾向にあります。 

  

 

 
 

② 訪問看護・介護予防訪問看護 

利用実績を比較すると、要介護３～５の利用数は減少傾向にありますが、その他

は増加傾向にあり、総体的に利用は増加しています。訪問看護は自宅で看護師等に

よる医療的ケア等を受けられるサービスであり、訪問介護と比較して需要が増大し

ていることがわかります。 

 

29年４月 29年10月 30年４月 30年10月 31年４月
令和元年

10月
２年３月

要介護３～５ 180回 155回 129回 155回 77回 92回 66回

要介護１・２ 68回 74回 73回 87回 50回 65回 74回

要支援、事業対象者 22回 17回 15回 7回 21回 6回 13回

合計 270回 246回 217回 249回 148回 163回 153回

区　分

訪問介護・訪問型サービス

第２章 高齢者等を取り巻く状況 
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③ 通所介護・通所型サービス 

利用実績を比較すると、全体の利用数は平成 30年４月をピークに減少傾向にあり

ます。内訳としては要介護１・２の利用が減少しており、他は増減はあるものの横

ばいの推移となっています。令和２年３月における要介護１・２の利用数は平成 29

年４月から 25.1％（84回）減の 255回となっています。 

利用定数（日ごとの利用定員×月稼働日数）から算出した利用割合について見る

と、平成 30 年４月をピークに減少傾向にあり、平成 29 年４月から令和２年３月に

かけては 12.7％減の 50.2％と、定員に対する利用率の減少がみられます。 

 

 

29年４月 29年10月 30年４月 30年10月 31年４月
令和元年

10月
２年３月

要介護３～５ 30回 43回 35回 40回 26回 36回 24回

要介護１・２ 27回 36回 33回 31回 51回 43回 61回

要支援、事業対象者 0回 0回 5回 3回 5回 13回 12回

合計 57回 79回 73回 74回 82回 92回 97回

区　分

訪問看護
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④ 認知症対応型通所介護・介護予防認知症対応型通所介護 

利用実績をみると、要支援１・２の利用はほぼなく、要介護１・２の利用につい

てはおおむね増加傾向にあり、要介護３～５の利用は減少傾向にありましたが、令

和元年から令和２年３月で再び増加し、平成 29年４月時点での実績程度まで増加し

ています。総体的な利用数はおおむね横ばいで推移しています。 

利用定数（日ごとの利用定員×月稼働日数）から算出した利用割合について見る

と、平成 30 年４月からは徐々に増加傾向にあり、令和２年３月で 69.2％と７割近

くに達しています。 

 

 

 
 

  

29年４月 29年10月 30年４月 30年10月 31年４月
令和元年

10月
２年３月

要介護３～５ 106回 122回 168回 141回 131回 136回 129回

要介護１・２ 339回 353回 343回 365回 324回 254回 255回

要支援、事業対象者 105回 89回 111回 95回 97回 103回 73回

合計 550回 564回 622回 601回 552回 493回 457回

利用定数 875回 910回 875回 945回 910回 945回 910回

利用割合 62.9% 62.0% 71.1% 63.6% 60.7% 52.2% 50.2%

区　分

通所介護・通所型サービス

29年４月 29年10月 30年４月 30年10月 31年４月
令和元年

10月
２年３月

要介護３～５ 89回 64回 31回 48回 48回 30回 73回

要介護１・２ 50回 74回 76回 82回 82回 94回 64回

要支援、事業対象者 0回 0回 0回 0回 0回 0回 0回

合計 139回 138回 107回 130回 130回 124回 137回

利用定数 180回 198回 189回 207回 198回 207回 198回

利用割合 77.2% 69.7% 56.6% 62.8% 65.7% 59.9% 69.2%

区　分

認知症対応型通所介護

第２章 高齢者等を取り巻く状況 
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⑤ 短期入所者生活介護・介護予防短期入所者生活介護 

利用実績をみると、要支援１・２の利用はほぼなく、要介護１以上方の利用につ

いては各月ごとにばらつきがあり、総体的な利用数も不規則に推移しています。短

期入所者生活介護サービスは性質上、定期的な利用のほか、利用者の入退院や介護

者の都合などによる短期的な利用もあるため、利用者の内訳にばらつきがあると考

えられます。 

利用定数（日ごとの利用定員×月稼働日数）から算出した利用割合についても平

成 30年４月からは増加傾向にあり、平成 30年４月では 35.8％でしたが、令和２年

３月では 14.3％増し 50.1％となっていることから、床数には一定数以上空きがある

状態となっています。 

 

 

 
 

  

29年４月 29年10月 30年４月 30年10月 31年４月
令和元年

10月
２年３月

要介護３～５ 91回 117回 90回 103回 123回 61回 111回

要介護１・２ 93回 29回 28回 23回 37回 77回 60回

要支援、事業対象者 0回 0回 0回 0回 0回 0回 0回

合計 184回 146回 118回 126回 160回 138回 171回

利用定数 330回 341回 330回 341回 330回 341回 341回

利用割合 55.8% 42.8% 35.8% 37.0% 48.5% 40.5% 50.1%

区　分

短期入所者生活介護
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 (２) ケアマネージャー・地域包括支援センター等との合同ヒアリング（在宅ケアマネ

連絡会）の実施について 

次のとおり、令和２年度中に合同ヒアリング（在宅ケアマネ連絡会）を実施し、町

内のケアマネージャー、地域包括支援センター等から高齢者の在宅生活の実態や各サ

ービスのニーズ等について詳細なヒアリングを行いました。 

これらの意見や感想を参考に、高齢者のより良い在宅生活のため、第８期計画期間

中の事業内容・サービスの開発・改善に努めます。 

 

  ① 合同ヒアリング（在宅ケアマネ連絡会）開催実績 

 開催日 議題等 

第１回 令和２年６月 10 日（水） ・町内の新規事業所（居宅療養管理指導）について 

・在宅福祉支援事業について 

 

第２回 令和２年７月３日（水） ・訪問系サービスの利用状況について 

・生活支援やその他サービスについて 

 

第３回 令和２年７月 21 日（火） ・通所系サービスの利用状況について 

 

 

第４回 令和２年７月 31 日（金） ・施設入所の入所者数等の推移について 

・短期入所者生活介護の利用状況について 

 

第５回 令和２年 8 月 21 日（金） ・町内の各サービスの利用状況等について 

・今後必要とされるサービスについて 

 

   

② 合同ヒアリングで出された意見・利用者（高齢者）等の現況について 

●訪問介護サービスについて  

 ・訪問介護は週に１回程度利用の人が多く、週２～３回以上利用する方は減少し

ている。 

・調理等のため複数回利用の必要がある方は、デイサービスやショートステイで

対応している。 

・訪問介護による家庭での入浴介助ではなく、訪問看護による看護師の体調管理

のもとの入浴や、デイサービスでの入浴介助を選択している方が多い。 

・土日のサービスがなく、介護度が重い方ほど、頻回な身体介護が必要になるが、

そういった方は土日も含めた毎日の支援がなければ在宅生活は支えられない。 

・土日のサービスがない状況は、介護度が重い方が施設入居となる環境に影響し

ていると思われる。介護度が重い方の選択肢は施設しかなくなってきている。 

 

●通所介護（デイサービス）について  

 ・一般介護予防事業の利用者が増えており、通いなれた事業からデイサービスへ

移行するのはなかなか難しい。 

・デイサービスは重度の要介護者等が通うところというイメージを持つ方もい

る。 

・１回の拘束時間が長く、自分の時間が有効に使えないという意見があった。 

 ・集団で過ごすことを好まない人もいる。 

 

第２章 高齢者等を取り巻く状況 
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 ●認知症対応型通所介護（認知デイ）について  

 ・定員が限られ(１日９人×５日＝45人)、待機者もいる状況である。 

 ・認知症の方が増えてきているため、個別で対応してもらえるとありがたい。 

 

●通所リハビリテーションについて  

・本別の施設で実施しているため、上浦幌在住者が多く利用している。送迎エリ 

アが上浦幌のみのため、市街地区の方は訪問リハビリ等を利用している。 

 

●短期入所者生活介護（ショートステイ）について  

・認知症の方がデイサービスやショートステイを利用するのは難しい。 

・認知症の方は、頻回にショートステイを利用することで環境が変化することも

あるため、必ずしもショートステイがよい方法とは言えない。 

・医療機関のショートステイに対する期待値と現場（ショートステイ事業所）の

認識の乖離があり、期待通りに利用できない場合もある。 

 

●施設系サービスについて  

・高齢者は、可能であれば、自宅または浦幌町内にいたいと考えている。 

・養護老人ホームの入所までの時間を短縮してほしい。 

・養護老人ホームはお試し利用ができないので、それができるようになるとよい。 

 ・インスリンなどの医療行為や、透析を受けている方はどの施設でも受け入れが

難しく、行き場がない。 

・在宅介護の限界点については、介護をする家族によっても変わり、一概には決

められないが、徘徊があると、特に在宅介護は難しくなる。 

 

●新たな住まいの要望について  

・集合住宅の近隣にサービスを統括する事業所があれば、サービス提供しやすい。 

・養護老人ホームと特別養護老人ホームの中間の状態像（介護２～３程度）の方

が入所できる施設が浦幌にはない。在宅生活が継続できそうな方が、養護老人

ホームの順番が回ってきたため入居を決めてしまうこともある。 

・今後の生活を心配し、家族が入所先や入所を決めてしまう場合も多い。 

・浦幌町にはサービス付き高齢者向け住宅や住宅型有料老人ホームなど、他の施

設の選択肢がない。自分の要望にあわせて町外施設を選択する方もいる。 

・認知症の方や２号被保険者の方向けの就労施設があってもよい。 

・認知症の方が、入所に当たり施設で生活の練習をする機会があればよい。 

・訪問介護・通所介護・ショートステイ等全てに対応してもらえる施設があると

よい。 

 

●配食サービスについて 

・ふれあい給食サービスについて、現在は町の仕出し業者から弁当を提供しても

らっているが、柔らかくしたご飯や、高血圧に対応した減塩食、アレルギー除

去食等、高齢者の多様なニーズに対応した配食サービスがほしい。 

・栄養士の監修に基づいた、塩分制限などに対応できるメニューが提供されると

よい。 

・いたわり給食サービスについて、退院直後のフォローとしては、１日１食の支

援のみでなく、１日２食（２週間程度）の支援なども受けられるとよい。 
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・病態にあわせた食事を、１日２食毎日サービスとして提供できるようにして欲

しい。 

・高齢者就労センターで配送等を行うことはできないだろうか。 

 

●生活上の課題（ゴミ出し等）について 

・個別の課題としては、高齢者にこんな困りごとがあると地域に話を持っていく

ことで、課題解決に繋げられる。 

・在宅福祉支援事業について、草むしり等の支援があるといい。 

・除雪サービスの対象が自立の方のみで、要介護の方が受けられないことは疑問。 

 

●高齢者の見守りについて  

・家族の安心のために、24時間体制の見守りサービスがあるとよい。 

・地域の中で見守りがあり、２～３日に１回の声掛けでよいかと思う。 

・見守りサービスを有償ボランティア等にお願いできるかというと、団体として

お金をもらって事業をするのは（団体としての）責任が増えるから嫌だと言う

人は多い。 

 

●その他のサービス等について  

 ・調剤薬局が居宅療養管理指導の実施を開始したことから、複数の病院等から薬

を処方されている方など、重複した薬の整理をしてもらえるとよい。 

・栄養士による具体的な調理指導が欲しい。 

 ・民間の家政婦サービスを利用する方もいる。見守り等も含め、細かい指示がな

くとも曖昧な指示で動いてくれるのがよいとのこと。１泊しての対応もしても

らえる。 

 

●市街地区以外の介護サービス利用状況について  

 ・上浦幌は独居という方があまりおらず、家事支援の利用者は少ない。 

 ・上浦幌や厚内地区では、利用者が集まらず、事業者にサービスを入れてもらえ

ない。 

 

●介護事業所の人員確保について  

・専門職の確保はどの事業所も苦慮している。 

・人員確保には、職場の魅力についてアピールや、創意工夫が必要となってくる。 

 

 

  

第２章 高齢者等を取り巻く状況 
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 第１節 人口と高齢化率の推計 

 

 第２節 要支援・要介護認定者数の推計 
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第１節 人口と高齢化率の推計 
 

１ 人口と高齢化率の推計 

本町の人口推計については、「浦幌町人口ビジョン」において、人口分析と将来展望

について示し、各施策や計画における基礎資料となるよう、平成 27年から令和 22年ま

での長期的な視点で策定されています。 

このため、本計画においても「浦幌町人口ビジョン」に基づいた推計を行うことと

し、「浦幌町人口ビジョン」の推計値に対して、令和２年度の町人口実績及び第１号被

保険者数実績が一致するように補正係数を算出し、これを各年の浦幌町人口ビジョンの

将来推計人口に乗じることにより、令和２年現在における本計画期間の人口推計を算出

しています。 

人口推計をみると、本町の総人口は年々減少し、令和７年の総人口は、平成 30年か

ら 11.5％（549人）減となる 4,231人と推計されます。 

  また、65歳以上の高齢者人口もゆるやかな減少傾向にあり、令和７年には 1,878人

と減少することが予測されます。 

  なお、年少人口及び生産年齢人口は一貫して大幅に減少することが予測されており、

それに伴い、高齢者人口割合（高齢化率）は増加を続け、令和７年には 44.4％に達す

る見通しです。 

 
 

 

平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

4,780人 4,612人 4,565人 4,478人 4,414人 4,350人 4,231人

1,354人 1,265人 1,337人 1,313人 1,288人 1,255人 1,209人

1,454人 1,401人 1,272人 1,239人 1,211人 1,184人 1,144人

890人 870人 923人 925人 892人 846人 767人

前期高齢化率 18.6% 18.9% 20.2% 20.7% 20.2% 19.4% 18.1%

1,082人 1,076人 1,033人 1,001人 1,023人 1,065人 1,111人

後期高齢化率 22.6% 23.3% 22.6% 22.4% 23.2% 24.5% 26.3%

1,972人 1,946人 1,956人 1,926人 1,915人 1,911人 1,878人

41.3% 42.2% 42.8% 43.0% 43.4% 43.9% 44.4%

第８期計画
令和７年

第７期計画

図表３－１　【人口の推計】

総人口

65～74歳

75歳以上

65歳以上人口

高齢化率

0～39歳

40～64歳

区　分

第３章 将来推計 
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第２節 要支援・要介護認定者数の推計 
 

１ 要支援・要介護認定者数の推計 

  65歳以上の要支援・要介護認定者数の推計をみると、認定者数の合計は上昇傾向に

あり、本計画の最終年度となる令和５年度は、平成 30年度から 35人増となる 384人と

推計され、団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度においては、令和５年度から 2人

増となる 386人となることが予測されます。 

  認定率をみると、認定者数は増加する一方、65歳以上人口は減少するため、第８期

計画期間は増加を続け、令和５年度には、平成 30年度から 2.4パーセント増の 20.1パ

ーセントに達する見込みです。 

 

 
 

 
  

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

1,972人 1,946人 1,956人 1,926人 1,915人 1,911人 1,878人

60人 54人 58人 59人 58人 59人 58人

27人 25人 31人 31人 31人 33人 31人

33人 29人 27人 28人 27人 26人 27人

289人 282人 295人 303人 311人 325人 328人

72人 71人 77人 78人 79人 85人 82人

63人 73人 66人 66人 68人 74人 75人

58人 52人 56人 57人 61人 61人 64人

54人 44人 45人 47人 47人 48人 50人

42人 42人 51人 55人 56人 57人 57人

349人 336人 353人 362人 369人 384人 386人

17.7% 17.3% 18.0% 18.8% 19.3% 20.1% 20.6%

※ 第７期計画認定者の実績は、厚生労働省「地域包括ケア（見える化）システム」より

要介護認定者数

要介護１

要介護２

要介護３

認定率

図表３－３　【要支援・要介護認定者数の推計】

区　分
第７期計画

65歳以上人口

認定者数計

第８期計画

要介護４

要介護５

要支援認定者数

要支援１

要支援２

令和７年度
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第１節 計画の基本理念と目標 

 

第２節 基本目標による施策の推進 

 
 基本目標Ⅰ「社会参加と生きがいづくりの推進」 

 

 基本目標Ⅱ「高齢者が安心して暮らせるまちづくりの推進」 

 
 基本目標Ⅲ「介護予防と生活支援の充実」 

 
 基本目標Ⅳ「介護サービス等の充実」 

 

 

 

 

第４章 計画の基本的な考え方と施策の推進 
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第１節 計画の基本理念と目標 
 

１ 基本理念 

 

 
 

 

 本町では、「ともに支え みんなで創る いつまでも暮らせるまちづくり」を基本理念

に掲げ、浦幌町地域福祉計画において地域福祉に関するすべての分野を包括し、高齢者

福祉施策や介護保険サービスを展開してきました。 

  この基本理念は、令和７年までの中長期的な視野に立っても、あるいは高齢者を取り

巻く環境が変化しようとも、地域の人材や社会資源を活かしながら、地域共生社会の実

現に向けて住民同士が支え合い、地域をともに創っていくまちづくりの普遍的な目標だ

と考えられます。 

  国の方向性においても、地域包括ケアシステムを深化、推進していくことが重要視さ

れており、第８期においてもこの基本理念を踏襲し、高齢者が住み慣れた地域で安心し

て自立した生活を継続して営むことができるよう、「介護」・「予防」・「医療」・「生活支援」・

「住まい」の５つのサービスを切れ目なく提供する地域包括ケアシステムの実現を目指

して、保健・医療・福祉の関係機関・団体の連携により、地域全体で高齢者を支える体

制づくりを進めます。 

  また、地域住民同士による支え合いを推進し、緊急時や日頃の見守り体制の充実を図

り、高齢者にやさしい生活環境を整備するとともに、災害や感染症に対する取組みも進

めます。 

  さらに、高齢者一人ひとりがいつまでも健康で自立した日常生活を送ることができる

よう支援するとともに、健康意識を高め、健康の保持・増進及び介護予防に努めます。

万一介護が必要な状態になっても、適切なサービスが受けられるよう、サービス基盤、

相談及び支援体制の充実を図ります。 

 

 

２ 基本目標 

  計画の理念を実現するため、次の４つの基本目標を設定します。 

     社会参加と生きがいづくりの推進 

高齢者の多様性や自発性を十分に尊重しながら、様々な活動（スポーツ・地域貢献・

就業等）に参加できる機会を充実するととともに、地域づくりの担い手としても活躍

できるよう支援します。 

 

 

     高齢者が安心して暮らせるまちづくりの推進 

   自助・互助・共助・公助の考え方に基づき、地域全体で高齢者を支える介護、予防、

医療、生活支援、住まいの適切な組み合わせによる地域包括ケアシステムを推進しま

す。 

   また、様々な状態にある高齢者が住み慣れた地域で暮らすために、関係機関や地域

住民の協力による見守り支援体制の充実に取り組みます。 

さらに、近年の災害発生状況や、新型コロナウイルス感染症の流行を踏まえ、これ

ら災害や感染症に備える取組みを進め、非常時にも対応できる体制を整備します。 

基
本
目
標Ⅱ

 

基
本
目
標Ⅰ

 

ともに支え みんなで創る 

いつまでも暮らせるまちづくり 
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     介護予防と生活支援の充実 

   高齢者一人ひとりが、健康でいきいきと住み慣れた地域で暮らしていけるよう、生

活習慣病や加齢・疾病による機能低下を防ぎ、健康で長生きできるための高齢者の健

康づくりを推進します。 

   また、高齢者の状態像に応じて、介護予防の取り組みや活動に参加できるよう、介

護予防・日常生活支援総合事業に取り組みます。 

 

     介護サービス等の充実 

   介護が必要な状況になった高齢者が、自らの意思でサービスを選択し、尊厳をもっ

て生活をすることができるよう、介護保険の各種サービスの充実を図ります。 

   保険者である町は、利用者が安心してサービスを受けることができるよう、より一

層サービスの質や利便性の向上に努め、サービス提供体制を確保するとともに、家族

の負担軽減及び相談支援の充実に努めます。 

 

 

３ 施策の体系 

 
７　介護保険を補完する事業の推進

Ⅳ

３　家族介護支援サービスの充実

２　高齢者在宅福祉支援サービスの充実

１　介護予防・日常生活支援総合事業の推進

介護サービス等の充実

１　社会活動の促進

２　生涯学習等への支援

３　就労への支援

７　安心・安全に暮らせる生活環境の整備

Ⅰ

６　質の高い介護サービスの提供の推進

５　介護給付等の適正化

４　介護保険サービスの利用の円滑化に向けた取り組み

３　施設サービスの充実

２　地域密着型サービスの充実

１　居宅サービスの充実

Ⅲ

社会参加と生きがいづくりの推進

介護予防と生活支援の充実

３　生活支援体制整備事業の推進

２　在宅医療・介護連携の推進

１　地域包括ケアシステムの構築

４　認知症予防と支援策の推進

５　地域ケア会議の推進

６　権利擁護の推進

高齢者が安心して暮らせるまちづくり
の推進

Ⅱ

基本理念 基本目標 施 策 の 内 容

と
も
に
支
え

み
ん
な
で
創
る

い
つ
ま
で
も
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り
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第２節 基本目標による施策の推進 
 

 

 

  高齢化が進む中、地域全体での支え合いを推進していくにあたっては、高齢者一人ひ

とりが生きがいを持ちながら、様々な機会を通じて支援し合うことができるよう、主体

的に活動（運動・地域貢献・就業等）することが必要であり、高齢者が多様な経路で社

会とつながり参画することで、その可能性を最大限に発揮できる地域共生社会の実現を

推進します。 

これにより、高齢者の社会参加の機会の充実に取り組むとともに、ボランティア活動

を推進して地域住民がともに支え合う地域づくりを支援します。 

 

 

１ 社会活動の促進 

 (１) 老人クラブ運営支援事業 

   高齢者の健康と生きがい対策の中核を担う老人クラブ活動について、老人クラブ連

合会が行う花いっぱい運動事業による地域の花壇整備や、各単位クラブの活動に対し

て、会員の自立した自主活動への支援を目的に、運営に係る補助金の交付を継続しま

す。 

   また、平成 29年度から市街地区で活動していた１団体が解散したことにより団体数

が減少しましたが、未組織地区へ立ち上げの支援を実施します。 

 

 
 

 (２) 敬老会実施団体支援事業 

   各地域において、自主的に実施している敬老会実施団体に対する運営支援を通じて、

高齢者の長寿を祝福するとともに、社会に貢献した労をねぎらい、あわせて町民の敬

老思想の高揚を図ります。 

 

 
 

 (３) 世代間交流事業の推進 

   公民館活動や学校教育事業として実施している高齢者と子どもとの交流事業の活動

に対して支援するとともに、更なる活動の活性化を図ります。 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

1団体 1団体 1団体 1団体 1団体 1団体

補助金 1,600,000円 1,600,000円 1,500,000円 1,500,000円 1,500,000円 1,500,000円

11団体 11団体 11団体 11団体 11団体 11団体

補助金 640,000円 640,000円 640,000円 640,000円 640,000円 640,000円

単位クラブ数

連合会

●老人クラブ運営支援事業

区　分
第７期計画実績値(R02は見込) 第８期計画見込値

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

6団体 6団体 6団体 6団体 6団体 6団体

補助金 1,062,000円 1,062,000円 780,000円 1,090,000円 1,090,000円 1,090,000円

区　分
第７期計画実績値(R02は見込) 第８期計画見込値

実施団体数

●敬老会実施団体支援事業

基本目標Ⅰ 社会参加と生きがいづくりの推進 
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 (４) ボランティア団体の育成 

   高齢者を含めた地域住民が地域福祉の担い手として活躍できるよう、社会福祉法人

浦幌町社会福祉協議会と連携しながらボランティアの種類、経験に応じた講座や研修

会等を開催し、多様なボランティアの人材育成に取り組みます。 

   また、ボランティア活動に関する情報提供や団体間のネットワークづくりを推進し、

地域におけるボランティア活動を支援します。 

    

 

２ 生涯学習等への支援 

 (１) 高齢者学級開設事業 

   常に高齢者の学習ニーズの的確な把握に努め、中央公民館を含む４公民館が地域の

生涯学習活動の中核となり、高齢者学級開設事業（寿大学）を促進します。 

 

 (２) 生涯スポーツの充実 

   体育団体やサークルを含めた関係団体等との連携を図り、子どもから高齢者まで、

それぞれの体力や目的にあった生きがいづくりにつながるような、スポーツの充実に

努めます。 

   また、毎年開催している高齢者スポーツ大会について、高齢者の健康保持と地域間

の交流を深めることを目的に実施します。 

 

 (３) 高齢者等公共施設免除事業 

   高齢者及び障がいをお持ちの方の健康増進対策として、公共施設使用料の免除を行

っており、今後においても公共施設を利用しやすくすることにより、交流を通じた心

の健康や体の健康づくりが促進されるよう、継続した支援を行います。 

  ○利用できる公共施設 

   ・各地域軽スポーツセンター ・各地域会館 ・各公民館 ・生活改善センター 

   ・総合スポーツセンター ・スイミングプール ・浦幌パークゴルフ場 

 

 

３ 就労への支援 

 (１) 高齢者就労センター事業 

   高齢者が培ってきた技能の活用と就労の場の確保のため、高齢者就労センター事業

の支援を行うとともに、社会福祉協議会との連携により、登録者減少対策を行います。 

 

 
 

 

 

 

 

 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

登録者数 17人 18人 18人 18人 18人 19人

延べ就業人員 1,908人 1,870人 2,000人 2,050人 2,100人 2,150人

●高齢者就労センター事業

区　分
第７期計画実績値(R02は見込) 第８期計画見込値

第４章 計画の基本的な考え方と施策の推進 
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 (２) ハローワークとの連携支援 

   町内の求人情報について、役場庁舎、保健福祉センター及び上浦幌支所において閲

覧できる体制を継続し、また広報誌うらほろ及び町ホームページを活用しお知らせす

るとともに、帯広公共職業安定所池田分室との連携を進め、高齢者が意欲と能力があ

る限り、年齢にかかわりなく働くことができる中小企業や小規模事業者の拡大に向け、

雇用環境の整備に取り組む企業等への支援を充実させるとともに、生涯現役社会の実

現に向けた社会的な機運の醸成を図るために、国が実施している高齢者雇用対策の活

用を推進します。 

 

 (３) 就労的活動支援コーディネーターの配置 

役割がある形での高齢者の社会参加を促進するため、就労的活動の場を提供可能な

民間企業・団体等と就労的活動を実施したい事業者等のマッチングを行い、高齢者個

人の特性や希望に合った活動をコーディネートする就労的活動支援コーディネーター

の配置について、検討を進めます。 

 

【就労的活動支援コーディネーターのイメージ図】 

 
  

(４) 生活困窮者自立支援事業 

   経済的に困窮し、最低限の生活を維持できなくなるおそれのある人に対し、北海道

やその関係機関などとの連携体制を構築し、相談から解決に向けた生活及び就労支援

相談等を行います。 
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  団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年に向けて、第８期計画中の取り組みを発展さ

せ、地域包括支援センターの機能強化を図り、在宅医療・介護連携の推進などを積極的

に取り組み、地域包括ケアシステムを推進します。 

また、一人暮らし高齢者、高齢者のみ世帯、認知症の方など、様々な状態にある高齢

者が住み慣れた地域で暮らすために、関係機関や地域住民の協力による見守り支援体制

の充実に取り組みます。 

 

 

１ 地域包括ケアシステムの構築 

 (１) 地域包括ケアシステムの基本理念 

   介護保険事業計画は、第６期から「地域包括ケア計画」として位置付け、令和７年

までの各計画期間を通じて地域包括ケアシステムを段階的に構築することとしていま

す。地域包括ケアシステムは、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で、その有する能

力に応じて自立した日常生活を営むことができるよう、医療、介護、介護予防、住ま

い及び自立した日常生活の支援が包括的に確保される体制です。 

   今後、さらに高齢化が進展していく中において、この理念を堅持し、地域包括ケア

システムをより深化・推進していく必要があります。 

特に、いわゆる団塊世代が 75歳以上となる令和７年、団塊ジュニア世代が 65歳以

上となる令和 22 年を見据え、「地域包括支援センター」が中心となり、地域包括ケア

システムの構築を進めます。 

  
 

 (２) 地域包括ケアシステムの中核機関（地域包括支援センター） 

   地域包括支援センターは、保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員の医療介護福

祉の専門職が中心となって、地域包括ケアシステムの中核機関として位置づけられて

います。高齢者等が住み慣れた地域で、尊厳あるその人らしい生活を継続することが

できるように、関係機関とネットワークを構築し、可能な限り地域で自立した生活を

営むことができるよう支援することを目的として、地域支援事業（介護予防・日常生

活支援総合事業など）を実施しています。 

【出展】

進化する地域包括ケアシステムの「植木鉢」

　三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング「＜地域包括ケア研究会＞地域包括ケアシステムと地域マネジメント」（地域包括ケアシステ
ム構築に向けた制度及びサービスのあり方に関する研究事業）、平成27 年度厚生労働省老人保健健康増進等事業、2016 年

【２０１２年版】　 　【２０１５年版】　　　　

「2012年版」の葉っぱにあった「予防」が「介護予

防」として土の部分に移動。自身や地域住民の支えに
よって介護予防をしていくことを表しています。

基本目標Ⅱ 高齢者が安心して暮らせるまちづくりの推進 

第４章 計画の基本的な考え方と施策の推進 
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   本町においても、地域の高齢者の心身の健康保持、介護・保健・福祉・医療の向上、

生活の安定のために必要な援助・支援を包括的に行う中核機関として、町直営の「浦

幌町地域包括支援センター」を設置しています。 

 

(３) 地域包括支援センターの機能強化 

   現在、本町においては、高齢者数の増加によるニーズの複雑化・複合化、それに伴

う相談件数の増加や、より一層の認知症対策の推進、在宅医療と介護の連携をはじめ

とした多職種連携の体制構築、さらには介護離職防止の観点からの家族への相談体制

の構築等、地域包括ケアシステムをより深化・推進させていくことが求められていま

す。 

   これらの課題に適切かつ迅速に対応していくため、その業務量や業務内容に応じた

地域包括支援センターの機能強化を図る必要があります。あわせて、質の高い業務を

行うため、運営方針や活動計画の作成とそれに基づいた定期的な点検・評価を実施す

ることも重要です。 

   ついては、本町の実情を十分に踏まえたうえで、地域包括支援センターがその機能

を十全に発揮できるよう、適切な人員体制の確保に努めるとともに、地域の関係機関

とのさらなる連携強化を図り、効率的かつ効果的な運営を目指します。 

   また、現状と課題を適切に把握するため、地域包括支援センターの運営への評価を

行い、保険者機能強化推進交付金等の評価結果など全国的に統一された評価指標を活

用することで、他の市町村の現況も参考としながら比較分析をするとともに、地域包

括支援センター運営協議会と連携しながら、定期的な点検と評価を行い、効果的・効

率的な運営体制の構築を進めます。 

  【出典】厚生労働省「全国介護保険担当課長会議資料」を一部改変 

地域包括支援センターの機能強化

地域包括支援センターの機能強化
○高齢化の進展、相談件数の増加等に伴う業務量の増加およびセンターごとの役割に応じた人員体制を強化する。

○市町村は運営方針を明確にし、業務の委託に際しては具体的に示す。

○直営等基幹的な役割を担うセンターや、機能強化型のセンターを位置づけるなど、センター間の役割分担・連携を強

化し、効率的かつ効果的な運営を目指す。

○地域包括支援センター運営協議会による評価、ＰＤＣＡの充実等により、継続的な評価・点検を強化する。

○地域包括支援センターの取組に関する情報公表を行う。

多職種協働による個別事例のケ

アマネジメントの充実と地域課

題の解決による地域包括ケアシ

ステムの構築

早期診断・早期対応等により、

認知症になっても住み慣れた地

域で暮らし続けられる支援体制

づくりなど、認知症施策を推進

浦幌町地域包括支援センター
※ 地域の実情を踏まえ、基幹的な役割のセン

ター（※１）や機能強化型のセンター（※

２）を位置づけるなどセンター間の役割分

担・連携を強化

※１ 基幹的な役割の

センター
（直営センターで実施も可）

たとえば、センター間の

総合調整、他センターの
後方支援、地域ケア推進

会議の開催などを担う
※２ 機能強化型のセンター

過去の実績や得意分野を踏

まえて機能を強化し、他の
センターの後方支援も担う

今後充実する業務については地

域包括支援センターまたは適切
な機関が実施

＜例＞

・基幹的な役割のセンターに
位置づける方法

・他の適切な機関に委託して
連携する方法

・基幹的な役割のセンターと

機能強化型のセンタ－で分

担する方法 等

高齢者のニーズとボランティア等の

地域資源とのマッチングにより、多様な主

体による生活支援を充実

多様な参加の場づくりと

リハビリ専門職の適切な関与によ
り、高齢者が生きがいをもって生

活できるよう支援

地域医師会等との連携により、

在宅医療・介護の一体的な提供

体制を構築

従来の業務を評価・改善す

ることにより、地域包括ケ

アの取組を充実

認知症初期集中支援チーム

認知症地域支援推進員

生活支援コーディネーター在宅医療・介護連携

地域ケア会議

包括的支援業務

介護予防ケアマネジメント
介護予防の推進

浦幌町

運営方針の策定・新総合事業の実施・地域ケア会議の実施等

都道府県

市町村に対する情報提供、助言、支援、バックアップ等
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２ 在宅医療・介護連携の推進 

医療と介護の両方の支援を必要とする高齢者が増加している中にあって、こうした要

介護者とその家族を支援する体制を構築することが求められています。 

高齢者が、できる限り自宅等の住み慣れた場所で療養し、自分らしい生活を続けるた

めに、退院支援から日常の療養支援、病状の急変時の対応まで、医師・歯科医師・薬剤

師・リハビリ専門職・看護師などの医療関係の専門職と、介護支援専門員や介護福祉士

などの介護職・福祉関係者が連携して、在宅医療・介護を一体的に提供し、高齢者とそ

の家族を支えていくことが必要です。 

このため、地域における現状の社会資源を正確に理解し、住民のニーズに基づき、地

域の目指すべき姿を考えた上で、医療・介護関係者の協働・連携を円滑に進め、包括的

かつ継続的な在宅医療・介護の提供体制を構築します。 

  

 
  【出典】厚生労働省「在宅医療・介護連携推進事業の手引き」より 

 

(１) 現状分析・課題抽出・施策立案 

ア 地域の医療・介護の資源の把握 

地域の医療機関及び介護事業所の機能等の社会資源、及び在宅医療・介護サービ

ス利用者の情報を把握し、リスト・マップ等に整理した上で医療・介護関係者に対

して情報提供するとともに、地域住民にもわかりやすく周知し、医療・介護へのア

クセスの向上を支援します。 

 

イ 在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 

医療機関や介護関係者などが参画する会議等において、在宅医療・介護連携の現

状と課題を抽出し、その解決策などを協議します。また、将来の人口動態や地域特

性に応じた在宅医療などのニーズの推計を計算し、課題を抽出し、これに対応する

施策を検討します。 

第４章 計画の基本的な考え方と施策の推進 
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ウ 切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進 

地域ケア会議等を活用し、医療機関と行政、地域包括支援センター、介護保険事

業所の連携・情報共有における課題を把握し、地域に合った在宅医療連携体制の整

備を図ります。 

また、十勝管内の病院、市町村、地域包括支援センター、介護保険事業所及び介

護支援専門員が運用機関(者)となって運用する「十勝地域における入退院時の連携

ルール」に基づき、高齢者の入退院時の連携に係る基本的なルールを共有し、要介

護状態の方又は今後、要介護状態となるリスクがある方が、病気の悪化等を理由に

病院へ入院することになっても、安心して入院・退院ができるよう、切れ目のない

在宅医療と在宅介護の提供体制の構築を目指します。 

 

(２) 対応策の実施 

ア 在宅医療・介護連携に関する相談支援 

  在宅医療と介護の連携を推進するため、相談の受付や情報提供等を行う在宅医

療・介護連携支援体制の構築に向けた取り組みを行います。 

 

イ 地域住民への普及啓発 

  在宅医療や介護に関する講演会の開催、パンフレットの作成・配布によって、住

民の在宅医療・介護連携の理解の促進を図ります。 

 

ウ 医療・介護関係者の情報共有の支援 

情報共有の手順等を含めた情報共有ツールを整備するなど、医療・介護関係者の

情報共有を支援します。 

 

エ 医療・介護関係者間の研修 

  地域の医療・介護関係者の連携を実現するために、多職種でのグループワーク等

の研修を行います。 

必要に応じて、医療関係者に介護に関する研修会、介護関係者に医療に関する研

修会の開催等を行います。 

 

(３) 対応策の評価・改善 

実施した対応策について、ＰＤＣＡサイクルに沿った取組みとして、地域の実情に

応じて設定した指標を用いて評価を行い、評価結果を踏まえた目標設定や課題抽出、

対応策の実施内容等について再度検討し、取組みの選択と集中を繰り返しながら、地

域包括ケアシステムの実現に向けて、改善を行います。 

 

 

３ 生活支援体制整備事業の推進 

高齢者の生活支援・介護予防サービスの体制整備を推進していくことを目的として日

常生活の支援及び介護予防に係る体制の整備その他のこれらを推進する事業です。 

地域において、生活支援・介護予防サービスの提供体制の構築に向けたコーディネー

ト機能（主に資源開発やネットワーク構築の機能）の担い手となる「生活支援コーディ

ネーター（地域支え合い推進員）」を平成 29年度から浦幌町社会福祉協議会へ委託し、

令和３年度からは２名を配置する見込みです。 

これにより、元気な高齢者をはじめ、町民が担い手として参加する町民主体の活動

や、ＮＰＯ法人、社会福祉法人、民間企業や老人クラブなどの多様な主体によるサービ
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スの提供体制の構築を図り、高齢者を支える地域の支え合いの体制づくりを推進すると

ともに、生活支援サービスを行う多様な主体間の情報共有や連携強化の場として「協議

体」を設置し、生活支援サービスの充実を図ります。 

また、住民ボランティアの活用促進を図り、ボランティアポイント制の導入やボラン

ティアとボランティアを必要とする人とをつなぐ仕組みを整備します。 

   

 
 

 【浦幌町生活支援コーディネーター・協議体の配置・構成イメージ】 

 
 

 

４ 認知症予防と支援策の推進 

  今後の急速な高齢化に伴い、認知症高齢者はさらに増加していくことが見込まれてい

ます。こうした中、認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地

域で安心して暮らし続けられるように、家族による介護に頼るだけではなく、医療、介

護サービス、見守りや日常生活の支援などが包括的に提供される体制をつくる必要があ

ります。 

  本町においても、令和元年６月にとりまとめられた「認知症施策推進大綱」に基づ

き、認知症の人ができる限り地域のよい環境で自分らしく暮らし続けることができる社

会の実現を目指すため、「共生」と「予防」を両輪とした認知症施策を進めます。これ

らの施策は認知症の人やその家族の意見を踏まえながら推進し、認知症になってからも

できる限り住み慣れた地域で普通に暮らし続けていくための障壁を減らしていく「認知

症バリアフリー」の取組を推進します。 

 

 (１) 普及啓発・本人発信支援 

   認知症高齢者が安心して地域で暮らしていくためには、家族や地域住民の認知症に

対する理解が必要となります。高齢者の増加に伴い、認知症高齢者も増加が見込まれ

ることから、地域全体で認知症高齢者を支えることができるよう、医療機関とも連携

を図りながら、認知症に対する理解を深めるための普及・啓発を推進します。また、

認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で暮

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度
生活支援コーディ

ネーターの配置人数
1人 1人 1人 2人 2人 2人

区　分

●生活支援体制整備事業
第７期計画実績値(R02は見込) 第８期計画見込値

第４章 計画の基本的な考え方と施策の推進 
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らし続けられるために、本人ミーティング等の取組みを通じ、認知症の人本人の発信

する意見の把握、発信支援を進めます。 

 ① 認知症ケアパスの周知 

    認知症の人やその家族に対する支援を効果的に行うため、認知症の人の生活機能

障害の進行に合わせ、いつ、どこで、どのような医療・介護サービスを受けること

ができるのか、認知症の人の状態に応じた適切なサービス提供の流れを示す「認知

症ケアパス」の周知・広報に努めます。 

 

  ② 認知症サポーターの養成 

    高齢者や小中学生などの地域住民、高齢者と接する機会の多い事業所等を対象に

認知症の症状と対応について学ぶ認知症サポーター養成講座を開催し、認知症の理

解促進を図ります。 

    また、受講終了者に対しては、ステップアップ講座等、認知症についてより深い

理解や支援の実践方法を学ぶ機会をつくり、「チームオレンジ」による地域支援等

の取組みに対する支援を行います。 

  

 
 

(２) 認知症予防の推進 

   認知症の早期発見、早期対応に向け、支援対象者の把握を行うとともに、認知症の

疑いがある場合の相談先の周知を図り、早期治療へとつなげます。 

   今後も、介護予防教室を実施するとともに、関係事業を通じての認知症予備軍の把

握や予防事業への勧奨を進めます。 

   また、地域において、住民主体の介護予防事業による閉じこもり予防や認知症予防

を推進します。 

 

 (３) 認知症総合支援事業 

認知機能低下のある人や、認知症の人に対して、早期発見・早期対応が行えるよ

う、地域包括支援センターでの認知症相談、認知症予防の取り組みを充実させ、認知

症地域支援推進員の配置及び認知症初期集中支援チームの充実を図ります。 

また、認知症又はその恐れのある方やご家族に対し、関係機関と連携を図りなが

ら、医療機関への受診や介護保険サービスの利用など助言と支援を行い、介護者の負

担軽減を図ります。 

 

  ① 認知症地域支援推進員の配置 

    認知症高齢者やその家族からの相談窓口として、地域包括支援センターに認知症

地域支援推進員を配置し、医療・介護等の支援ネットワーク構築の推進、認知症対

応力向上のための支援、相談支援・支援体制の構築を図ります。 

 

  ② 認知症初期集中支援チームの主な業務の流れ 

    相談受付等により対象者を把握 

⇒情報収集（本人の生活情報や家族の状況など）、チーム員での共有 

●認知症サポーターの養成

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度
認知症サポー
ター養成人数

133人 59人 19人 100人 150人 150人

区　分
第７期計画実績値(R02は見込) 第８期計画見込値
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⇒初回訪問（対象者の健康状態・生活状況の把握、本人の意向、家族の介護への意

向等の確認、認知症の状況に関するアセスメント） 

⇒チーム員会議の開催（サポート医を交えた訪問結果の確認、支援の方針と支援内

容の検討） 

⇒初期集中支援の実施（チーム員による訪問、認知症に関するケアについての支

援、専門医療機関の受診勧奨、介護サービスの利用推進、家族への支援など） 

⇒チーム員会議によるサポート医への報告、方向性の検討、訪問の実施を繰り返す 

⇒終了会議 

⇒モニタリング、支援終了後に訪問 

 

 
 

 【認知症初期集中支援チームと認知症地域支援推進員のイメージ】 

 
 

 (４) 地域・施設との連携  

  ① 地域との連携 

    家族介護者が身近な地域で気軽に相談できるよう、地域包括支援センターに相談

窓口としての中心的機能を設置し、保健・医療・福祉関係の機関との連携を図ると

ともに、民生委員や老人クラブ、ボランティアなどの協力のもと、認知症高齢者と

その家族を地域全体で支え合う体制を整備します。 

 

② 施設との連携 

グループホームや認知症対応型通所介護事業者と連携を図りながら、認知症高齢

者とその家族を支援する相談体制の整備、研修の実施協力など介護従事者の認知症

対応力向上のための取組を促進します。 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

認知症初期集中支
援チームの設置数

1チーム 1チーム 1チーム 1チーム 1チーム 1チーム

訪問支援対象者数 4人 4人 4人 4人 4人 4人

認知症地域支援推
進員

1人 1人 1人 1人 1人 1人

認知症初期集中支援推進事業

認知症地域支援・ケア向上事業

区　分
第７期計画実績値(R02は見込) 第８期計画見込値

第４章 計画の基本的な考え方と施策の推進 
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(５) 認知症カフェ・家族の会 

認知症の人とその家族、地域住民等がカフェ等の形態で集い、認知症の人を支え

るつながりを支援し、認知症の人の家族の介護負担を軽減するとともに、認知症予

防の取り組みを効果的に進めるため、介護サービス事業者等の専門職や地域のボラ

ンティア団体などと連携し、認知症カフェ（ともくら）を開催し、認知症に関する

普及啓発、交流の促進、発信支援等を行います。 

 

 (６) 高齢者等ＳＯＳネットワーク事業 

認知症や障がいにより、行方不明になるおそれのある高齢者等を、町と捜索協力協

定を締結した捜索協力機関が、日常の活動及び事業の中で見守るとともに、万が一、

高齢者等が行方不明になったときに、町から捜索協力機関へ電子メール又はファクシ

ミリ等を活用して捜索協力を依頼し、行方不明者を早期に発見し保護することによ

り、当該高齢者の生命と身体の安全を守るネットワークシステムの体制を推進し、認

知症になってもできる限り住み慣れた地域のよい環境で暮らし続けられるために、認

知症の人やご家族に対し支援を行います。 

なお、令和２年度から、認知症等行方不明者の早期発見・保護を行うためのスマー

トフォンアプリを活用したネットワーク（オレンジセーフティネット）事業を構築し

ており、アプリの運用・普及を進め、万が一行方不明になった際に地域全体で迅速に

捜索協力を行える体制を推進します。 

 

 (７) 若年性認知症の人への支援 

若年性認知症の人が発症初期の段階から適切な支援を受けられるよう、若年性認知

症と診断された人やその家族に、北海道が開設している若年性認知症支援コーディネ

ーターを配置した「若年性認知症支援相談窓口」を活用し、若年性認知症の方の相談

支援、関係者の連携体制の整備、居場所づくり、就労・社会参加等を総合的にサポー

トします。 

 

 

５ 地域ケア会議の推進 

地域包括ケアシステムの構築を進めるにあたっては、民生委員や行政区等の地域の支

援者・団体、専門的視点を有する多職種を交え、「個別課題の解決」「地域包括ケアネッ

トワークの構築」「地域課題の発見」「地域づくり、資源開発」「政策の形成」の５つの

機能を有する地域ケア会議により、高齢者に対する支援の充実と、それを支える社会基

盤の整備を同時に図っていくことが重要です。 

地域ケア会議において、個別事例の検討を行うことを通じて、適切なサービスにつな

がっていない高齢者の生活課題に対して、既存サービスを提供するだけでなく、その課

題の背景となっている要因をみつけ、個人と環境に働きかけることにより、自立支援に

つながるケアマネジメントを地域のケアマネージャーなどが推進できるよう支援しま

す。 

また、これらの課題分析や支援の積み重ねを通じて、地域に共通する課題や有効な支

援策を明らかにし、課題の発生や重度化の予防に取り組むとともに、多職種協働による

ネットワークの構築や資源開発等に取り組みます。 
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６ 権利擁護の推進 

  判断能力の低下や認知症の症状により、虐待などの人権や権利が侵害されるリスクが

高まる可能性があるため、高齢者の権利を守る体制づくりが重要となっています。 

  虐待は、早期発見・早期対応が重要であることから、今後も地域包括支援センターや

関係機関と連携し、地域で見守る体制を強化するとともに、成年後見制度の周知徹底及

び利用促進を図り、高齢者の権利擁護を推進します。 

 

 (１) 高齢者虐待防止対策の推進 

   高齢者の尊厳が守られ、地域で安心して暮らすことができるよう、高齢者虐待の早

期発見・早期対応をするための体制の充実強化及び高齢者虐待の防止に向けた普及啓

発を行うとともに、介護者等の負担軽減により発生防止に努めます。 

 

  ① 相談体制の充実 

    現在、高齢者虐待に関する相談窓口は、町保健福祉課高齢者福祉係及び地域包括

支援センターとなっています。 

    相談窓口を担当する職員や社会福祉士の高齢者虐待に関する専門的知識の向上を

図るとともに、関係機関との連携のもと、相談しやすい体制の構築を図ります。 

 

  ② 早期発見・早期対応ができる体制の整備 

    高齢者虐待は高齢者の尊厳を冒す重大な問題であるとの認識のもと、高齢者虐待

の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（平成 17年法律第 124号）

に定められた事項等について周知するとともに、虐待防止に向けた取組を推進し、

社会全体で取り組む体制づくりに努めます。 

 

  ③ 介護者等の負担軽減 

    虐待されている高齢者の多くは、何らかの認知症の症状があることから、認知症

に関する理解や正しい知識の普及啓発、介護サービスや家族支援サービス等の利用

促進を通じて介護者の負担軽減を図り、虐待発生の防止に努めます。 

 

 (２) 成年後見制度 

   成年後見制度は、判断能力の不十分な高齢者や認知症の方、障がいのある方に代わ

り、補助人・保佐人・後見人により、財産管理や法律行為全般を行う制度です。ま

た、判断能力が十分なうちに、将来、判断能力が衰えたときには、どのような財産管

理や身上監護をして欲しいかを後見人となるべき人と契約しておくことができます。 

   今後、成年後見制度を必要とする認知症高齢者等が増えることが見込まれることか

ら、国の「成年後見制度利用促進計画」に基づき、成年後見制度の周知・啓発活動を

積極的に行うとともに、家庭裁判所等の関係機関と連携し、市民後見人の育成や活動

を推進するための体制整備、成年後見等実施機関等の設立支援等、必要な体制の構築

を進め、制度の利用促進に努めます。 

   また、成年後見制度利用支援事業として、令和２年度に事業実施要綱を見直し、申

立する親族がいない方への町長申立ての実施や、申立て費用や成年後見報酬の支払い

が困難な方に対して、成年後見制度に係る経費の一部について助成する制度を拡充し

ており、成年後見制度の利用を支援します。 
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 (３) 日常生活自立支援事業 

   日常生活自立支援事業は、高齢や障がい（知的障がい、精神障がい）により日常生

活の判断能力に不安があり、在宅で生活している方又は在宅で生活する予定の方に福

祉サービスの利用手続きや生活費の管理、年金証書などの大切な書類の預かりなどを

行う事業であり、自立した地域生活が送れるよう社会福祉協議会と連携し、普及啓発

を図り、相談体制の充実を進めます。 

 

 

７ 安心・安全に暮らせる生活環境の整備 

高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を送れるように、地域における見守り活動、

地域防犯・自主防災組織等の活動を推進するとともに、災害発生時や感染症の拡大時な

ど、緊急時における高齢者等への支援体制を確立します。 

また、高齢者一人ひとりの環境に対応した住まいや、福祉施設についての相談・支援

を図ります。 

 

 (１) 地域コミュニティの活用 

   地域での孤立を防ぐため、地域サロン等の地域コミュニティの設置を推進し、また

行政区単位での見守りシステムの構築を図ります。 

 

 (２) 民生委員・児童委員協議会との連携 

   地域包括ケアシステムを推進していくためには、地域において高齢者への支援を行

う民生委員・児童委員の役割は重要なものです。 

   そのためには、町と民生委員・児童委員が連携していくとともに、その活動を支援

するため必要な情報の提供を行います。 

 

 (３) 防犯対策の推進 

   近年、振り込め詐欺や悪質商法など高齢者を狙った犯罪が増加していることから、

高齢者を対象とした学習会などで防犯意識の啓発を行うとともに、消費者協会におい

ても啓発活動や相談業務を行っています。 

   今後とも、犯罪から高齢者を守るため、関係機関や団体との連携を図り、防犯意識

の高揚や防犯対策、悪質商法の被害に遭わないよう啓発活動を強化するとともに、相

談業務の継続を図ります。 

 

 

 

平成30年度令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

町長申立 対象者数 0人 0人 0人 1人 1人 1人

対象者数 0人 0人 0人 4人 4人 4人

助成額 0円 0円 0円 1,104,000円 1,104,000円 1,104,000円

対象者数 0人 0人 0人 2人 2人 2人

助成額 0円 0円 0円 120,000円 120,000円 120,000円

申立費用
助成

区　分
第７期計画実績値(R02は見込) 第８期計画見込値

報酬助成

●成年後見制度利用支援事業
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  (４) 災害時における避難支援体制の充実 

   近年、大規模な地震災害、台風の大型化や局地的な集中豪雨など、土砂災害等の自

然災害が激甚化しています。大規模な災害が発生した場合における避難支援には、地

域住民の協力が不可欠であり、日ごろから町民の防災、避難等に対する意識の啓発

や、地域における見守り・協力体制の確立などを進めます。 

また、全国的に介護事業所や高齢者施設においても被害が出る事例が発生している

ことから、介護事業所等との連携・情報共有を進め、災害対策、感染症対策を促しま

す。 

 

  ① 災害時の避難行動要支援者の把握 

    避難が必要となるような災害発生時のために、地域における自主防災組織や行政

区などの関係機関等と連携し、個人情報の保護に配慮しながら、高齢者の実態把握

や情報共有を図り、平時から、いざという時の高齢者等の安全確保につながる体制

整備の構築を目指します。 

 

  ② 自主防災組織等の設立支援 

    災害発生時の地域住民による迅速な避難・救助活動が行えるよう、地域住民によ

る自主防災組織の活動促進と設立支援を図り、防災体制の強化と住民相互の連帯意

識の醸成に努めます。 

 

  ③ 防災意識の啓発 

    高齢者などの要配慮者を対象に、防火・防災に関する知識の普及と防災意識の啓

発に努めます。 

④ 介護サービス事業所・高齢者施設との連携 

日ごろから介護サービス事業所・高齢者施設と連携し、避難訓練や防災啓発活動

の実施協力、介護事業所等における災害時避難計画の策定状況の確認・助言等を行

い、災害対策体制の整備・確認を行います。 

 

 (５)  感染症対策の推進 

治療法が確立されていない感染症や人へのまん延が懸念されている新型コロナウイ

ルス感染症、新型インフルエンザ等への対策として、高齢者を含む地域住民に対し、

マスク着用・咳エチケット・手洗い・うがいなどの基本的な感染対策の普及、感染が

拡大している状況においては、自らの発症が疑わしい場合は、感染を広げないように

不要な外出を控えるといった感染予防とまん延防止についての理解促進を図り、感染

症発生に備えての感染防止に係る備品や衛生用品の確保・備蓄など、平時からの対応

体制の整備を進めます。 

また、感染すると重症化するリスクが高い高齢者が多く入居する高齢者施設や、高

齢者と接触する機会が多い介護サービス事業所に対しては、日ごろから連携し、感染

症対策に必要な物資の確保への支援、感染症発生時においても適切なサービスを継続

するための体制の構築、介護サービス事業従業者が感染症への知見を深めるための研

修の開催支援等を行います。 

さらに、北海道や管内医療機関等とも平時から連携し、情報の共有、感染症発生時

の包括的な支援体制の構築を検討します。 
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 (６) 高齢者等見守りネットワーク事業 

   高齢者や障がい者の変化に気づくためには、日常的に顔を合わせる隣近所や地域の

人などによる、声かけやちょっとした会話、助け合いなどのさりげない交流が大きな

役割を果たします。 

 特に、水道・電気・ガスの検針員、新聞や乳製品の配達員、郵便局員、宅配事業者

など、自宅を訪問する職業の人や、店舗の販売員、金融機関の窓口、交通機関の職員

などは、日常的に高齢者と接する機会が多くなります。 

   これらの人が、地域包括支援センターと連携し、高齢者の異変に気づいたときの連

絡体制について充実を図るとともに、見守りが効果的に行われるよう推進します。 

 

 (７) 福祉基盤整備 

  ① 養護老人ホーム 

    身体や精神、社会的理由で居宅において養護を受けることが困難な高齢者が入所

し、生活指導や機能回復、機能減退の防止等を図る施設です。 

    本町には養護老人ホームラポロがあり、適切な管理運営を行うとともに、近隣の

市町村の施設に令和３年２月現在で３人が入所しています。 

 

 
 

  ② 認知症高齢者グループホーム 

    認知症の症状を持ち、病気や障がいで生活に困難を抱えた高齢者が、認知症につ

いて正しい知識を持った介護スタッフが常駐し、入居する高齢者の精神的な安定や

自立支援を目的として、家庭に近い環境で入居者の能力に応じて、それぞれが料理

や掃除などの役割を持ちながら、自立した生活を送るための介護福祉施設です。 

 

 
 

  ③ 有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅 

    有料老人ホームは、入居者に食事だけでなく、入浴や排せつなど日常生活全般の

介護サービス・生活サービスなどの介護サービスを提供し、心身ともに快適に過ご

してもらうことを目的としています。 

    また、サービス付き高齢者向け住宅は、居室の広さや設備、バリアフリーといっ

たハード面の条件を備えるとともに、安否確認サービスや生活相談サービスを提供

することなどにより、高齢者が安心して暮らすことができるよう環境を整えた住宅

です。サービス付き高齢者向け住宅については、現在、町に設置された施設はあり

ません。 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

1施設 1施設 1施設 1施設 1施設 1施設

50人 50人 50人 50人 50人 50人定　員

●養護老人ホーム整備

区　分
第７期計画実績値(R02は見込) 第８期計画見込値

施設数

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

施設数 2施設 2施設 2施設 2施設 2施設 2施設

入所定員 18人 18人 18人 18人 18人 18人

●認知症高齢者グループホーム整備

区　分
第７期計画実績値(R02は見込) 第８期計画見込値
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  ④ 福祉基盤整備の支援 

    介護サービスを提供する新規事業所の開設等に関して不動産取得税、固定資産税

などの租税の一部助成を継続し、介護基盤及び介護サービス事業経営の安定を図り

安定したサービス提供体制の充実を図ります。 

 

 (８) 高齢者等住宅改修費助成事業 

   浦幌町高齢者等住宅改修費補助事業実施要綱の規定に基づき介護保険の給付限度額

を超える住宅改修や要支援・要介護認定を受けていない方であって、障がい等により

日常生活に支障をきたしている方が住宅改修を実施する場合、50万円を限度に（補

助基準額 100万円）助成を行います。 

 

 
 

  

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

施設数 1施設 1施設 1施設 1施設 1施設 1施設

入所定員 10人 10人 10人 10人 10人 10人

施設数 0施設 0施設 0施設 0施設 0施設 0施設

入所定員 0人 0人 0人 0人 0人 0人

●有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅整備

有料老人ホーム

サービス付き高齢者向け住宅

区　分
第７期計画実績値(R02は見込) 第８期計画見込値

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 0人 0人 0人 1人 1人 1人

助成額 0円 0円 0円 500,000円 500,000円 500,000円

区　分
第７期計画実績値(R02は見込) 第８期計画見込値

●高齢者等住宅改修費助成事業

第４章 計画の基本的な考え方と施策の推進 
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１ 介護予防・日常生活支援総合事業の推進 

  介護予防・日常生活支援総合事業は、要支援者等に対して必要な支援を行う介護保険

法第 115条の 45第１項第１号に規定する「介護予防・生活支援サービス事業」と、住

民主体の介護予防活動の育成及び支援等を行う介護保険法第 115条の 45第１項第２号

に規定する「一般介護予防事業」からなり、高齢者が要支援・要介護状態になることを

予防するとともに、要支援・要介護状態になった場合においても、住み慣れた地域で自

立した日常生活を送れるよう支援することを目的としています。 

 

 【介護予防・日常生活支援総合事業の２つの目的】 

 
「通いの場」は、介護予防・日常生活支援総合事業の主要な目的である「介護予防」に高い効果

を示すことが知られているだけでなく、取り組みの継続に伴い参加者の生活の場へと変化していく

ことによって、地域の互助を生み出す土壌を形成するという意味で、生活支援の多様化につながる

潜在力も持っている本事業のメインエンジンとして期待されている取り組みです。 

 

 (１) 介護予防・生活支援サービス事業 

   従来の介護予防給付のうち「介護予防訪問介護」と「介護予防通所介護」について

は、町が実施主体となり、介護予防・生活支援サービス事業の中で実施しています。 

   また、緩和した基準によるサービスの担い手を育成し、一人ひとりの生活に合わせ

た柔軟なサービス提供体制を構築することで、介護予防を促進し、地域における自立

した生活の継続を支援します。 

   なお、介護保険法改正により、令和３年度から、要介護１以上の判定を受けた被保

険者についても、それ以前から継続して介護予防・生活支援サービスを利用していた

方については、引き続き同じサービスに限り利用できることとなるため、サービス見

込み量については上記利用者分を勘案して算出します。 

 

  ① 訪問型サービス 

    要支援認定者と事業対象者に対し、利用者の自宅において日常生活動作の自立を

図るために身体機能向上への取り組みを支援するサービスです。既存の訪問介護事

業所によるサービス提供に加え、住民による地域の支えあいの仕組みづくりや有償

【基本目標Ⅲ】介護予防と生活支援の充実 
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ボランティア等の拡充を図り、きめ細かなニーズに対応できるよう、新たな地域の

社会資源を活用します。 

 

   ア 介護予防訪問介護相当サービス 

     従来の介護予防訪問介護事業所の人員・設備・運営基準により、町が指定する

介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者のヘルパー等が家庭を訪問し、利用

者の生活機能維持又は向上を図る観点から、身体介護、生活支援サービスの提供

を行います。 

 

   イ 訪問型サービスＡ（緩和した基準によるサービス） 

     従来の介護予防訪問介護事業所の人員・設備・運営基準を緩和し、町が指定す

る介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者のヘルパー等が日常の掃除、洗濯

及び家事等の生活支援サービスの提供を行います。 

 

   ウ 訪問型サービスＢ（住民主体による支援） 

     地域の有償ボランティア等が家事や生活支援を行います。 

 

   エ 訪問型サービスＣ（短期集中予防サービス） 

     医療機関のリハビリ専門職による訪問支援を行い、生活動作、家事動作等の自

立に向けて本人、家族、介護スタッフ等へ助言指導を行います。 

 

   オ 訪問型サービスＤ（移動支援） 

     介護予防・生活支援サービス事業と一体的に行われる移動支援や移送前後の生

活支援について、通所型サービスや一般介護予防事業における送迎を別の主体が

実施する場合の送迎に係る経費の一部を支援します。 

 

  ② 通所型サービス 

    要支援認定者と事業対象者に対し、機能訓練や集いの場などを提供し、心身機能

の維持や改善を図るとともに、日常生活上の支援を行っていくサービスです。既存

の通所介護事業所の活用を図るとともに、通所リハビリテーション事業所の一部活

用、また住民主体の地域サロン等を事業として位置付けます。今後は、多様な実施

主体の参画を図り、多様なニーズに対応できる事業展開を進めます。 

 

   ア 介護予防通所介護相当サービス 

     従来の介護予防通所介護事業所の人員・設備・運営基準により、町が指定する

介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者において、入浴や食事その他の日常

生活に必要な介護予防サービスの他、自宅までの送迎サービスを行います。 

 

   イ 通所型サービスＡ（緩和した基準によるサービス） 

     従来の介護予防通所介護事業所の人員・設備・運営基準を緩和し、町が指定す

る介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者が送迎を含む短時間の通所事業、

認知症予防のための脳活性化活動、運動機能向上の取り組みを実施する事業を行

います。 
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   ウ 通所型サービスＢ（住民主体による支援） 

     地域住民等の多様な主体が助け合い、要支援者や事業対象者を中心にコミュニ

ティカフェを開設しているＮＰＯ法人に対して支援し、定期的に実施される通所

活動や地域サロン活動の支援を行います。 

 

   エ 通所型サービスＣ（短期集中予防サービス） 

     通所による身体機能、生活機能向上の取り組みを通所リハビリテーション事業

所へ委託して実施することを検討します。 

 

  ③ その他生活支援サービス 

 高齢者が地域において自立した生活を継続することができるよう、様々な支援を

行う事業です。 

    今後も高齢化が進むと、高齢者の単身世帯や夫婦のみ世帯、認知症高齢者はさら

に増加することが予測され、日常生活で支援を必要とする高齢者が地域で安心して

生活できるように、配食・見守り等の生活支援が必要となります。 

    このことから、高齢者が低栄養状態に陥ったり自立した生活が困難になることを

防ぐため、食事の調達が困難な高齢者に対する配食事業の実施を検討します。 

    また、高齢者の栄養管理を行うとともに、配食の際に高齢者の安否確認を行い、

見守り活動としても充実します。 

 

  ④ 介護予防ケアマネジメント 

    介護予防・日常生活支援総合事業の対象者や要支援者を対象にアセスメントを行

い、利用者の状況をふまえた目標を設定し、利用者本人がそれを理解した上で、そ

の達成のための必要なサービスを全体的に利用して目標の達成に取り組んでいける

よう、具体的に介護予防・生活支援サービス事業等の利用について検討し、ケアプ

ランを作成します。 

 

 
 

 

 

  

●介護予防・生活支援サービス事業

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

介護予防訪問介護相
当サービス

4人 5人 6人 7人 8人 9人

訪問型サービスＡ 0人 0人 0人 0人 0人 0人

訪問型サービスＢ 0人 0人 0人 0人 0人 0人

訪問型サービスＣ 0人 0人 0人 0人 0人 0人

訪問型サービスＤ 0人 0人 0人 0人 5人 8人

介護予防通所介護相
当サービス

24人 19人 17人 18人 19人 19人

通所型サービスＡ 0人 0人 0人 0人 0人 0人

通所型サービスＢ 17人 18人 15人 17人 18人 19人

通所型サービスＣ 0人 0人 0人 0人 0人 0人

介護予防ケアマネジメ
ント

20人 14人 15人 16人 17人 18人

※ 　利用者数は、１月当たりに利用する人数

訪問型サービス

通所型サービス

介護予防ケアマネジメント

区　分
第７期計画実績値(R02は見込) 第８期計画見込値
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 (２) 一般介護予防事業 

   一般介護予防事業は、高齢者を年齢や心身の状況等によって分け隔てることなく、

住民運営の通いの場を充実させ、人と人とのつながりを通じて、参加者や通いの場が

継続的に拡大していくような地域づくりを推進するとともに、地域においてリハビリ

テーション専門職等を活かした自立支援に資する取り組みを推進し、要介護状態にな

っても、生きがいや役割をもって生活できる地域の実現を目指すことを目的として、

介護予防・日常生活支援総合事業に位置づけるものです。 

 

  ① 介護予防把握事業 

    地域のネットワークを通して情報を把握するとともに、保健予防担当や教育委員

会等からの情報、医療機関からの情報提供などにより、閉じこもり等の何らかの支

援を要する方を把握し、介護予防活動などの必要な支援へつなげるために、地域や

関係機関とのネットワークの強化を図り、必要な情報がタイムリーに入るような体

制づくりを行っていきます。 

 

  ② 介護予防普及啓発事業 

    介護予防に資するため、パンフレット等を活用した基本的な知識の普及啓発や介

護予防に関する運動教室や講座を開催する事業です。 

    現在開催している「いきいき元気教室」及び「地域まるごと元気アッププログラ

ム（まる元）」について今後も継続的に開催し、生活習慣病予防や介護予防、健康

に関する正しい知識や、転倒予防に関する知識について、健康運動指導士等による

普及活動を実施しながら、一人でも多くの方に介護予防の重要性について知ってい

ただくよう、意識啓発に努めます。 

 

  ③ 地域介護予防活動支援事業 

    介護予防事業を普及させるため、「ゆるゆるやれる、地域まるごと元気アッププ

ログラム（ゆる元体操）」等の介護予防に資する体操の実施・普及啓発など、地域

における住民主体の通いの場を充実させるための支援を行います。 

    また、地域活動組織等への介護予防に対する取り組みの紹介や、介護予防や認知

症に対する知識を有し、地域でボランティアリーダーとして活動できる人材育成の

研修等を通じて、地域における自発的な介護予防に資する活動の育成・支援を行い

ます。 

 

  ④ 地域リハビリテーション活動支援事業 

    地域における介護予防の取り組みを機能強化するために、通所、訪問、地域ケア

会議、サービス担当者会議、住民運営の通いの場等へのリハビリテーション専門職

等の関与を促進します。 
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⑤ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施 

高齢者は、慢性疾患・認知機能の低下・社会参加の機会減少等により、身体機能

の低下、いわゆるフレイル状態になりやすい傾向にあることから、細やかな健康状

態のチェックにより生活習慣病等の疾病の重症化を予防し、高齢者の保健事業と介

護予防を一体的に実施することが必要となります。 

高齢者ができる限り住み慣れたまちで過ごすことができるよう、医療・介護・健

診等で得られた各データの分析から高齢者の健康状態を多角的に把握し、必要に応

じて個別の支援や介護予防・通いの場等の参加を促すなどして、自立支援・重症化

予防を推進します。 

 

 
 

 

２ 高齢者在宅福祉支援サービスの充実 

  すべての高齢者が住み慣れた地域で自立して暮らせるよう、介護サービスのみならず

在宅福祉支援サービスの充実を図ります。 

  なお、令和３年度から令和５年度における在宅福祉支援サービスについては、一年分

の見込みを試算しています。 

 

 

 

 

 

 

 

●一般介護予防事業

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

実施回数 45回 42回 39回 46回 46回 46回

実人員 42人 39人 36人 40人 40人 40人

延べ人数 743人 581人 565人 740人 740人 740人

実施回数 48回 43回 42回 48回 48回 48回

実人員 49人 52人 45人 50人 55人 60人

延べ人数 1,420人 1,396人 1,406人 1,560人 1,716人 1,872人

27人 0人 24人 0人 30人 0人

1団体 1団体 1団体 1団体 1団体 1団体

0人 0人 0人 0人 1人 1人

※ 　利用者数と回数は、１年間の見込数

区　分
第７期計画実績値(R02は見込) 第８期計画見込値

リハビリテーション専
門職派遣人数

いきいき元気教室

地域まるごと元気アッププログラム

介護予防普及啓発事業

地域介護予防活動支援事業

介護予防ボランティ
アリーダー人材育成
ゆる元体操実施団
体数

地域リハビリテーション活動支援事業
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 (１) 軽度生活援助事業 

   軽度生活援助事業は、外出時の付き添い、家周りの手入れ、又は除雪サービス等の

日常生活上軽易な援助を行うサービスであり、今後も利用者が増えることが見込まれ

ることから、サービス提供体制の充実に努めるとともに、支援を必要としている人が

適切なサービスを利用できるよう、利用者数を見込みました。 

 

 
 

 (２) 生活管理指導員派遣事業 

   生活管理指導員派遣事業は、基本的な生活習慣及び対人関係の構築等の支援、指導

並びに関係機関との連絡調整が必要な時に利用できることから、引き続き支援を必要

としている人が適切なサービスを利用できるよう、利用者数を見込みました。 

 

 
 

 (３) 生活管理指導短期宿泊事業 

   生活管理指導短期宿泊事業は、生活習慣等の指導及び体調の調整が必要なときに利

用することができることから、引き続き支援を必要としている人が適切なサービスを

利用できるよう、利用者数を見込みました。 

 

 
 

 

 

 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

実人員 0人 0人 0人 10人 10人 10人

サービス回数 0回 0回 0回 10回 10回 10回

実人員 48人 36人 36人 60人 60人 60人

サービス回数 365回 180回 360回 480回 480回 480回

●軽度生活援助事業

第７期計画実績値(R02は見込) 第８期計画見込値
区　分

軽作業

除　雪

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

実人員 0人 0人 0人 1人 1人 1人

サービス回数 0回 0回 0回 12回 12回 12回

●生活管理指導員派遣事業

区　分
第７期計画実績値(R02は見込) 第８期計画見込値

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

実人員 0人 0人 0人 1人 1人 1人

サービス回数 0回 0回 0回 1回 1回 1回

サービス日数 0日 0日 0日 7日 7日 7日

●生活管理指導短期宿泊事業

区　分
第７期計画実績値(R02は見込) 第８期計画見込値

第４章 計画の基本的な考え方と施策の推進 
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 (４) 生きがい活動支援通所事業 

   生きがい活動支援通所事業は、要介護認定者以外の高齢者等に対して、上浦幌公民

館生きがい活動室やデイサービスセンターにおいて、日常生活訓練、趣味活動、入浴

及び給食サービスを行っており、引き続きサービス提供体制の充実を図りながら、実

施します。 

 

   
 

 (５) 通院等支援サービス事業 

   通院等支援サービス事業は、要介護認定者のうち要介護３・４・５に認定された方

で、日常生活において寝たきり又は車いす等でストレッチャー付き又は車いす対応特

殊車両を利用しなければ、医療機関等の通院、入退院及び転院等の移動が困難な方、

又は認知症を発症し日常生活自立度の判定結果が「Ⅲa」から「Ｍ」であり、かつ一

人暮らしの高齢者又は高齢者のみの世帯で、単独では公共交通機関の利用が困難であ

る方に対して、移送サービスを提供します。 

   また、特殊車両等の運行ができないなど、介護タクシーを利用しなければ通院等が

できない場合に、実際に支払った介護タクシーの交通費の額を助成します。 

   今後も、移送サービスの提供体制の充実を図りながら、引き続き支援を必要として

いる人が適切なサービスを利用できるよう、利用者数を見込みました。 

 

 
 

 (６) 給食サービス事業 

   給食サービス事業は、町内の仕出屋で調製された弁当を宅配し、その際に利用者の

安否を確認する「ふれあい給食」事業と、退院直後など食事の仕度が困難な方を対象

に、特別養護老人ホームはまなす園で栄養管理がされた食事を訪問介護員が宅配し、

その際に利用者の安否を確認する「いたわり給食」事業を実施しており、食事を作る

ことが困難で支援が必要なときにサービスを提供します。 

   「ふれあい給食」及び「いたわり給食」のいずれも需要が増加しており、特に「い

たわり給食」については、高齢者のニーズが複雑化しており、病態にあわせた食事及

び見守りの提供を必要とする高齢者が増加していることを踏まえ、栄養管理が必要な

高齢者の在宅生活を支援するため、利用期間や利用条件の緩和について検討します。 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

実人員 10人 7人 7人 10人 12人 14人

延べ利用回数 365回 297回 259回 480回 576回 672回

●生きがい活動支援通所事業

区　分
第７期計画実績値(R02は見込) 第８期計画見込値

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

実人員 13人 10人 9人 10人 10人 10人

利用回数 129回 90回 50回 84回 84回 84回

交通費助成利用者 2人 1人 2人 3人 3人 3人

交通費助成額 10,500円 16,100円 46,500円 90,000円 90,000円 90,000円

●通院等支援サービス事業

区　分
第７期計画実績値(R02は見込) 第８期計画見込値
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   また、「悠ゆうクラブ」や「心友愛会」など、各地域のボランティアによる給食サ

ービスが行われており、定期的に開催しているこの活動に対し、引き続き支援すると

ともに、引きこもり対策や介護予防に資する有効な集いの場を身近な会館などで開催

することができるよう、生活支援コーディネーターと連携しながら事業の拡大を目指

します。 

 

 
 

 (７) 緊急通報装置貸与事業 

   緊急通報装置貸与事業は、一人暮らしの高齢者又は高齢者のみの世帯で、日常生活 

上注意を要する方の緊急時における通報が容易にできるよう、ボタン一つで 24時間

緊急の連絡がとれる電話機や火災報知機などのセンサーを一式として貸与するサービ

スです。 

   また、緊急通報装置の貸与事業に加え、一人暮らしの高齢者又は同居している家族

がいても、仕事などで長時間一人になってしまう高齢者等で、よりきめ細かい安否確

認を必要とする世帯に対して、人感センサーと連携した緊急通報装置を設置してライ

フリズムを見守ることにより、事故や行方不明となることを未然に防止する事業を実

施します。 

 

 
 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業者数 1事業者 1事業者 1事業者 1事業者 2事業者 2事業者

利用者数 35人 34人 45人 50人 60人 70人

配食数 889食 1,422食 1,440食 1,600食 1,900食 2,200食

事業者数 1事業者 1事業者 1事業者 1事業者 1事業者 1事業者

利用者数 2人 1人 6人 15人 17人 20人

配食数 27食 30食 300食 450食 510食 600食

団体数 2団体 2団体 2団体 2団体 2団体 2団体

利用者数 39人 33人 17人 35人 40人 45人

配食数 644食 517食 116食 630食 720食 810食

その他(ボラ
ンティア等）

いたわり

ふれあい

区　分
第７期計画実績値(R02は見込) 第８期計画見込値

●給食サービス事業

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

61台 61台 61台 61台 63台 65台

うち人感
センサー付

0台 0台 0台 10台 10台 12台

615台 517台 505台 610台 630台 650台

うち人感
センサー付

0台 0台 0台 100台 100台 120台

84.0% 70.6% 69.0% 83.3% 83.3% 83.3%

第７期計画実績値(R02は見込)
区　分

稼働率

年間利用台数

台　数

●緊急通報装置貸与事業

第８期計画見込値

第４章 計画の基本的な考え方と施策の推進 
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(８) 在宅高齢者見守り訪問等事業 

在宅高齢者見守り訪問等事業は、訪問員の自宅への訪問や電話により高齢者の安否

確認、健康状態の聞き取り等を行うサービスであり、軽度生活援助事業から令和元年

10月に対象者を拡充し、本事業に移行したことから、引き続き事業の普及啓発を行

いながら見守り体制の充実に努めます。 

 

  
 

 (９) 福祉有償運送事業 

   福祉有償運送事業は、要介護等認定者や身体障がい者など、一人では公共交通機関

を利用することが困難な移動制約者に対して、ドア・ツー・ドアの個別移送サービス

を提供する事業です。 

   今後も移動制約者は増えることが見込まれており、福祉有償運送がより一層安全・

安心な輸送サービスが提供できるよう、福祉有償運送運営協議会の充実を図りながら

推進します。 

 

 
 

 

３ 家族介護支援サービスの充実 

  持続可能な介護保険制度の実現に向けて、在宅介護者の支援を重点的に進めます。 

  多様な家族介護を支える仕組みづくりとともに、地域住民同士が支え合い、見守り合

う地域社会の構築をめざします。 

 

 (１) 家族介護支援特別事業 

   在宅で介護を行っている家族等に対して、次の支援事業を行い、身体的、精神的及

び経済的な負担の軽減を図るとともに、要介護高齢者等の在宅生活の継続を支援する

ことを目的に、実施します。 

 

  ① 家族介護用品給付事業（介護用品券の交付） 

    要介護３・４・５と認定された高齢者を在宅において介護する家族であって、同

居する家族全員の住民税が非課税の場合に四半期ごとに３万円分、年額 12万円分

の介護用品との引き換えができる券を交付します。 

  

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

実人員 44人 55人 61人 65人 70人 75人

サービス回数 463回 488回 600回 780回 840回 900回

区　分
第７期計画実績値(R02は見込) 第８期計画見込値

在宅高齢者見守り訪問等事業

●在宅高齢者見守り訪問等事業

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業者数 2事業所 2事業所 2事業所 2事業所 2事業所 2事業所

区　分
第７期計画実績値(R02は見込) 第７期計画見込値

●福祉有償運送事業
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  ② 家族介護慰労事業（慰労金の支給） 

    要介護４・５と認定された高齢者を在宅において介護する家族であって、過去１

年間に当該高齢者が居宅介護サービス（居住系サービスを除く）以外の介護サービ

スを利用していない場合に、年額５万円の慰労金を支給します。 

 

 
 

 (２) 敬老祝金の贈呈 

   高齢者の長寿を祝福するとともに、社会に貢献した労をねぎらうため、年齢 88歳

に達した方は３万円、100歳に達した方には 10万円の敬老祝金を贈呈します。 

 

 
 

 (３) 在宅介護実態調査 

   在宅介護実態調査は、次期介護保険事業計画の策定において、これまでの地域包括

ケアシステムの構築という観点に加え、介護離職をなくしていくためにはどのような

サービスが必要かといった観点を盛り込むため、高齢者等の適切な在宅生活の継続と

家族等介護者の就労継続の実現に向けた介護サービスの在り方を検討することを目的

として、主に在宅で要支援・要介護認定を受けている方を対象に調査を実施します。  

●家族介護用品給付事業

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

対象者数 17人 15人 16人 20人 20人 20人

給付額 1,369,000円 1,146,000円 1,257,000円 2,400,000円 2,400,000円 2,400,000円

第７期計画実績値(R02は見込) 第８期計画見込値
区　分

●家族介護慰労事業

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

対象者数 6人 8人 8人 15人 15人 15人

支給額 300,000円 400,000円 400,000円 750,000円 750,000円 750,000円

第８期計画見込値
区　分

第７期計画実績値(R02は見込)

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

米寿（88歳） 46人 44人 53人 42人 55人 55人

100歳 2人 0人 2人 6人 5人 8人

贈呈額 1,580,000円 1,320,000円 1,790,000円 1,860,000円 2,150,000円 2,450,000円

●敬老祝金贈呈

区　分
第７期計画実績値(R02は見込) 第８期計画見込値

第４章 計画の基本的な考え方と施策の推進 
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 介護保険制度は、介護が必要となった人を社会全体で支える仕組みとして、平成 12年

度に創設されました。被保険者は、介護保険料を納めることにより、介護が必要になった

ときに要介護認定を受けるとサービスを利用できる仕組みです。 

 利用できるサービスは下記のとおりですが、認定された要介護度によっては、利用でき

ないサービスもあります。 

 

 【居宅サービス】 

  ●自宅を訪問してもらう（訪問系） 

   ・ホームヘルパーの訪問（訪問介護） 

   ・入浴チームの訪問（訪問入浴介護） 

   ・看護師などの訪問（訪問看護） 

   ・リハビリの専門職の訪問(訪問リハビリテーション) 

   ・医師、歯科医師、薬剤師、管理栄養士、歯科衛生士等による指導（居宅療養 

管理指導） 

  ●日帰りで施設に通う（通所系） 

   ・デイサービスセンターなどへの通所（通所介護） 

   ・老人保健施設などへの通所(通所リハビリテーション) 

  ●施設に短期間泊まる（ショートステイ） 

   ・特別養護老人ホーム（短期入所生活介護） 

   ・老人保健施設・病院等（短期入所療養介護） 

  ●在宅での生活環境を整える 

   ・車いす・杖・ベッドなどを借りる（福祉用具貸与） 

   ・入浴・排泄などに関する用具の購入（特定福祉用具販売） 

   ・手すりの取り付けや段差の解消（住宅改修） 

  ●入居先を自宅とみなすサービス（居住系） 

   ・養護老人ホーム、有料老人ホームなどでの介護（特定施設入居者生活介護） 

  ●サービス利用計画の作成（介護予防支援・居宅介護支援） 

 【地域密着型サービス】 

  ・認知症の人を対象としたグループホームで生活（認知症対応型共同生活介護） 

  ・デイサービスセンターなどへの通所（地域密着型通所介護） 

  ・施設への通い・宿泊と利用者の自宅への訪問を組み合わせ（小規模多機能型居 

   宅介護） 

 【施設サービス】 

  ・特別養護老人ホームへ入所（介護老人福祉施設） 

  ・介護老人保健施設へ入所（介護老人保健施設） 

  ・長期療養のための医療機関へ入院（介護療養型医療施設、介護医療院） 

 

 

 

 第８期の介護保険事業においては、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期ま

で続けることができるよう、「医療」・「介護」・「介護予防」・「住まい」・「生活支援」が一

体的に提供される地域包括ケアシステムについて、地域における高齢化の状況や中長期的

な介護ニーズの変化を踏まえ推進・深化していくことが重要となっています。 

 このため、介護保険制度の安定的な運営の維持や効果的な介護予防による自立支援・重

基本目標Ⅳ 介護サービス等の充実 



 
- 79 - 

 

度化防止に取り組み、制度の持続可能性の確保に努めるともに、地域にある社会資源を効

率的かつ効果的に活用しながら、医療・介護・福祉の連携の推進、地域共生社会の実現に

向けた取り組みの推進を通してサービスの充実を図ります。 

 

 

１ 居宅サービスの充実 

 (１) 訪問介護 

   訪問介護は、利用者の居宅にホームヘルパー等が訪問し、入浴・排せつ・食事の介

助などの身体介護や買い物、洗濯、掃除などの家事援助を行うもので、居宅介護にお

ける中心的なサービスとして位置付けられています。 

   なお、介護予防訪問介護は、制度改正により平成 28年３月から地域支援事業の介護

予防・日常生活支援総合事業へ移行しています。 

 

 
 

 (２) 訪問入浴介護・介護予防訪問入浴介護 

   訪問入浴介護は、利用者の居宅に移動入浴車などの入浴設備を持ち込み、入浴・洗

髪の介助や心身機能の維持・確認を行うものです。 

   

 
 

 
 (３) 訪問看護・介護予防訪問看護 

   訪問看護は、主治医の指示書に基づき、看護師などが家庭を訪問して療養生活の支

援又は必要な診療補助を行うサービスです。 

   町外事業所により緊急往診や看取りを実施するサービスの 24時間提供体制が整っ

ており、医療機関等と連携を図り、今後もサービス提供体制の整備をしていきます。 

 

 

 

●訪問介護（要介護１～５）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 24人 24人 25人 27人 30人 34人 36人 

（単位：人／月）

令和７年度区　分
第７期計画実績値(R2は見込) 第８期計画見込値

●訪問入浴介護（要介護１～５）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

（単位：人／月）

令和７年度区　分
第７期計画実績値(R2は見込) 第８期計画見込値

●介護予防訪問入浴介護（要支援１・２）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

区　分
第７期計画実績値(R2は見込) 第８期計画見込値

（単位：人／月）

令和７年度

●訪問看護（要介護１～５）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 14人 16人 27人 29人 31人 33人 35人 

（単位：人／月）

令和７年度区　分
第７期計画実績値(R2は見込) 第８期計画見込値

●介護予防訪問看護（要支援１・２）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 3人 4人 6人 7人 8人 9人 10人 

区　分
第７期計画実績値(R2は見込) 第８期計画見込値

（単位：人／月）

令和７年度
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 (４) 訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーション 

   訪問リハビリテーションは、主治医の指示書に基づき、居宅において理学療法、作

業療法その他必要なリハビリテーションを行い、日常生活を送るために必要な心身の

機能の維持回復を図ることを目的としたサービスです。 

   管内の医療機関等と連携を図り、サービス提供体制の整備をしていきます。 

 

 

 
 

(５) 居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導 

   居宅療養管理指導は、病院、診療所または薬局の医師、歯科医師、薬剤師、歯科衛

生士、管理栄養士等が自宅を訪問して行う療養上の管理と指導等を行うサービスです。 

   令和２年８月から町内で事業を開始した事業所があり、薬剤師による配薬管理・指

導等を受けることができます。 

 

 

 
 

 (６) 通所介護 

   通所介護は、利用者が通所介護事業所（デイサービスセンター等）に通所し、食事

や入浴などの日常生活上の世話を受けるほか、機能訓練や社会交流による日常生活能

力の維持を図ることを目的としたサービスです。 

   なお、介護予防通所介護は、制度改正により平成 28年３月から地域支援事業の介護

予防・日常生活支援総合事業へ移行しています。 

 

 
 

 (７) 通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション 

   通所リハビリテーションは、利用者が病院や介護老人保健施設などに通所し、心身

機能の維持回復を目的に、理学療法士や作業療法士の指導の下で専門的なリハビリテ

●訪問リハビリテーション（要介護１～５）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 12人 6人 4人 4人 4人 4人 4人 

（単位：人／月）

令和７年度区　分
第７期計画実績値(R2は見込) 第８期計画見込値

●介護予防訪問リハビリテーション（要支援１・２）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 2人 3人 4人 4人 4人 4人 4人 

（単位：人／月）

令和７年度区　分
第７期計画実績値(R2は見込) 第８期計画見込値

●居宅療養管理指導（要介護１～５）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 13人 15人 34人 35人 36人 37人 37人 

（単位：人／月）

令和７年度区　分
第７期計画実績値(R2は見込) 第８期計画見込値

●介護予防居宅療養管理指導（要支援１・２）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 0人 1人 0人 1人 1人 2人 2人 

（単位：人／月）

令和７年度区　分
第７期計画実績値(R2は見込) 第８期計画見込値

●通所介護（要介護１～５）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 68人 59人 56人 57人 59人 62人 64人 

区　分
第７期計画実績値(R2は見込) 第８期計画見込値

（単位：人／月）

令和７年度
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ーションを受け、送迎・入浴・食事等のサービスも受けられるサービスです。 

現在は町内に事業所がなく、町外事業所を利用するのみであることから、管内の医

療機関等と連携を図り、町内におけるサービス提供体制の整備を進めます。 

 

 

 
 

 (８) 短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護 

   短期入所生活介護は、介護老人福祉施設等に短期入所しながら、入浴・排せつ・食

事等の介護や日常生活上の世話や機能訓練を行うサービスです。 

 

 

 
 

 (９) 短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護 

   短期入所療養介護は、介護老人保健施設や介護療養型医療施設などに入所しながら、

医学的な管理のもとで、看護介護、リハビリを行い、日常生活上の世話や機能訓練な

どを行うサービスです。 

 

 

 

 

●通所リハビリテーション（要介護１～５）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 4人 4人 5人 6人 6人 6人 6人 

区　分
第７期計画実績値(R2は見込) 第８期計画見込値

（単位：人／月）

令和７年度

●介護予防通所リハビリテーション（要支援１・２）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 0人 0人 0人 0人 1人 1人 1人 

（単位：人／月）

令和７年度区　分
第７期計画実績値(R2は見込) 第８期計画見込値

●短期入所生活介護（要介護１～５）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 14人 13人 13人 14人 15人 17人 18人 

（単位：人／月）

令和７年度区　分
第７期計画実績値(R2は見込) 第８期計画見込値

●介護予防短期入所生活介護（要支援１・２）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

（単位：人／月）

令和７年度区　分
第７期計画実績値(R2は見込) 第８期計画見込値

●短期入所療養介護(老健)（要介護１～５）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 2人 2人 3人 3人 3人 3人 3人 

令和７年度

（単位：人／月）

区　分
第７期計画実績値(R2は見込) 第８期計画見込値

●介護予防短期入所療養介護(老健)（要支援１・２）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

令和７年度

（単位：人／月）

区　分
第７期計画実績値(R2は見込) 第８期計画見込値

●短期入所療養介護(病院等)（要介護１～５）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

区　分
第７期計画実績値(R2は見込) 第８期計画見込値

（単位：人／月）

令和７年度
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 (10) 福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与 

   福祉用具貸与は、利用者が日常生活を営むために、心身の状況や環境に応じて適切

な福祉用具を選定・貸与を受けるものです。 

   要支援者（要支援１・要支援２）及び要介護１の方については、特殊寝台、車いす、

床ずれ防止用具、体位変換器、認知症老人徘徊感知器及び移動用リフト等について、

状態像から使用が想定しにくいことから保険給付の対象外となっていますが、町では、

疾病その他の原因から、医師の医学的な所見に基づき、その必要性が認められた場合

は、当該福祉用具についても貸与し、保険給付の対象にすることとしています。 

 

 

 
 

 (11) 特定福祉用具購入費・特定介護予防福祉用具購入費 

   住み慣れた自宅で自立した生活ができるよう、排せつや入浴に使われる５種類の特

定福祉用具の購入費について、年間 10万円を上限として支給するサービスです。 

   利用者の状態に合ったサービス利用につながるよう、事業所等との連携を図ります。 

 

 

 
 

 (12) 住宅改修費・介護予防住宅改修 

   転倒防止や自立しやすい生活環境を整えるため、自宅の段差解消や手すりの取り付

け等小規模な住宅の改修をした場合に、その費用の一部の支給を行うサービスです。 

   ケアマネージャーや住宅改修業者に制度の周知を図るとともに改修内容についても

確認し、適切な改修が行われるよう適正化に努めます。 

 

●介護予防短期入所療養介護(病院等)（要支援１・２）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

区　分
第７期計画実績値(R2は見込) 第８期計画見込値

令和７年度

（単位：人／月）

●福祉用具貸与（要介護１～５）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 64人 63人 67人 69人 72人 74人 76人 

区　分
第７期計画実績値(R2は見込) 第８期計画見込値

（単位：人／月）

令和７年度

●介護予防福祉用具貸与（要支援１・２）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 21人 22人 20人 20人 21人 21人 22人 

区　分
第７期計画実績値(R2は見込) 第８期計画見込値

（単位：人／月）

令和７年度

●特定福祉用具購入費（要介護１～５）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 1人 0人 2人 2人 2人 3人 3人 

区　分
第７期計画実績値(R2は見込) 第８期計画見込値

（単位：人／月）

令和７年度

●特定介護予防福祉用具購入費（要支援１・２）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 1人 1人 2人 2人 2人 2人 2人 

区　分
第７期計画実績値(R2は見込) 第８期計画見込値

（単位：人／月）

令和７年度
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 (13) 特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生活介護 

   特定施設（養護老人ホーム等）に入居している方に対して、入浴・排せつ・食事等

の介護などの日常生活上の支援、機能訓練及び療養生活の支援を行うサービスです。 

    

 

 
 

 (14) 居宅介護支援・介護予防支援 

   介護サービスの適切な利用ができるよう、利用者、家族等に各種サービスの情報の

提供を行い、居宅サービス計画（ケアプラン）を作成するとともに、計画に基づくサ

ービスが適切に提供されるよう、サービス提供事業所との連絡調整、実施状況の把握・

評価等を行うサービスです。 

  居宅介護支援は要介護１～５の方、介護予防支援は要支援１・２の方を対象として

います。 

 

 

 
 

 

  

●住宅改修費（要介護１～５）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 1人 1人 3人 3人 3人 3人 3人 

区　分
第７期計画実績値(R2は見込) 第８期計画見込値

令和７年度

（単位：人／月）

●介護予防住宅改修費（要支援１・２）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 1人 1人 0人 1人 1人 1人 2人 

区　分
第７期計画実績値(R2は見込) 第８期計画見込値

（単位：人／月）

令和７年度

●特定施設入居者生活介護（要介護１～５）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 32人 31人 29人 30人 31人 32人 33人 

区　分
第７期計画実績値(R2は見込)

令和７年度

（単位：人／月）

第８期計画見込値

●介護予防特定施設入居者生活介護（要支援１・２）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 1人 2人 2人 2人 3人 3人 3人 

区　分
第７期計画実績値(R2は見込) 第８期計画見込値

（単位：人／月）

令和７年度

●居宅介護支援（要介護１～５）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 113人 115人 116人 119人 122人 125人 128人 

令和７年度区　分
第７期計画実績値(R2は見込) 第８期計画見込値

（単位：人／月）

●介護予防支援（要支援１・２）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 23人 23人 23人 25人 27人 30人 32人 

令和７年度区　分
第７期計画実績値(R2は見込) 第８期計画見込値

（単位：人／月）
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２ 地域密着型サービスの充実 

 (１) 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

   重度者を始めとした要介護高齢者の在宅生活を支えるため、日中・夜間を通じて、

訪問介護と訪問看護が密接に連携しながら、短時間の定期巡回型訪問と随時の対応を

行うサービスです。 

 

 
 

 (２) 夜間対応型訪問介護 

   夜間において、定期的な巡回訪問もしくは通報を受けて、介護福祉士などにより、

入浴・排せつ・食事等の介護などの日常生活上の支援を提供するサービスです。 

 

 
 

 (３) 認知症対応型通所介護・介護予防認知症対応型通所介護 

   認知症高齢者がデイサービスセンターなどの施設に通い、入浴・排せつ・食事等の

介護や日常生活上の支援と機能訓練を行うサービスです。 

 

 

 
 

 (４) 小規模多機能型居宅介護・介護予防小規模多機能型居宅介護 

   小規模な施設で「通い」、「訪問」、「泊まり」などの機能を利用者の視点に立って複

合的に組み合わせ、居宅又は施設において、入浴・排せつ・食事等の介護や日常生活

上の支援と機能訓練を提供するサービスです。 

 

 

●定期巡回・随時対応型訪問介護看護（介護１～５）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 1人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

区　分

（単位：人／月）

令和７年度
第７期計画実績値(Ｒ２は見込) 第８期計画見込値

●夜間対応型訪問介護（介護１～５）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

（単位：人／月）

令和７年度区　分
第７期計画実績値(Ｒ２は見込) 第８期計画見込値

●認知症対応型通所介護（介護１～５）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 17人 19人 21人 22人 23人 24人 24人 

（単位：人／月）

令和７年度区　分
第７期計画実績値(Ｒ２は見込) 第８期計画見込値

●介護予防認知症対応型通所介護（要支援１・２）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 0人 0人 0人 1人 1人 1人 1人 

（単位：人／月）

令和７年度区　分
第７期計画実績値(Ｒ２は見込) 第８期計画見込値

●小規模多機能型居宅介護（介護１～５）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

（単位：人／月）

区　分 令和７年度
第７期計画実績値(Ｒ２は見込) 第８期計画見込値
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 (５) 認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護 

   身近な地域で、比較的安定状況にある認知症高齢者が共同で生活し、家庭的な雰囲

気のなかで、入浴・排せつ・食事等の介護や日常生活の支援、機能訓練を受けること

により、認知症の進行の防止に努めるサービスです。 

 

 

 
 

 (６) 地域密着型特定施設入居者生活介護 

   地域密着型特定施設に入居している方を対象として、入浴・排せつ・食事等の介護

などの日常生活上の支援と機能訓練を提供するサービスです。 

 

 
  

(７) 地域密着型介護老人福祉施設 

   地域密着型介護老人福祉施設は、入所定員が 29人以下の施設で、常時介護を必要と

する方が、自宅における介護が困難な場合に利用されるものです。入浴・排せつ・食

事・着替えなどの日常生活の支援のほか、機能訓練、療養生活などの支援を提供する

サービスです。 

 
 

 (８) 看護小規模多機能型居宅介護 

   小規模多機能型居宅介護と訪問看護など、複数の居宅サービスや地域密着型サービ

スを組み合わせて提供するサービスです。 

 

●介護予防小規模多機能型居宅介護（要支援１・２）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

令和７年度

（単位：人／月）

区　分
第８期計画見込値第７期計画実績値(Ｒ２は見込)

●認知症対応型共同生活介護（介護１～５）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 21人 21人 23人 23人 24人 25人 26人 

（単位：人／月）

区　分
第７期計画実績値(Ｒ２は見込) 第８期計画見込値

令和７年度

●介護予防認知症対応型共同生活介護（要支援１・２）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

令和７年度
第７期計画実績値(Ｒ２は見込) 第８期計画見込値

（単位：人／月）

区　分

●地域密着型特定施設入居者生活介護（介護１～５）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 10人 9人 10人 10人 11人 11人 12人 

（単位：人／月）

令和７年度区　分
第７期計画実績値(Ｒ２は見込) 第８期計画見込値

●地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護（介護１～５）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

区　分
第７期計画実績値(Ｒ２は見込) 第８期計画見込値

（単位：人／月）

令和７年度
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 (９) 地域密着型通所介護 

   デイサービスセンターに通い、介護予防を目的に入浴・排せつ・食事等の介護など

の日常生活上の支援や、介護、日常生活を想定した運動機能の向上や栄養改善のため

の指導等の機能訓練を行う利用定員が 18人以下の事業所サービスです。 

 

 
 

３ 施設サービスの充実 

 (１) 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

   常に介護が必要で、自宅において介護が困難な方に、入浴・排せつ・食事等の日常

生活の介護などを行うサービスです。 

 

 
 

 (２) 介護老人保健施設 

   症状が安定し、在宅復帰を目指すためのリハビリテーションを中心とした介護を必

要とする方を対象とした施設です。医学的な管理のもとでのリハビリテーションなど

を受けられるサービスです。 

 

 
 

 (３) 介護療養型医療施設（療養型病床・病院等） 

   長期的な療養を必要とする方に、療養上の管理、看護、医学的管理の下における介

護、機能訓練、その他必要な医療を行うサービスです。 

   介護療養型医療施設は、令和５年度末までに介護医療院等に順次移行することして

廃止が決定しています。 

 

 

●看護小規模多機能型居宅介護（介護１～５）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

区　分
第７期計画実績値(Ｒ２は見込) 第８期計画見込値

令和７年度

（単位：人／月）

●地域密着型通所介護（介護１～５）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 2人 3人 3人 3人 3人 3人 3人 

区　分
第７期計画実績値(Ｒ２は見込) 第８期計画見込値

（単位：人／月）

令和７年度

●介護老人福祉施設(特別養護老人ホーム)（要介護１～５）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 55人 55人 54人 56人 58人 60人 62人 

（単位：人／月）

第８期計画見込値第７期計画実績値(Ｒ２は見込)
区　分 令和７年度

●介護老人保健施設（要介護１～５）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 21人 24人 25人 27人 28人 29人 30人 

区　分
第７期計画実績値(Ｒ２は見込)

令和７年度
第８期計画見込値

（単位：人／月）

●介護療養型医療施設（要介護１～５）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

令和７年度区　分
第７期計画実績値(Ｒ２は見込) 第８期計画見込値

（単位：人／月）
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 (４) 介護医療院 

   介護医療院は、今後増加が見込まれる長期的な医療と介護のニーズを併せ持つ高齢

者の受け皿を確保するため、「日常的な医学管理」や「看取りやターミナルケア」等

の医療機能と「生活施設」としての機能を兼ね備える新たな介護保険施設です。 

 

 
 

 

４ 介護保険サービスの利用の円滑化に向けた取り組み 

 (１) 低所得者の負担軽減 

   介護サービスが必要でありながら、経済的な理由で利用できなかったり、制限され

たりすることがないよう、個別の事情に応じた利用者負担の軽減策を実施しています。 

   今後も、経済的な理由で必要なサービスを受けられないことがないよう、引き続き、

低所得者の経済的負担軽減策を実施していくとともに、各種制度についての周知を図

ります。 

 なお、高額介護（介護予防）サービス費及び特定入所者介護サービス費等について

は、令和３年８月から下記のとおり制度改正が見込まれていることから、推計額につ

いては、本来の見込値から令和３年８月からの制度改正による影響額を考慮した額と

なります。 

 

●財政への影響を考慮する介護保険の改正（令和３年８月改正予定） 

 

①高額介護（予防）サービス費等の見直し 

…一定以上の所得がある被保険者を含む世帯（年収 770 万円～1,160 万円、年収

1,160万円以上）について、高額介護（予防）サービス費の世帯上限額を見直し、

能力に応じた負担を求めるもの。 

 

②特定入所者介護サービス費等の見直し 

…第３段階（非課税世帯）の被保険者について、負担段階を細分化(「本人の年金

収入が 120 万円超」の世帯段階を新設)するほか、預貯金資産の基準を所得段階

に応じて引き下げ、能力に応じた負担を求めるもの。 

 

 

  ① 高額介護（介護予防）サービス費給付 

    介護保険のサービスに対して支払った１か月ごとの利用者負担（原則１割負担

分）の合計が、世帯の所得状況等により設定された一定の上限を超えた場合、超え

た分を高額介護サービス費として支給します。 

 

 

●介護医療院（要介護１～５）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

（単位：人／月）

区　分
第７期計画実績値(Ｒ２は見込) 第８期計画見込値

令和７年度
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  ② 高額医療・高額介護合算制度 

    医療保険と介護保険の両方の自己負担を合算し、世帯の所得状況等により設定さ

れた一定の上限を超えた場合、超えた分を高額医療合算介護サービス費として支給

します。 

 
 

  ③ 特定入所者介護（介護予防）サービス費給付 

    施設サービスの居住費や食費等の利用者負担額が、世帯の所得状況等により設定

された利用限度額を超えた場合に、超えた分を特定入所者介護サービス費として支

給します。 

 

 
 

 (２) 要支援・要介護認定の平準化と迅速化 

   訪問調査員に対して研修会への参加促進と十分な指導を行うなど、適正な認定調査

が行われるよう努めるとともに、認定手続きの一層の迅速化を図ります。 

 

 

５ 介護給付等の適正化 

  介護保険事業を適正に運営していくため、介護給付等費用適正化計画を下記のとおり

策定し、介護給付等の適正化への取り組みを推進します。 

 

 

平成30年度 令和元年度 令和２年度

12,890,228円 13,591,242円 14,500,000円

令和３年度 令和４年度 令和５年度

計画見込値 15,000,000円 15,500,000円 16,000,000円 16,500,000円

制度改正に伴う影響額 △36,204 円 △56,116 円 △57,927 円 △59,737 円

影響後の額 14,963,796円 15,443,884円 15,942,073円 16,440,263円

●高額介護サービス費

第７期計画実績値(R２は見込)

第８期計画見込値
令和７年度

区　分

保険給付額

平成30年度 令和元年度 令和２年度

2,006,509円 1,955,442円 1,600,000円

令和３年度 令和４年度 令和５年度

2,100,000円 2,200,000円 2,300,000円 2,400,000円

令和７年度

●高額医療合算介護サービス費

第７期計画実績値(R2は見込)
区　分

保険給付額
第８期計画見込値

●特定入所者介護サービス費等

平成30年度 令和元年度 令和２年度

34,367,960円 36,021,577円 35,400,000円

令和３年度 令和４年度 令和５年度

計画見込値 38,000,000円 41,000,000円 44,000,000円 46,000,000円

制度改正に伴う影響額 △4,718,615 円 △7,632,886 円 △8,191,390 円 △8,561,775 円

影響後の額 33,281,385円 33,367,114円 35,808,610円 37,438,225円

区　分

保険給付額

第７期計画実績値(R2は見込)

第８期計画見込値
令和７年度
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 (１) 介護給付等費用適正化計画 

   介護給付を必要とする受給者を適正に認定し、受給者が真に必要とする過不足ない

サービスを事業者が適切に提供するよう促し、介護保険制度への信頼を高め、持続可

能な制度構築を図るため、国が示す「介護給付適正化計画に関する指針」を踏まえ、

介護給付等の適正化を実施します。 

   要介護認定、サービス提供体制及び介護報酬請求の適正化に引き続き取り組むとと

もに、ケアプランの点検についても実施方法を検討し、適正化に取り組んでいきます。 

   また、必要に応じて、サービス事業者への助言・指導等の措置を講じます。 

 

  ① 第７期計画期間における目標と課題の検証 

第７期計画期間の３年間（平成 30 年度～令和２年度）における「要介護認定の適

正化」「ケアプランの点検」「住宅改修、福祉用具購入・貸与に関する調査」「医療情

報との突合、縦覧点検」「介護給付費通知」の給付適正化主要５事業の実施状況は、

「ケアプランの点検」を除く全ての事業について実施しています。 

未実施となっている事業については、国・北海道と連携しながら実施に努め、そ

の他の事業についても引き続き継続実施に努めます。 

 

  ② 個別の事業における現状と課題 

   ア 要介護認定の適正化 

     これまでも認定調査及び認定調査結果の全件点検を行っていますが、引き続き

全件点検の実施に努めます。 

   イ ケアプランの点検 

     新規参入事業所や新規に資格取得した介護支援専門員等への技術的支援として、

ケアプランの点検を実施します。 

     また、北海道国民健康保険団体連合会から提供される給付実績などから、ケア

プランの確認が必要と思われるケースについて把握し、随時ケアプランの内容確

認及び点検を実施します。実施に当たっては、専門的見地から有用な助言ができ

るよう、国が作成した「ケアプラン点検支援マニュアル」を活用するほか、北海

道や関係団体と連携して行います。 

   ウ 住宅改修、福祉用具購入・貸与に関する調査 

     住宅改修は事前・事後、福祉用具購入は事後の書面での確認に加え、利用者の

状態像と照合し、実態にそぐわない改修・使用方法など疑義のあるケースについ

ては、現地を訪問し状況を確認した上で、改善等の助言指導を行います。 

     福祉用具貸与は、認定調査時に実際の貸与状況と使用方法を聞き取り調査し、

疑義のあるケースについては、利用者・家族・介護支援専門員等に確認し適切な

給付につながるよう努めます。 

   エ 医療情報との突合、縦覧点検 

     医療情報と介護情報の給付内容を突合し、重複した給付や不適切な給付につい

ては、給付費の返還（過誤）を促します。 

     また、介護給付の請求内容を点検し算定可能な給付内容であるかを確認し、過

誤調整を図ります。これらの事業は、北海道国民健康保険団体連合会への委託に

より実施します。 

   オ 介護給付費通知 

     年に２回、利用者や家族に対し、利用した介護サービスの内容と費用の額など

をお知らせし、利用状況の確認を促すとともに不正請求の抑止に努めます。 
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６ 質の高い介護サービスの提供の推進 

 (１) 地域包括支援センターの運営 

   地域における様々な関係者とのネットワーク構築、ネットワークを通じた高齢者の

心身の状況や家庭環境等についての実態把握、サービスに関する情報提供等の初期相

談対応や、継続的・専門的に権利擁護の観点からの対応が必要な方への支援を行う事

業です。 

   また、ケアマネジメント支援の効果的な実施のため「地域ケア会議」を充実させま

す。 

 

 (２) 相談体制・ケアマネジメントの充実 

   現在、介護サービスに関する総合的な相談窓口として、地域包括支援センターが中

心的な役割を果たしており、各種相談に対する継続的な支援を実施しているほか、ケ

アマネージャーに対する指導や助言等も行っています。 

   今後、さまざまな機会を通じてその機能の周知を図り、活用を促進します。 

 

  ① 総合相談支援事業 

    地域における様々な関係者とのネットワークを構築しながら、ネットワークを通

じた高齢者の心身の状況及び家庭環境等についての実態把握に努め、介護保険サー

ビスに留まらない様々な情報提供や継続的・専門的な相談支援を実施し、特に権利

擁護の観点から対応が必要な高齢者への支援等を行います。 

 

 

 
 

  ② 包括的・継続的ケアマネジメント事業 

    ケアプラン作成の支援や支援困難事例への指導・助言、医療機関や各種施設、ボ

ランティアなどとの連携や協力体制の構築を行い、ケアマネジメントの後方支援に

努めます。 

 

 
 

 (３) 情報提供の充実 

   介護保険制度や各種サービスに関する情報提供については、広報誌うらほろや町ホ

ームページに掲載しているほか、地域包括支援センター等の相談窓口やケアマネージ

ャー等を通じてサービス利用に関する各種情報を提供しています。 

   今後も、サービスが必要な高齢者が適切にサービスを選択し、利用することができ

るよう、さまざまな媒体や機会を通じて、わかりやすく、きめ細かな情報提供に努め

ます。 

 

 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 2,491人 2,214人 1,700人 2,400人 2,400人 2,400人

区　分
第７期計画実績値(R２は見込) 第８期計画見込値

●総合相談事業

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 7人 3人 2人 5人 5人 5人

区　分
第７期計画実績値(R２は見込) 第８期計画見込値

●包括的継続的ケアマネジメント事業
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 (４) 介護保険サービス等の苦情処理・相談体制の充実の推進 

   介護保険を利用するための支援や情報提供等、様々な疑問や要介護認定に対する不

満・制度運営上の苦情等については、北海道や北海道国民健康保険団体連合会、町保

健福祉課高齢者福祉係、地域包括支援センター、サービス提供事業者等が受け付けて

います。 

   今後も、関係機関の連携のもと、苦情処理・相談を円滑かつ総合的に受け付ける体

制の整備を図るとともに、相談窓口を周知し、適切な対応と解決に努めます。 

 

 (５) 指導・監督体制の強化 

   地域密着型サービスについては、町に対して、事業者の指定に関する権限のほか、

指導・監督に関する権限が与えられています。 

   利用者本位の適正な介護サービスの提供が図られるよう、地域密着型サービスにお

ける指導・監督体制の強化を図ります。 

 

 (６) 評価体制の構築 

   町が定める運営方針を踏まえた効果的・効率的な運営がされているか等について、

点検・評価を適切に行い、公平性・中立性の確保や効果的な取り組みの充実を図り、

不十分な点については、改善に向けた取り組みを行う体制を構築します。 

 

 (７) 介護人材の確保及び資質の向上 

   介護保険サービス等の担い手である介護人材の確保が、全国的に大きな課題となっ

ています。国においても、介護職の処遇改善等が検討されていますが、今後、介護保

険サービス需要の大幅な増加が見込まれる本町においても、介護人材の確保と資質の

向上は大きな課題となっています。 

   しかし、依然として、一次産業、中小企業及び小規模事業者は、町全体において働

き手が少ない状況にあることから、一次産業、商工業の担い手確保や、福祉も含めた

雇用確保対策の充実を横断的に検討できる体制の構築を進めていく必要があります。 

このことから、「浦幌町第４期まちづくり計画」の重点プロジェクトにおいて、雇用

確保・就労推進を進めていくこととされており、労政担当部署と連携し、雇用の促進・

資格取得の促進に係る事業の実施等により中小企業・ＮＰＯ法人・社会福祉法人等の

雇用・就労支援を実施します。 

また、ハローワーク等の関係機関や介護サービス事業所と連携し、介護人材の確保

と、働きやすい職場づくりを積極的に進めるとともに、介護人材養成学校等とも連携

し、外国人労働者の受け入れや介護サービスの資質向上に資する研修会等の開催を含

めて、介護職員の確保及び資質の向上に努めます。 

 

  

第４章 計画の基本的な考え方と施策の推進 
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７ 介護保険を補完する事業の推進 

 (１) 障がい者ホームヘルプサービス利用者に対する支援 

   現在、障害者総合支援法によるホームヘルプサービスを現在利用している支援対象

者がいないことから、第８期計画における本事業の利用対象はいないものとして見込

みました。 

 

 
 

 (２) 社会福祉法人による生計困難者に対する利用者負担支援 

   低所得者で特に生計が困難である方に対して、介護保険サービスを提供する社会福

祉法人がその社会的役割に鑑み、町が認定した方に対して利用者負担を減免し、自ら

負担した額が一定割合を超えた社会福祉法人に対して、所要の支援を行います。 

 

 
 

 (３) 託老的居宅介護サービス事業 

   介護保険サービスを補完するサービスとして、対象となる方に託老的居宅介護サー

ビス事業を実施しており、このサービスは居宅介護支援事業所等の介護支援専門員の

作成したケアプランに基づいて提供します。 

   第７期計画期間の実績を踏まえ、制度内容及び利用要件の検討、居宅介護支援事業

所等への制度の普及啓発等を進めます。 

 

 
 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 0人 0人 0人 0円 0円 0円

助成額 0円 0円 0円 0円 0円 0円

利用者数 0人 0人 0人 0円 0円 0円

助成額 0円 0円 0円 0円 0円 0円

補
助
対
象
単
独
事
業

第７期計画実績値(R２は見込) 第８期計画見込値
区　分

●障がい者ホームヘルプサービス

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 0人 1人 1人 1人 1人 1人 

助成額 0円 4,557円 27,342円 40,000円 40,000円 40,000円

区　分
第７期計画実績値(R２は見込) 第８期計画見込値

●社会福祉法人による生計困難者に対する利用者負担支援

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 0人 0人 0人 2人 2人 2人

提供量 0回 0回 0回 10回 10回 10回

利用者数 0人 0人 0人 2人 2人 2人

提供量 0回 0回 0回 10回 10回 10回

●託老的居宅介護サービス事業

託老的デイサービス

予
防

区　分
第７期計画実績値(R２は見込) 第８期計画見込値

介
護



 
- 93 - 

 

 
 

(４) 介護用福祉用具購入費助成事業 

   介護保険法の規定で定められた福祉用具貸与サービス対象品目については、購入し

ても給付の対象となりません。 

   また、特定福祉用具購入サービス対象品目については、指定を受けた事業者から購

入したものでなければ給付の対象とはなりません。 

   町では、居宅介護支援事業所等の介護支援専門員の作成したケアプランに基づいて、

３万円以下の福祉用具貸与サービス対象品目や特定福祉用具購入サービス対象品目を

購入した場合について、購入に係る費用の一部を助成します。 

 

 
 

 

 

 

 

 

  

利用者数 0人 1人 1人 5人 5人 5人

提供量 0回 2回 2回 15回 15回 15回

利用者数 0人 0人 0人 1人 1人 1人

提供量 0回 0回 0回 2回 2回 2回

0人 0人 0人 2人 2人 2人

0回 0回 0回 6回 6回 6回

託老的ショートステイ

託老的通所型介護予防事業

提供量

利用者数

介
護

予
防

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 0人 0人 0人 2人 2人 2人

助成額 0円 0円 0円 117,000円 117,000円 117,000円

区　分
第７期計画実績値(R2は見込) 第８期計画見込値

●介護用福祉用具購入費助成事業

第４章 計画の基本的な考え方と施策の推進 
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第１節 介護保険の保険料算定と費用負担 
 

 

１ 介護保険料の算定手順 

 
   ① 被保険者数の推計【第３章第１節 将来人口推計】 

     第１号被保険者数(65 歳以上)・第 2 号被保険者数(40～64 歳)について、令和３～

５年度の推計を行う。 

 

 

 

   ② 要支援・要介護認定者数【第３章第２節 要支援・要介護認定者数の推計】 

     被保険者数に対する要支援・要介護認定者数（認定率）の動向等を勘案して将来の

認定率を見込み、令和３～５年度の要支援・要介護認定者数を推計する。 

 

 

 

   ③ 居宅・地域密着型・施設サービスの見込量【第４章第２節「基本目標Ⅳ」介護サー

ビス等の充実】から給付費見込額を算出する。 

     要支援・要介護認定者数の見込み、居宅・地域密着型・施設サービスの利用見込量

から、これまでの給付実績を分析・評価して、居宅・地域密着型・施設サービスの給

付費見込額を算出する。 

 

 

 

   ④ 地域支援事業に必要な費用 

     「介護予防・日常生活支援総合事業費」「包括的支援事業（地域包括支援センターの

運営・任意事業費、社会保障充実分（在宅医療・介護連携推進事業、生活支援体制整

備事業、認知症総合支援事業、地域ケア会議推進事業））」を見込み、地域支援事業に

係る費用の見込額を算出する。 

 

 

 

 

 

 

 

   ⑤ 第 1号被保険者が負担すべき保険料収納必要額の算出 

 

 

 

 

 
    

⑥ 第１号被保険者保険料の基準月額の算出 
 

 

  

第 1号被保険者が負担する割合 

調整交付金（国）交付割合 

介護給付費準備基金の活用 

予定保険料収納率 

保険料段階の設定 

第５章 介護保険の給付費と保険料について 
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２ 介護保険制度の費用負担構造 

  介護保険財政の財源は、65 歳以上の第１号保険料、40 歳～64 歳の第２号保険料、国

の負担金、北海道及び町の負担金によって構成されています。 

  介護保険サービスを利用する際は、全体の費用の１割を利用者が自己負担（所得に応

じて２割・３割負担）し、残りは保険者である町が介護サービス事業者に対し支払いま

す。 

  町が支払う費用（介護給付費）の財源は、半分を国・北海道・町の公費、残りの半分

を被保険者が納める介護保険料で負担しています。 

  なお、第８期計画期間中、第１号被保険者と第２号被保険者の人口比率に基づき、政

令で規定される第１号被保険者の負担割合は、第７期と同じく 23％となり、第２号被保

険者の負担割合も引き続き 27％となります。 

  また、介護保険給付及び介護予防・日常生活支援総合事業の国負担割合のうち５％分

が調整交付金として交付されますが、所得水準が低く、後期高齢化率が高い市町村には

５％を超えて交付され、超えた分は第１号被保険者全体の負担分から軽減されます。 

 

 介護保険給付の財源構成  

 

 
 

 

 地域支援事業の財源構成  

 

 
  

※

居宅・地域密着

型サービス
施設サービス

国の負担分のうち、財政調整交付金として全

国平均で５％が各区市町村間の高齢者の年

齢構成や所得分布に応じて交付されます。交
付割合が５％未満の場合は、差分が第１号

被保険者の負担となり、５％を超える場合は、

差分は第１号被保険者の負担軽減となりま

す。

●第１号被保険者（65歳以上）

●第２号被保険者（40歳～64歳）

医療保険の保険料として一括徴収

１２．５％

１２．５％

２５．０％

浦幌町

北海道

国

市町村の個別徴収

（普通徴収）

年金から差し引いて

徴収　（特別徴収）

●公費負担割合

１２．５％

１７．５％

２０．０％

公費負担

50%
第２号保険料

27%

第１号保険料

23%

１２．５％

１２．５％浦幌町

北海道

国

１９．２５％

１９．２５％

３８．５０％

●公費負担割合

浦幌町

北海道

２５．０％

介護予防・日常生活支援総合事業 包括的支援事業・任意事業

国

●公費負担割合

公費負担

50%
第２号保険料

27%

第１号保険料

23%

公費負担

77%

第１号保険料

23%
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第２節 介護保険事業の給付費等見込み 
 

 介護保険事業費の財源は、国の負担金、北海道の負担金、浦幌町の負担金（一般会計繰

入金）、国の調整交付金、介護給付費交付金（第２号被保険者の保険料）、第１号被保険者

の保険料で賄われます。 

 一方、介護保険事業を運営するために必要となる費用は、介護給付費、介護予防給付

費、地域支援事業に要する費用などから構成されます。 

 介護保険事業の各サービス量の見込みに基づいて給付費を算出した結果、第８期介護保

険事業計画期間である令和３年度から令和５年度までの本町におけるサービス給付費見込

額を次のように試算しました。 

 なお、給付費の算定基礎となる令和３年度以降の介護報酬については、令和３年１月現

在、新型コロナウイルス感染症の対策のための費用(0.05％相当)を含め全体的に約 0.7％

のプラス改定となる予定であり、以降の給付見込額については、この介護報酬の引き上げ

に加え、認定者数の増加傾向等を踏まえた上で算出しています。 

 

１ 介護サービス給付費見込額 

 (１) 居宅サービス（要介護１～５） 

   居宅サービス給付費は、計画期間中、毎年の増加が見られ、令和５年度では約１億

8,832万円、３年間で約５億 3,740万円の費用を見込んでいます。 

 

 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 合　計

訪問介護
(ホームヘルプサービス)

17,121 千円 21,215 千円 22,947 千円 61,283 千円

訪問入浴介護 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

訪問看護 9,631 千円 10,132 千円 10,862 千円 30,625 千円

訪問リハビリテーション 1,121 千円 1,121 千円 1,121 千円 3,363 千円

居宅療養管理指導 3,635 千円 3,793 千円 3,858 千円 11,286 千円

通所介護
(デイサービス)

34,592 千円 35,903 千円 37,743 千円 108,238 千円

通所リハビリテーション
(デイケア)

3,816 千円 3,819 千円 3,819 千円 11,454 千円

短期入所生活介護 12,859 千円 14,006 千円 16,400 千円 43,265 千円

短期入所療養介護
(老健)

3,207 千円 3,209 千円 3,209 千円 9,625 千円

短期入所療養介護
(病院等)

0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

短期入所療養介護
(介護医療院)

0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

福祉用具貸与 8,664 千円 8,854 千円 9,129 千円 26,647 千円

特定福祉用具購入費 1,020 千円 1,020 千円 1,571 千円 3,611 千円

住宅改修費 2,264 千円 2,264 千円 1,805 千円 6,333 千円

特定施設入居者生活介護 54,563 千円 56,145 千円 57,698 千円 168,406 千円

居宅介護支援 17,350 千円 17,757 千円 18,161 千円 53,268 千円

169,843 千円 179,238 千円 188,323 千円 537,404 千円

そ
の
他
の
サ
ー

ビ
ス

居宅サービス給付費計

【居宅サービスの給付費見込額】

区　分

訪
問
通
所
系
サ
ー

ビ
ス

短
期
入
所
系

第５章 介護保険の給付費と保険料について 
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 (２) 介護予防サービス（要支援１・２） 

   介護予防サービス給付費は、計画期間中、毎年の増加が見られ、令和５年度では約

1,175万円、３年間で約 3,173万円の費用を見込んでいます。 

 

 
 

 

 

 

 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 合　計

訪問介護
(ホームヘルプサービス)

17,121 千円 21,215 千円 22,947 千円 61,283 千円

訪問入浴介護 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

訪問看護 9,631 千円 10,132 千円 10,862 千円 30,625 千円

訪問リハビリテーション 1,121 千円 1,121 千円 1,121 千円 3,363 千円

居宅療養管理指導 3,635 千円 3,793 千円 3,858 千円 11,286 千円

通所介護
(デイサービス)

34,592 千円 35,903 千円 37,743 千円 108,238 千円

通所リハビリテーション
(デイケア)

3,816 千円 3,819 千円 3,819 千円 11,454 千円

短期入所生活介護 12,859 千円 14,006 千円 16,400 千円 43,265 千円

短期入所療養介護
(老健)

3,207 千円 3,209 千円 3,209 千円 9,625 千円

短期入所療養介護
(病院等)

0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

短期入所療養介護
(介護医療院)

0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

福祉用具貸与 8,664 千円 8,854 千円 9,129 千円 26,647 千円

特定福祉用具購入費 1,020 千円 1,020 千円 1,571 千円 3,611 千円

住宅改修費 2,264 千円 2,264 千円 1,805 千円 6,333 千円

特定施設入居者生活介護 54,563 千円 56,145 千円 57,698 千円 168,406 千円

居宅介護支援 17,350 千円 17,757 千円 18,161 千円 53,268 千円

169,843 千円 179,238 千円 188,323 千円 537,404 千円

そ
の
他
の
サ
ー

ビ
ス

居宅サービス給付費計

【居宅サービスの給付費見込額】

区　分

訪
問
通
所
系
サ
ー

ビ
ス

短
期
入
所
系

令和３年度 令和４年度 令和５年度 合　計

介護予防訪問入浴介護 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

介護予防訪問看護 1,482 千円 1,599 千円 1,882 千円 4,963 千円

介護予防訪問リハビリテー
ション

1,093 千円 1,126 千円 1,159 千円 3,378 千円

介護予防居宅療養管理指
導

28 千円 28 千円 95 千円 151 千円

介護予防通所リハビリテー
ション(デイケア)

0 千円 260 千円 260 千円 520 千円

介護予防短期入所生活介
護

0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

介護予防短期入所療養介
護(老健)

0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

介護予防短期入所療養介
護(病院等)

0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

介護予防短期入所療養介
護

0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

介護予防福祉用具貸与 1,686 千円 1,783 千円 1,808 千円 5,277 千円

特定介護予防福祉用具購
入費

762 千円 762 千円 762 千円 2,286 千円

介護予防住宅改修費 1,109 千円 1,109 千円 1,109 千円 3,327 千円

介護予防特定施設入居者
生活介護

1,853 千円 2,499 千円 3,064 千円 7,416 千円

介護予防支援 1,345 千円 1,454 千円 1,615 千円 4,414 千円

9,358 千円 10,620 千円 11,754 千円 31,732 千円

【介護予防サービスの給付費見込額】

区　分

訪
問
通
所
系
サ
ー

ビ
ス

短
期
入
所
系

そ
の
他
の
サ
ー

ビ
ス

介護予防サービス給付費計
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 (３) 地域密着型サービス 

   地域密着型サービス給付費は、計画期間中、毎年の増加が見られ、令和５年度では

約１億 3,178万円、３年間で約３億 7,962 万円の費用を見込んでいます。 

 

 
 

 (４) 施設サービス 

   施設サービス給付費は、計画期間中、毎年の増加が見られ、令和５年度では約２億

7,752万円、３年間で約８億 463万円の費用を見込んでいます。 

 

 
  

令和３年度 令和４年度 令和５年度 合　計

地域密着型サービス（要介護１～５）
定期巡回・随時対応型訪問
介護看護

0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

夜間対応型訪問介護 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

認知症対応型通所介護 18,765 千円 20,248 千円 21,722 千円 60,735 千円

小規模多機能型居宅介護 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

認知症対応型共同生活介
護

75,724 千円 79,038 千円 82,309 千円 237,071 千円

地域密着型特定施設入居
者生活介護

22,687 千円 24,121 千円 24,121 千円 70,929 千円

地域密着型介護老人福祉
施設入所者生活介護

0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

看護小規模多機能型居宅
介護

0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

地域密着型通所介護 3,320 千円 3,322 千円 3,322 千円 9,964 千円

【地域密着型サービスの給付費見込額】

区　分

地域密着型介護予防サービス（要支援１・２）
介護予防
認知症対応型通所介護

306 千円 306 千円 306 千円 918 千円

介護予防
小規模多機能型居宅介護

0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

介護予防
認知症対応型共同生活介

0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

120,802 千円 127,035 千円 131,780 千円 379,617 千円地域密着型サービス費計

区　分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 合　計

介護老人福祉施設
(特別養護老人ホーム)

162,278 千円 168,333 千円 173,980 千円 504,591 千円

介護老人保健施設 96,277 千円 100,220 千円 103,543 千円 300,040 千円

介護医療院 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

介護療養型医療施設 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

施設サービス費計 258,555 千円 268,553 千円 277,523 千円 804,631 千円

【施設サービスの給付費見込額】

第５章 介護保険の給付費と保険料について 
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 (５) 総給付費見込額 

  総給付費見込額について、令和３～５年度の見込額は、合計で第７期事業計画より

8,106 万円(4.8％)程度増加し、約 17億 5,338 万円と見込みました。 

 
 

 
 

 (６) 総給付費の推移 

   本町の総給付費の推移を平成 27年度からまとめると、第６期計画期間である平成

27年度から平成 29年度にかけては約 1.6％減少し、平成 29年度から平成 30年度も

4.4％減少しましたが、第 7期計画期間からは増加傾向にあり、平成 30年度から令和

２年度では 6.9％増加する見込みとなります。 

第８期計画期間中においても同様に、令和３年度～令和５年度の各年度間で一律に

4.1％～5.6％程度増加するとして推計しています。 

 

 

区　分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 合　計

居宅サービス給付費計 169,843 千円 179,238 千円 188,323 千円 537,404 千円

介護予防サービス給付費計 9,358 千円 10,620 千円 11,754 千円 31,732 千円

地域密着型サービス給付費計 120,802 千円 127,035 千円 131,780 千円 379,617 千円

施設サービス費計 258,555 千円 268,553 千円 277,523 千円 804,631 千円

合　　計 558,558 千円 585,446 千円 609,380 千円 1,753,384 千円

【総給付費見込額】

総給付額（７期計画見込値） 1,672,324 千円 1,529,550 千円

７期計画実績ー７期計画見込 △142,774 千円 81,060 千円

総給付額（７期計画実績値）

８期計画見込-７期計画見込

総給付費 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ R01 R02(見込) R03 R04 R05
在宅サービス 166,514 142,463 145,613 137,767 128,215 135,771 145,176 155,090 164,665
居住系サービス 127,317 133,353 147,897 139,399 142,258 150,186 154,827 161,803 167,192
施設サービス 232,049 224,547 223,841 217,512 235,374 243,070 258,555 268,553 277,523
合計 525,880 500,363 517,351 494,678 505,847 529,026 558,558 585,446 609,380
前年度対比伸び率 － 95.1% 103.4% 95.6% 102.3% 104.6% 105.6% 104.8% 104.1%

総給付費の推移
（単位：千円）

525,880

500,363
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２ 標準給付費見込額 

  第８期介護保険事業計画期間である令和３年度から令和５年度までの標準給付費見込

額の算出にあたり、総給付費及び介護サービス給付費以外の費用を次のとおり見込んで

います。 

 

 (１) 総給付費 

   前項までで試算した介護サービス給付費を見込額（総給付費）として算出していま

す。 

 

 (２) 介護サービス給付費以外の費用 

利用者負担の軽減を行うための費用（特定入所者介護サービス費、高額介護サービ

ス費、高額医療合算介護サービス費）から、介護保険制度の改正に伴う財政影響額を

控除したもの、及び国民健康保険団体連合会への審査支払手数料に係る費用を見込み

算出します。 

  

 
  

令和３年度 令和４年度 令和５年度 合　計

558,558,000 円 585,446,000 円 609,380,000 円 1,753,384,000 円

総給付費（居宅・介護予防・地
域密着型・施設サービス） 558,558,000 円 585,446,000 円 609,380,000 円 1,753,384,000 円

50,707,795 円 51,378,922 円 54,430,171 円 156,516,888 円

特定入所者介護サービ
ス費等給付額

38,000,000 円 41,000,000 円 44,000,000 円 123,000,000 円

特定入所者介護サービス費等
の見直しに伴う財政影響額

△4,718,615 円 △7,632,886 円 △8,191,390 円 △20,542,891 円

高額介護サービス費等
給付額

15,000,000 円 15,500,000 円 16,000,000 円 46,500,000 円

高額介護サービス費等の見直
しに伴う財政影響額

△36,204 円 △56,116 円 △57,927 円 △150,247 円

高額医療合算
介護サービス費等給付

2,100,000 円 2,200,000 円 2,300,000 円 6,600,000 円

審査支払手数料 362,614 円 367,924 円 379,488 円 1,110,026 円

609,265,795 円 636,824,922 円 663,810,171 円 1,909,900,888 円

【標準給付費見込額】

合　　　計

区　分

総給付費

介護サービス給付費以外
の費用

第５章 介護保険の給付費と保険料について 
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３ 地域支援事業費見込額 

  地域支援事業費は、「介護予防・日常生活支援総合事業費」「包括的支援事業費（地域

包括支援センターの運営・任意事業費、社会保障充実分（在宅医療・介護連携推進事

業、生活支援体制整備事業、認知症総合支援事業、地域ケア会議推進事業））」の事業量

及び地域支援事業交付金の交付見込額から対象事業費（上限）を算出しており、第７期

事業計画より３年間で 1,145万円程度減少し、約１億 3,040万円を見込みました。 

 

 
 

 

  

令和３年度 令和４年度 令和５年度 合　計

17,158,860 円 17,158,860 円 17,158,860 円 51,476,580 円

26,227,899 円 26,297,364 円 26,398,165 円 78,923,428 円

地域包括支援センター
の運営・任意事業

12,972,899 円 12,872,364 円 12,803,165 円 38,648,428 円

社会保障充実分 13,255,000 円 13,425,000 円 13,595,000 円 40,275,000 円

43,386,759 円 43,456,224 円 43,557,025 円 130,400,008 円地域支援事業費計

【地域支援事業費の見込額】

介護予防・日常生活支援
総合事業費

包括的支援事業費

区　分
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第３節 第１号被保険者保険料の算出 
 

１ 給付費と保険料の関係 

  65歳以上の介護保険料（第１号保険料）は、保険者（市町村）ごとに決められ、その

額は、介護保険事業計画期間中に市町村の被保険者が利用する介護サービス（給付費）

の利用見込みに応じたものとなります。結果として、サービスの利用量が増加すれば保

険料は上がり、利用量が減れば下がることになります。 

 

 

２ 第１号被保険者の所得段階区分 

 (１) 第１号被保険者保険料の段階別保険料率 

   本町では、被保険者及びその世帯の住民税課税状況や所得に応じて、９段階に設定

しています。（令和３年度以降の軽減措置は未定） 

 

【第１号被保険者保険料の段階別保険料率】 

保険料段階 保険料率 対   象   者 

第１段階 基準額×0.30 

・生活保護受給者の方 

・住民税非課税世帯で、老齢福祉年金受給者の方 

・住民税非課税世帯で、本人年金収入等が 80 万円以下の方 

第２段階 基準額×0.50 
住民税非課税世帯で、本人年金収入等が 80万円を超え 120万円

以下の方 

第３段階 基準額×0.70 住民税非課税世帯で、上記以外の方 

第４段階 基準額×0.90 
住民税課税世帯、本人が住民税非課税で、本人年金収入等が 80

万円以下の方 

第５段階 基準額 
住民税課税世帯、本人が住民税非課税で、上記以外の方 

【標準保険料】 

第６段階 基準額×1.20 本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 120 万円未満の方 

第７段階 基準額×1.30 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 120 万円以上 210

万円未満の方 

第８段階 基準額×1.50 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 210 万円以上 320

万円未満の方 

第９段階 基準額×1.70 本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 320 万円以上の方 

 

 (２) 所得段階別第１号被保険者数と加入者数の推計 

   第１号被保険者の所得区分に基づく所得段階別加入割合及び加入者数は、次のとお

り見込みました。 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 合　計

1,926人 1,915人 1,911人 5,752人

925人 892人 846人 2,663人

1,001人 1,023人 1,065人 3,089人

前期(75歳～84歳) 587人 597人 625人 1,809人

後期(85歳以上) 414人 426人 440人 1,280人

区　　　分

前期(65歳～74歳)

後期(75歳以上)

【所得段階別第１号被保険者数と加入者数】

第１号被保険者数

第５章 介護保険の給付費と保険料について 
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※所得段階別加入割合補正後被保険者数 

・・・第１号被保険者総数の見込数を、基準額を納める第１号被保険者数に換算した数 

※人数と割合について、端数処理の関係で完全には一致しない 

※各段階割合については、平成 30年度・令和元年度・令和２年度(見込)の所得段階割合から推計 

 

  

22.3% 22.2% 22.2% 22.3%

11.5% 11.5% 11.5% 11.5%

8.1% 8.1% 8.1% 8.1%

12.5% 12.5% 12.5% 12.5%

11.4% 11.3% 11.4% 11.4%

13.9% 13.9% 13.9% 13.9%

9.4% 9.5% 9.5% 9.5%

5.0% 5.0% 5.0% 5.0%

5.9% 6.0% 5.9% 5.9%

100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

429人 426人 425人 1,280人

222人 221人 220人 663人

156人 155人 155人 466人

240人 239人 239人 718人

219人 217人 217人 653人

268人 267人 266人 801人

182人 181人 181人 544人

96人 95人 95人 286人

114人 114人 113人 341人

1,926人 1,915人 1,911人 5,752人

1,829人 1,819人 1,815人 5,463人

合　計

所得段階別加入割合補正後
被保険者数

第４段階(0.90)

第５段階(1.00)

第６段階(1.20)

第７段階(1.30)

第８段階(1.50)

第９段階(1.70)

所得段階加入割合

所得段階別被保険者数

第１段階(0.30)

第２段階(0.50)

第３段階(0.70)

合　計

第９段階(1.70)

第８段階(1.50)

第７段階(1.30)

第６段階(1.20)

第５段階(1.00)

第４段階(0.90)

第３段階(0.70)

第２段階(0.50)

第１段階(0.30)
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３ 保険料基準月額の算出 

  第８期計画期間である令和３年度から令和５年度までについて、本町における標準給

付費見込額と地域支援事業費見込額から、さらに調整交付金見込額等を加えて保険料収

納必要額を積算し、被保険者数から保険料基準月額を算出すると、以下のようになりま

す。 

  なお、第１号被保険者保険料は、おおむね３年間を通じ財政の均衡を保つことができ

るものでなければならないとされており、各保険者では中期的に安定した財源確保を可

能とする観点から、介護給付費準備基金を設置し、各計画最終年において剰余金が生じ

た場合には、介護給付費準備基金を次期の保険料算定の際に繰り入れることで、第１号

被保険者保険料を低く設定することができます。 

  第７期計画期間の保険料の設定にあたって、この基金 5,000 万円を活用し保険料上昇

を抑制しましたが、総給付費が計画を下回り、かつ保険料収入が増加したため、第７期

計画期間中に基金を取り崩す必要がなくなり、また逆に剰余金として３年間で 500万円

を積み立てることができる見込みとなったことから、この基金を第８期計画期間の保険

料額の上昇を抑制することを目的に活用し、介護給付費準備基金のうち 5,500万円（令

和２年度末見込み）を第１号被保険者保険料の原資として取り崩し充当することとしま

す。 

 

 
 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 合　計

（A） 609,265,795円 636,824,922円 663,810,171円 1,909,900,888円

（B） 43,386,759円 43,456,224円 43,557,025円 130,400,008円

（C） 652,652,554円 680,281,146円 707,367,196円 2,040,300,896円

（D） 150,110,087円 156,464,664円 162,694,455円 469,269,206円

（E） 31,321,233円 32,699,189円 34,048,452円 98,068,873円

（F） 51,304,000円 53,561,000円 56,997,000円 161,862,000円

見込交付割合 （G） 8.19% 8.19% 8.37%

（H） 55,000,000 円

（I） 350,476,079 円

（J）

（K） 1,829人 1,819人 1,815人 5,463人

（L） 64,802 円

5,400 円

【第１号被保険者保険料の算定】

区　　　分

地域支援事業費見込額

標準給付費見込額

第１号被保険者負担分相当額
【C×第１号被保険者負担割合(23％)】

計【A+B】

調整交付金見込額
【(A+総合事業費)×交付割合(G)】

99.0%

（平成30～令和２年度の保険料基準額（月額） 5,400円）

（平成30～令和２年度の保険料基準額（年額） 64,800円）

調整交付金相当額
【(A+総合事業費)×5％】

保険料基準額（月額／人）
【L÷12】

保険料基準額（年額／人）
【I÷J÷K】

所得段階別加入割合補正後被
保険者数（第１号被保険者）

予定保険料収納率

保険料収納必要額
【D+E-F-H】

介護給付費準備基金取崩額

第５章 介護保険の給付費と保険料について 
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金　　額 構成比 金　　額 構成比

5,044 円 81.6% 5,231 円 83.7% 187 円

在宅サービス 1,501 円 24.3% 1,387 円 22.2% △ 114 円

居住系サービス 1,396 円 22.6% 1,443 円 23.1% 47 円

施設サービス 2,147 円 34.7% 2,400 円 38.4% 253 円

628 円 10.2% 555 円 8.9% △ 73 円

511 円 8.3% 462 円 7.4% △ 49 円

0 円 0.0% 0 円 0.0% 0 円

0 円 0.0% 0 円 0.0% 0 円

6,183 円 100.0% 6,248 円 100.0% 65 円

783 円 12.7% 848 円 13.6% 65 円

5,400 円 87.3% 5,400 円 86.4% 0 円

【介護保険料基準額（月額）の内訳】

第７期事業計画
区　　　分

第８期事業計画
増　減

保険料収納必要額（月額）

準備基金取崩額

基準保険料額（月額）

地域支援事業費

総給付費

介護サービス給付費以外の費用

財政安定化基金（拠出金見込額＋償還金）

市町村特別給付費等
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４ 所得段階別保険料一覧 

  令和３年度から令和５年度における本町の所得段階別保険料及び基準額等については、

次のとおりです。 

 

 
 

 

 
 

 

 

月額 年額

第２段階
住民税非課税世帯で、本人年金収入等が80万円を超え120
万円以下の方

0.50 2,700 円 32,400 円

第３段階 住民税非課税世帯で、上記以外の方 0.70 3,780 円 45,300 円

第４段階
住民税課税世帯、本人が住民税非課税で、本人年金収入等
が80万円以下の方

0.90 4,860 円 58,300 円

第５段階
住民税課税世帯、本人が住民税非課税で、上記以外の方
【標準保険料】

1.00 5,400 円 64,800 円

第６段階
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が120万円未満
の方

1.20 6,480 円 77,700 円

第７段階
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が120万円以上
210万円未満の方

1.30 7,020 円 84,200 円

第８段階
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が210万円以上
320万円未満の方

1.50 8,100 円 97,200 円

第９段階
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が320万円以上
の方

1.70 9,180 円 110,100 円

第１段階
・生活保護受給者の方
・住民税非課税世帯で、老齢福祉年金受給者の方
・住民税非課税世帯で、本人年金収入等が80万円以下の方

【所得段階別保険料及び基準額に対する割合】

第８期保険料
対　　象　　者段　階

基準額に
対する割合

19,400 円1,620 円0.30

0.25軽減 0.05軽減

0.50

所 得 段 階 第１段階 第２段階 第３段階 第４段階 第５段階 第６段階 第７段階 第８段階 第９段階

保険料 (年額) 19,400 32,400 45,300 58,300 64,800 77,700 84,200 97,200 110,100

増 減 ※ △ 9,700 △ 16,200 △ 3,300 0 0 0 0 0 0

【65歳以上の24％】

【65歳以上の34％】

　※　増減は、平成30年度～令和２年度の保険料(年額)からの増減額です。

年金収入等
80万円以下

0.30

0.70

年金収入等
80万円超

120万円以下

1.70

合計所得金額

320万円以上

【65歳以上の42％】 1.30

合計所得金額

120万円以上
210万円未満

1.50

合計所得金額

210万円以上
320万円未満

0.90

合計所得金額

120万円未満年金収入等
80万円超
【基準額】

1.201.00

年金収入等
120万円超年金収入等

80万円以下

0.15軽減

世帯全員非課税

本人非課税

本人課税
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第１節 計画の推進体制 
 

 本計画は、基本理念にある「ともに支え みんなで創る いつまでも暮らせるまちづく

り」の実現に向け、高齢者が住み慣れたこの浦幌町で、安心して自立した生活を継続する

ことができるよう、「医療」「介護」「介護予防」「住まい」「生活支援」の５つのサービス

を切れ目なく提供する「地域包括ケアシステム」の深化・推進をしていくために、保健・

福祉分野のみならず、町の多様な主体が連携して、高齢者の社会参加の促進と生きがいづ

くり、安心・安全な暮らしの推進、介護予防と生活支援及び介護サービス等の充実など総

合的に取り組む方針を示しています。 

 本計画及び高齢者福祉事業・介護保険事業の円滑な推進に向け、体制の整備をはじめと

する基盤の充実を図ります。 

 

 

１ 相談体制・情報提供の充実 

  高齢者やその家族などが、保健・福祉事業や介護保険制度をはじめとした様々な事柄

について、地域の身近なところで気軽に、かつ包括的に相談できるよう、地域包括支援

センターを地域の総合相談窓口として、広報誌うらほろ及び町ホームページ等を通じて

積極的に周知を図るとともに、民生・児童委員などと連携し、相談受付に係る体制の強

化を図ります。 

  地域包括支援センターは、高齢者の状況に応じた多岐にわたる相談内容に適切に対応

するため、地域の総合相談窓口として関係機関などとの連携や事業者との調整機能の役

割を担い、高齢者の抱える課題の解決に向けて支援します。 

  また、介護保険制度をはじめとした各種制度の改正・変更については、パンフレット

の作成・配布、広報誌うらほろ及び町ホームページへの掲載等により迅速にお知らせす

るとともに、各種会議等の機会をとらえて、町民にわかりやすい形で周知を図っていき

ます。 

  情報を得にくい状況にある一人暮らしの高齢者などに対しては、地域包括支援センタ

ーをはじめ、行政区、民生・児童委員、ボランティア等の福祉関係団体及び機関と連携

を深めながら、安否確認のための見守りとともに、適切な情報が届くように配慮を進め

ます。 

 

 

２ 保健医療福祉の連携 

  保健・福祉ニーズの把握から必要なサービスの提供まで、事業を円滑かつ適正に実施

するとともに、地域に根ざした健康づくりや生きがいづくりの活動を促進するため、関

係機関や団体などとの連携を強化し、きめ細かな事業展開を図ることが重要です。 

  このため、地域包括支援センターを中心として情報提供を進めるとともに、行政区を

はじめとする各種団体や民生・児童委員、地域のボランティアなどの協力を得ながらネ

ットワークを築き、地域における主体的で継続的な保健・福祉活動の展開を促進します。 

  また、認知症の早期発見や認知症高齢者への治療及び生活習慣病などの予防的な指導

など、医療との連携がますます重要となっています。認知症初期集中支援事業の実施、

医師会、歯科医師会と行政、介護・福祉関係事業者等との連携を進めるなど、効果のあ

る事業展開ができるよう取り組んでいきます。 
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３ 庁内連携の充実 

  本計画に基づき、様々な施策を円滑に推進していくため、庁内の保健・福祉事業を所

管する保健福祉課においては、今後とも、高齢者の生活の自立支援や介護予防などに向

けた日常的な情報交換や調整を行うとともに、総合的に高齢者福祉サービスの充実を図

るため連携体制をより強化します。 

  また、保健・福祉だけでなく、高齢者の生涯学習活動事業を実施している教育委員会

をはじめ、雇用・就業機会の確保、住宅や都市基盤の整備・バリアフリー化の推進、災

害及び感染症等に対する対策・支援など、高齢者施策と関連する諸課題について、所管

する関係部局との連携の強化を図り、高齢者への包括的な支援体制の構築に努めます。 

 

 

４ 地域包括支援センター運営協議会の充実 

  地域包括ケアシステムの構築に向けて、中核機関として位置づけている地域包括支援

センターの適切な運営及び公正かつ中立な運営を確保するために「浦幌町地域包括支援

センター運営協議会」を設置しています。 

  地域包括支援センター運営協議会は、地域包括支援センターの運営のあり方や町の高

齢者に関する施策の実施状況の調査などを審議する町長の附属機関であり、今後の本町

における地域包括支援センターの役割を十分に果たすために、運営方針や活動計画に基

づいた定期的な点検・評価を実施します。 

 

 

５ 北海道及び近隣市町との連携 

  介護保険制度の円滑な運営においては、介護サービスの広域的利用等、周辺地域との

関わりも大きいため、北海道や近隣市町との連携が不可欠です。 

  そこで、北海道や近隣市町との情報交換や連絡体制の強化を図り、近隣地域とも一体

となった介護保険事業及び高齢者福祉事業の展開を進めます。 

  また、広域における医療・介護の連携、災害及び感染症等に関する緊急時の体制の構

築、施設整備や人材確保に係る施策など、国・北海道との連携が必要となる施策につい

て、情報の共有を緊密にし、連携を確保しながら本計画の確実な推進を図ります。 
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第２節 計画の進捗管理 
 

１ 適切な進行管理の実施 

  この計画（Plan）を実効性のあるものにするためには、計画に基づく取り組み（Do）

の達成状況を継続的に把握・評価（Check）し、その結果を踏まえた計画の改善（Action）

を図るといった、「ＰＤＣＡサイクル」による適切な進行管理が重要です。 

  計画内容を着実に実現するため、定期的に関係各課において計画の進捗状況を把握・

評価するとともに、地域包括ケア「見える化」システムを活用して認定率、受給率及び

１人当たりの給付費等の分析を行います。 

  また、地域ケア会議の個別事例検討等により抽出した、地域の課題等を把握するとと

もに、生活支援コーディネーター、協議体や医師、看護師、介護支援専門員等の地域の

医療・介護専門職、地域包括支援センター等と意見交換を行い、地域のニーズ等を把握

していきます。 

 

 

 

 

    計画     実行      評価      改善 

   Ｐｌａｎ    Ｄｏ    Ｃｈｅｃｋ    Ａｃｔ 
 

 

 

 

２ 介護保険運営協議会の充実 

  介護保険に関する施策の企画立案及びその実施が町民の意見を十分に反映しながら、

円滑かつ適切に行われるよう、社会福祉に識見を有する方、介護サービス事業に従事し

ている方及び被保険者等で構成する「浦幌町介護保険運営協議会」を設置しています。 

  介護保険運営協議会は、介護保険事業計画の策定・変更に関する事項や介護保険に関

する施策の実施状況の調査その他施策の事項などを審議する町長の附属機関であり、介

護保険事業計画の実施から進行管理、評価、見直しの過程において、行政、関係機関や

組織・団体、町民と協働しながら、介護保険のより円滑な運営に努めます。 

 

 

３ 保険者機能強化推進交付金等の活用 

平成 29年度の介護保険法改正により、市町村及び都道府県における高齢者の自立支

援・重度化防止等に関する取組みを推進するため「保険者機能強化推進交付金」が創設

され、また、令和２年度からは、公的保険制度における介護予防の位置付けを高めるた

め、「介護保険保険者努力支援交付金」が創設されました。 

これにより、市町村及び都道府県における高齢者の自立支援・重度化防止等に関する

取組みや介護予防・健康づくり等に資する取組みについて、その達成状況を客観的な指

標により評価し、施策の実施状況を把握するとともに、評価された指標の達成状況に応

じた交付金が交付されることとなっています。 

本計画を効果的に推進するため、上記交付金における評価結果も活用しながら事業の

評価などを行い、ＰＤＣＡサイクルに基づいた課題の分析・見直しを進めていくととも

に、獲得した交付金を効果的に活用し、施策の充実を図ります。  

目標を設定し、目

標達成に向けた計

画を策定する 

計画の内容を踏ま

え、事業を実施す

る 

事業を実施した結

果を把握・分析し、

考察する 

考察に基づき、計

画の目標、事業な

どを見直す 
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第３節 計画達成のための役割 
 

本計画は、行政が中心となって進めていきますが、町民や事業者、関係機関などが、自

助･共助の視点から、それぞれが適切な役割を担い緊密な連携により計画を推進していく

ことが求められます。 

 

 

１ 町の役割 

  町は、本計画の推進主体として、今後も引き続き高齢者福祉施策の総合的な推進を図

るとともに、サービス基盤の整備や人材育成、情報提供、相談体制等の充実を進め、計

画の進行管理の責任主体となります。 

  また、介護サービス事業者、保健･医療･福祉の関係機関等に対する指導的な役割を持

ち、介護保険制度をはじめ、高齢者の福祉事業が町民にとって有効に機能するよう運営

していきます。 

  さらに、地域包括ケアシステムの深化・推進に向け、ボランティアの育成など多様な

主体が活動するための支援を行うとともに、地域における活動を有機的に行えるよう、

地域包括支援センターが中心となり、支え合いのネットワークづくりの支援に取り組ん

でいきます。 

 

２ 町民・地域の役割 

  高齢期になっても心身ともに健康に生活できるように、「自分の健康は自分で守る」と

いう健康意識の高揚や、自立意識の再確認、介護予防・重度化防止への積極的な参加や、

介護保険サービスの適正な利用など、町民一人ひとりの取り組みが期待されます。 

  また、高齢者が住み慣れた地域で生活を続けられるよう、地域の人々が認知症や高齢

者虐待を正しく理解し、地域で生活する高齢者や家族を見守り、支えることが期待され

ています。 

  そして、高齢化が進行する中、今後も高齢者が安心して住み慣れた地域で生活をおく

るためには、高齢者を含めた町民一人ひとりが、地域活動やボランティア活動など社会

貢献に主体的に取り組み、住民同士の支え合いのネットワークや、高齢者や介護家族へ

の共感と理解を深め、世代を超えて地域住民が共に支え合う地域をつくっていくことが、

何より重要となります。 

  そのため、町は地域が主体的に取り組む活動が活発に展開されるよう支援に努め、よ

り多くの町民がボランティア活動など社会貢献に参加するよう支援を図っていくほか、

高齢者の権利擁護、認知症等についての知識の普及啓発を行い、多様な高齢者が安心し

て生活できる地域づくりを進めていきます。 

 

３ 事業者の役割 

  現在も、介護サービス事業者、保健･医療･福祉の関係機関等は質の高いサービス提供

を行うため努力を行っていますが、今後も引き続き、自らの活動が担うべき役割を十分

に認識し、高齢者のニーズに応じた適正で質の高いサービスを提供する責任があります。 

  また、第三者評価制度などを活用し、各事業所がサービスの状況を客観的に確認し、

広く利用者等に対して公表していくことや、利用者の権利擁護やプライバシーの保護に

関して十分な配慮が求められます。 

  さらに、行政や地域、事業者･関係機関間の連携をいっそう強化し、高齢者の視点に立

った効果的な事業展開及び災害や感染症に対応できる体制の整備を進めていくことが求

められます。 



 
- 113 - 

 

 

 

 

  

 １ 浦幌町老人福祉計画・浦幌町介護保険事業計画策定審議会設
置条例 

 
 ２ 浦幌町老人福祉計画・浦幌町介護保険事業計画策定審議会委

員等名簿 
 
 ３ 計画策定に係る経緯 
 
 ４ 諮問書及び答申書 
 
 ５ 用語解説 
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○浦幌町老人福祉計画・浦幌町介護保険事業計画策定審議会設置条例 

平成10年12月16日条例第27号 

（設置の目的） 

第１条 老人福祉法（昭和38年法律第133号）第20条の８に基づく老人福祉計画及び介護保険法（平成９

年法律第123号）第117条に基づく介護保険事業計画を策定するため、町長の附属機関として浦幌町老人

福祉計画・浦幌町介護保険事業計画策定審議会（以下「審議会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 審議会は、町長の諮問に応じ浦幌町老人福祉計画及び浦幌町介護保険事業計画の策定その他実

施に関し必要な調査審議を行い、町長に答申する。 

（組織） 

第３条 審議会は、委員12名以内をもって組織する。 

２ 委員は、保健・医療・福祉関係者及び被保険者代表並びに学識経験者等のうちから町長が委嘱する。 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、当該諮問に関する審議が終了し、町長に答申した時点で解任されるものとする。

ただし、委員に欠員が生じた場合の補欠による委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 審議会に会長及び副会長１名を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選とする。 

３ 会長は、会務を総理し、その会議の議長となる。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。 

（招集） 

第６条 審議会は、必要に応じ町長が招集する。 

（会議） 

第７条 審議会は、委員の過半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

２ 審議会の議事は、出席者の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。 

（報酬） 

第８条 委員の報酬は、非常勤特別職の職員の報酬等に関する条例（昭和31年浦幌町条例第19号）第１条

別表その他の委員会・協議会の委員に相当する額を支給する。 

（費用弁償） 

第９条 委員が会議等に出席したとき又は公務により旅行したときは、非常勤特別職の職員の報酬等に

関する条例第２条の例により費用弁償を支給する。 

（委任） 

第10条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営について必要な事項は、町長が別に定める。 

 

  

１ 浦幌町老人福祉計画・浦幌町介護保険事業計画 
策定審議会設置条例 
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番
号

氏　　名 備　考

1 上　村　健　二 会　長

2 山　岸　嘉　平 副会長

3 永　澤　厚　志

4 山　田　道　夫

5 橋　本　政　明

6 加　藤　史　郎

7 堀　川　眞　一

8 坂　下　禮　子

9 道　政　　　剛

10 小　山　孝　行

11 鈴　木　信　男

12 白　木　八重子

【事務局】
＜保健福祉課＞
課長　廣富　直樹
課長補佐　三宅　正誠
地域包括支援センター係長　志賀　裕子
　　　　 〃　　　　 社会福祉士　牧野　里奈
高齢者福祉係長　佐藤　克洋

〃 主事　上谷内　徹也
　　 〃 　　主事補　吉村　綾真主事　中村　冬弥
＜町民課＞
課長　佐藤　亘
保険医療係長　寺澤　祐哉
保険医療係主事　菊地　萌子

※　任期：令和２年10月30日から令和３年２月22日まで

浦幌町老人福祉計画・浦幌町介護保険事業計画策定審議会委員名簿

介護サービス利用者の家族

上浦幌公民館館長　

厚内公民館館長

（特非）ひだまり理事長

（特非）オーディナリーサーヴァンツ代表理事

(福)浦幌町社会福祉協議会事務局長

浦幌町老人クラブ連合会会長

浦幌町地域包括支援センター運営協議会会長

所属・職名等

浦幌町民生委員協議会会長

(福)うらほろ幸寿会理事長

ボランティア団体（悠ゆうクラブ）代表

吉野公民館館長

２ 浦幌町老人福祉計画・浦幌町介護保険事業計画 
策定審議会委員等名簿 

資 料 編 



 
- 116 - 

 

 

 

 

 

 

 

● 策定審議会等における計画策定の経緯 

 

会 議 名 開催日 主 な 議 題 
第１回浦幌町老人福祉

計画・介護保険事業計

画策定審議会 

令和２年 

10 月 30日 

１ 委嘱状交付 

２ 会長、副会長の互選について 

３ 浦幌町老人福祉計画・第８期介護保険事業計画に係る諮

問について 

４ 議題 

 (１) 老人福祉計画・介護保険事業計画の策定について 

 (２) 計画策定のスケジュールについて 

 (３) 第７期計画の実績に係る計画対比について 

第２回浦幌町老人福祉

計画・介護保険事業計

画策定審議会 

令和２年 

11 月 27日 

１ 議題 

 (１) 計画に際しての実態調査について 

 (２) 計画の素案（第１章～第２章）について 

 (３) 計画の基本的な考え方について 

第３回浦幌町老人福祉

計画・介護保険事業計

画策定審議会 

令和２年 

12 月 23日 

１ 議題 

 (１) 施策の体系、基本目標による施策の推進について 

  【基本目標Ⅰ】「社会参加と生きがいづくりの推進」に

ついて 

  【基本目標Ⅱ】「高齢者が安心して暮らせるまちづくり

の推進」について 

  【基本目標Ⅲ】「介護予防と生活支援の充実」について 

  【基本目標Ⅳ】「介護サービス等の充実」について 

 (２) 介護サービス給付の見込みについて 

 (３) 介護保険の保険料算定と費用負担について 

 (４) 計画策定のスケジュールについて 

第４回浦幌町老人福祉

計画・介護保険事業計

画策定審議会 

令和３年 

１月 15日 

１ 議題 

 (１) 計画の素案（第１章～第４章）について 

 (２) 介護保険の給付費と保険料について 

 (３) 計画策定のスケジュールについて（パブリックコメ

ントについて） 

パブリックコメント 令和３年 

１月 21日 

～２月 19日 

意見数 １件 

第５回浦幌町老人福祉

計画・介護保険事業計

画策定審議会 

令和３年 

２月 22日 

１ 議題 

 (１) 計画素案に係るパブリックコメントの実施について 

 (２) 第４回策定審議会からの変更について 

 (３) 浦幌町老人福祉計画・第８期介護保険事業計画(案)

策定に係る答申について 

浦幌町老人福祉計画・

介護保険事業計画策定

審議会答申 

令和３年 

２月 22日 

「浦幌町老人福祉計画・第８期介護保険事業計画（案）」の

答申（役場応接室） 

浦幌町地域包括支援セ

ンター運営協議会 

令和３年 

２月 24日 

「浦幌町老人福祉計画・第８期介護保険事業計画」の報告に

ついて 

浦幌町介護保険運営協

議会 

令和３年 

２月 24日 

「浦幌町老人福祉計画・第８期介護保険事業計画」の策定に

ついて（決定） 

 

３ 計画策定の経緯 
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● 諮問書 

 

浦 保 福 第 1 0 5 3－ １ 号  

令和２年１０月３０日  

 

 浦幌町老人福祉計画・浦幌町介護保険事業計画 

 策定審議会 会長 上 村 健 二 様 

 

浦幌町長 水 澤 一 廣   

 

諮  問  書 

 

 老人福祉法に基づく老人福祉計画と介護保険法に基づく介護保険事業計画を一体化し

た計画として、平成 30年２月に策定した浦幌町老人福祉計画・第７期浦幌町介護保険事

業計画は、令和２年度をもって計画期間が終了します。 

 介護保険事業計画は、３年毎に策定することになっており、第８期計画（令和３年度

から令和５年度までの３年間）を策定するものです。併せて老人福祉計画の見直しを行

ないます。 

 つきましては、両計画の策定にあたり、浦幌町老人福祉計画・浦幌町介護保険事業計

画策定審議会設置条例（平成 10 年町条例第 27 号）第２条の規定に基づき貴審議会の意

見を求めたく、諮問します。 

記 

諮問事項 

  浦幌町老人福祉計画・第８期浦幌町介護保険事業計画の策定、その他実施に関し必

要な調査審議を行い、町長に答申する。 

 

  

４ 諮問書・答申書 

資 料 編 
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● 答申書 

 

 

令和３年  ２月２２日  

 

浦幌町長 水 澤 一 廣 様 

 

 浦幌町老人福祉計画・浦幌町介護保険事業計画 

 策定審議会 会長 上 村 健 二      

 

浦幌町老人福祉計画・第８期介護保険事業計画について（答申） 

令和２年 10月 30日付け浦保福第 1053 号で諮問のありました浦幌町老人福祉計画・

第８期介護保険事業計画の策定その他実施に関し必要な調査について、慎重に審議した

結果、その内容は適正であると認め、次の意見を付して答申します。 

記 

１ 高齢者の権利が守られ、住み慣れた地域で安心して暮らすことができるよう、成年

後見制度の積極的な周知啓発や市民後見人の養成など、権利擁護の推進に努められた

い。 

２ 介護保険料の設定にあっては、介護給付と保険料負担のバランスや、第１号被保険

者の負担の軽減にも留意しながら算出するとともに、第７期計画期間中における介護

給費準備基金として 5,500 万円が見込まれることから、これを全額活用し、第８期計

画期間における介護保険料基準月額については、第７期と同額の「５，４００円」と

するのが適当であると判断した。 

 

（経過） 

第１回策定審議会 令和２年 10 月 30 日（金） 

第２回策定審議会 令和２年 11 月 27 日（金） 

第３回策定審議会 令和２年 12 月 23 日（水） 

第４回策定審議会 令和３年１月 15 日（金） 

第５回策定審議会 令和３年２月 22 日（月） 
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あ 行 

 

■ＮＰＯ（エヌピーオー）法人 

特定非営利活動促進法（NPO 法）に規定された環境や福祉などの 20 分野で非営利の活

動を行うことを目的とし、NPO 法により認証された法人のことです（NPO は Non Profit 

Organization の略語）。 

 

か 行 

 

■介護給付 

要介護認定(要介護１～５)を受けた被保険者に対する保険給付のことです。原則、支給

限度基準額の９割（一定以上所得者８割、現役並み所得者７割）が保険給付され、残り

（１割～３割）が利用者の自己負担となります。 

 

■介護支援専門員（ケアマネージャー） 

介護保険制度で、要介護者又は要支援者からの相談に応じるとともに、要介護者等がそ

の心身の状況等に応じ適切なサービスを利用できるよう、市町村、サービス事業者、施

設などとの連絡調整等を行う人のことです。 

 

■介護報酬 

介護保険制度において、サービス提供事業者や介護保険施設が介護サービスを提供した

場合や、居宅介護支援事業者が居宅介護支援（介護サービス計画の作成等）を行った場

合等にその対価として支払われる報酬のことです。その基準額については、厚生労働大

臣が定めます。原則として利用者はその１割（一定以上所得者２割、現役並み所得者３

割）を自己負担し、残り（７割～９割）については保険者から事業者に支払われます。 

 

■介護予防 

要介護状態になること、あるいは要介護状態が重度化することを予防することです。ま

た、それを目的とした介護予防サービスや介護予防事業の取組のことをいいます。 

 

■介護予防支援 

要支援１または要支援２の認定を受けた方が、介護予防サービスを適切に利用できるよ

う、介護予防サービス計画の作成や、サービス事業所との連絡・調整などを行うことで

す。介護予防サービス計画の作成は、地域包括支援センターが「指定介護予防支援事業

者」として行い、具体的には職員として定められた保健師、経験のある看護師、主任介

護支援専門員、社会福祉士などが携わります。 

 

■介護予防事業 

65歳以上の方を対象に「介護が必要となる状態を予防すること」を目的とした一次予防

事業と、65歳以上の方で特に介護が必要になるおそれの高い方向けの介護予防事業（二

次予防）とがあります。 

用語解説 

資 料 編 
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■ケアプラン（介護サービス計画） 

個々人のニーズに合わせた適切な保健・医療・福祉サービスが提供されるように、介護

支援専門員（ケアマネージャー）を中心に作成される介護計画のことです。ケアプラン

は、①利用者のニーズの把握、②援助目標の明確化、③具体的なサービスの種類と役割

分担の決定、といった段階を経て作成され、公的なサービスだけでなく、インフォーマ

ルな社会資源をも活用して作成されます。 

 

■ケアマネジメント 

要介護者等が、迅速かつ効果的に、必要とされるすべての保健・医療・福祉サービスを

受けられるように調整することを目的とした援助展開の方法です。利用者と社会資源の

結び付けや、関係機関・施設との連携において、この手法が取り入れられています。介

護保険においては、ケアマネジメントは「居宅介護支援」と呼ばれます。 

 

■権利擁護 

自己の権利や援助のニーズを表明することの困難な高齢者等に代わって、援助者が代理

としてその権利やニーズ獲得を行うことをいいます。 

 

■高額介護サービス費・高額医療合算介護サービス費 

介護保険では、同じ月に利用したサービスの利用者負担（１割～３割）の合計額（同じ

世帯に複数の利用者がいる場合には、世帯合計額）が、負担上限額を超えたときは、超

えた分が「高額介護サービス費」として後から支給されます。また、年間における介護

保険の利用者負担額と医療保険・後期高齢者医療の一部負担金の合計（高額介護サービ

ス費及び高額医療費等の支給を受けた額を差し引いた額）が上限を超えたときは、超え

た分が「高額医療合算介護サービス費」として支給されます。これらの支給を受けるに

は、介護保険担当窓口にそれぞれ支給申請書を提出する必要があります。 

 

■高齢化率 

65 歳以上の高齢者人口が総人口に占める割合です。 

 

さ 行 

 

■サービス付き高齢者向け住宅 

60 歳以上の高齢者又は要介護認定を受けた 60 歳未満の方を対象にした住宅で、居室の

広さや設備、バリアフリーといったハード面の条件を備えるとともに、介護・医療と連

携して安否確認や生活相談サービスを提供することなどにより、高齢者が安心して暮ら

すための環境が整えられている住宅です。 

 

■生活支援コーディネーター(地域支え合い推進員) 

地域支援事業（生活支援体制整備事業）により配置され、地域に不足するサービスの創

出・担い手の養成、高齢者が担い手として活躍する場の確保、関係者間のネットワーク

の構築、地域の支援ニーズとサービス提供主体の活動のマッチングなどを通し、高齢者

に対し多様な日常生活の支援体制の充実と、社会参加の推進を一体的に図ります。 

 

■新オレンジプラン（認知症施策推進総合戦略）  

認知症の人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で、自分らしく暮
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らし続ける社会の実現を目指すための総合戦略のことです。 

 

■若年性認知症 

65歳未満の人が発症する認知症のことです。 

 

た 行 

 

■団塊の世代 

昭和22～24年（1947年～49年）ごろの第一次ベビーブーム時代に生まれた世代のことを

いいます。 

 

■地域支援事業 

介護保険制度改正に伴い、平成18年度から市町村による実施が規定された事業で、高齢

者を対象とした「介護予防・日常生活総合支援事業」や地域包括支援センターの設置・

運営などの「包括的支援事業」と、市町村の判断で実施する「任意事業」があります。 

 

■地域包括ケアシステム 

重度要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続ける

ことができるよう、「住まい・医療・介護・予防・生活支援」が包括的・一体的に提供

される体制のことをいいます。 

 

■地域包括支援センター 

地域の高齢者の心身の健康保持や生活の安定のために必要な援助を行うことを目的とし

て設けられた施設です。市町村及び老人介護支援センターの設置者、一部事務組合、医

療法人、社会福祉法人などのうち包括的支援事業の委託を受けたものが設置することが

できます。保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員の専門職が配置されています。 

 

■地域密着型サービス 

地域密着型サービスは要介護や要支援状態となっても可能な限り、住み慣れた自宅や地

域での生活を継続できるようにするためのサービスです。 

 

■特定入所者介護サービス費等 

一定以下の所得・預貯金額の被保険者が施設サービスや短期入所サービスを利用すると

き、施設の食費・居住費（滞在費）について、世帯の所得段階ごとに決められた限度額を

超える分について「特定入所者介護サービス費」として補足給付を受けることができま

す。補足給付を受けるには、町に申請書を提出し、「負担限度額認定証」の交付を受ける

必要があります。 

 

な 行 

 

■認知症 

一度獲得された知能が、脳の器質的な障がいにより持続的に低下したり、失われること

をいいます。 

 

資 料 編 
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は 行 

 

■パブリックコメント 

政策や制度、計画などを決定する際に、原案などについて市民の意見を公募し、それを

考慮しながら最終決定を行う仕組みで、意思決定過程の公正性、透明性を確保したり、

多様な意見を意思決定の判断材料にすることなどを目的としています。 

 

■被保険者 

保険に加入している本人のことで、介護保険制度では、①市町村の区域内に住所を有す

る 65歳以上の人（第１号被保険者）、②市町村の区域内に住所を有する 40歳以上 65歳

未満の医療保険加入者（第２号被保険者）を被保険者としています。 

 

ま 行 

 

■民生委員児童委員 

民生委員は、厚生労働大臣から委嘱され、それぞれの地域において、常に住民の立場に

立って相談に応じ、必要な援助を行い、社会福祉の増進に努める方々であり、児童委員

を兼ねています。児童委員は、地域の子どもたちが元気に安心して暮らせるように、子

どもたちを見守り、子育ての不安や妊娠中の心配ごとなどの相談・支援等を行います。 

 

や 行 

 

■要介護者 

介護保険制度においては、①要介護状態にある65歳以上の者、②要介護状態にある40歳

以上65歳未満の者であって、要介護状態の原因である障がいが末期のがんなど特定疾病

による者をいいます。保険給付の要件となるため、その状態が介護認定審査会の要介護

認定によって該当するかどうかが客観的に確証される必要があります。 

 

 

■要介護状態 

入浴、排せつ、食事など、６か月にわたり継続して常に介護を要すると見込まれる状態

をいいます。要介護状態は、介護を必要とする程度により、要介護１～５に区分されま

す。 

 

■要介護認定 

介護給付を受けようとする被保険者が給付要件を満たしているかどうかを確認するため

に行われる認定をいいます。保険者である市町村が、全国一律の客観的基準（要介護認

定基準）に基づいて行います。要介護認定の手順は、被保険者からの申請を受けた市町

村が被保険者に対し認定調査を行うと同時に、被保険者の主治医に意見書を求め、これ

らの調査結果等を介護認定審査会に通知し、要介護状態への該当、要介護状態区分等に

ついて審査・判定を求めます。 
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■要支援者 

介護保険法においては、①要支援状態にある65歳以上の者、②要支援状態にある40歳以

上65歳未満の者であって、その要支援状態の原因である身体上又は精神上の障がいが特

定疾病によって生じたものであるものと規定されています。予防給付を受けようとする

被保険者は、要支援者に該当すること及びその該当する要支援状態区分（要支援１・

２）について市町村の認定（要支援認定）を受ける必要があります。 

 

■要支援状態 

掃除、洗濯、買い物など、６か月にわたり継続して日常生活の一部に支援を必要とし、

介護サービスを適切に利用することで心身の機能の維持・改善が見込める状態をいいま

す。要支援状態は、支援の必要な程度により、要支援１、２に区分されます。 

 

 

■要支援認定 

介護保険制度において、予防給付を受けようとする被保険者が給付要件を満たしている

かどうかを確認するために行われる認定をいいます。保険者である市町村が全国一律の

客観的基準（要支援認定基準）に基づいて行います。要支援認定の手順は基本的には要

介護認定と同様です。 

 

■予防給付 

介護保険における要支援認定(要支援１、２)を受けた被保険者に対する保険給付のこと

です。原則、支給限度基準額の９割が保険給付され、残りの１割が利用者の自己負担と

なります。 

 

ら 行 

 

■リハビリテーション 

心身に障がいのある者の全人間的復権を理念として、障がい者の能力を最大限に発揮さ

せ、その自立を促すために行われる専門的技術をいいます。 
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